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第９回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成25年３月15日) 

第 ９ 回   熊本県議会    厚生常任委員会会議記録 

平成25年３月15日（金曜日） 

午前10時０分開議 

午後０時38分休憩 

午後１時31分開議 

午後２時59分休憩 

午後３時10分開議 

午後３時53分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

議案第33号 平成25年度熊本県一般会計予

算 

議案第35号 平成25年度熊本県母子寡婦福

祉資金特別会計予算 

議案第47号 平成25年度熊本県のチッソ株

式会社に対する貸付けに係る県債償還等

特別会計予算 

議案第53号 平成25年度熊本県病院事業会

計予算 

議案第61号 熊本県入浴施設におけるレジ

オネラ症の発生防止のための衛生管理に

関する条例の一部を改正する条例の制定

について 

議案第62号 熊本県感染症の診査に関する

協議会条例の一部を改正する条例の制定

について 

議案第63号 障害者自立支援法等の一部改

正に伴う関係条例の整理に関する条例の

制定について 

議案第64号 熊本県医師修学資金貸与条例

の一部を改正する条例の制定について 

議案第65号 熊本県生活環境の保全等に関

する条例及び熊本県地下水保全条例の一

部を改正する条例の制定について 

議案第66号 熊本県鳥獣の保護及び狩猟の

適正化に関する法律等に基づく標識の寸

法を定める条例の制定について 

議案第67号 熊本県少年保護育成条例の一

部を改正する条例の制定について 

議案第87号 くまもと２１ヘルスプランの

策定について 

請第２号 350万人のウィルス性肝炎患者

の救済について国への意見書提出を求め

る請願 

閉会中の継続審査事件（所管事務調査）に

ついて 

報告事項 

 ①第６次熊本県保健医療計画の策定につ

いて 

 ②第２期熊本県における医療費の見通し

に関する計画の策定について 

 ③第11次熊本県へき地保健医療計画の策

定について 

 ④第２期熊本県周産期医療体制整備計画

の策定について 

 ⑤熊本県市町村国民健康保険支援方針の

改定について 

 ⑥第３次熊本県歯科保健医療計画の策定

について 

 ⑦第２次熊本県がん対策推進計画の策定

について 

 ⑧水俣病対策の状況等について 

 ⑨公共関与による管理型最終処分場の整

備について 

 ⑩熊本県立こころの医療センター第２次

中期経営計画の策定について 

――――――――――――――― 

出席委員（８人） 

委 員 長 小早川 宗 弘 

副委員長 田 代 国 広 

委  員 西 岡 勝 成 

委  員 鬼 海 洋 一 

委  員 藤 川 隆 夫 

委  員 吉 永 和 世 

委  員 松 岡   徹 

委  員 前 田 憲 秀 

欠席委員（なし） 
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委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

健康福祉部 

部 長 林 田 直 志 

総括審議員兼         

政策審議監 伊 藤 敏 明 

医 監 岩 谷 典 学 

長寿社会局長 永 井 正 幸 

子ども・障がい福祉局長 米 満 譲 治 

健康局長 牧 野 俊 彦 

首席審議員兼         

健康福祉政策課長 吉 田 勝 也 

健康危機管理課長 一   喜美雄 

高齢者支援課長 中 島 昭 則 

認知症対策・         

地域ケア推進課長 大 村 裕 司 

社会福祉課長 田 端 史 郎 

首席審議員兼         

子ども未来課長 中 園 美千代 

首席審議員兼         

子ども家庭福祉課長 山 田 章 平 

首席審議員兼         

障がい者支援課長 西 岡 由 典 

医療政策課長 三 角 浩 一 

国保・高齢者医療課長 林 田 浩 稔 

健康づくり推進課長 佐 藤 克 之 

薬務衛生課長 今 村   均 

環境生活部 

部 長 谷 﨑 淳 一 

政策審議監 末 廣 正 男 

環境局長 山 本   理 

県民生活局長 田 中 彰 治 

環境政策課長 宮 尾 千加子 

水俣病保健課長 田 中 義 人 

水俣病審査課長 高 山 寿一郎 

環境立県推進課長 福 田   充 

環境保全課長 清 田 明 伸 

自然保護課長 小 宮   康 

首席審議員兼         

廃棄物対策課長 加 久 伸 治 

公共関与推進課長 中 島 克 彦 

くらしの安全推進課長 石 﨑 尚 喜 

消費生活課長 杉 山 哲 恵 

首席審議員兼         

男女参画・協働推進課長 中 園 幹 也 

人権同和政策課長 清 原 一 彦 

病院局 

病院事業管理者 向 井 康 彦 

総務経営課長 田 原 牧 人 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

議事課主幹 浦 田 光 典 

政務調査課主幹 松 野   勇 

――――――――――――――― 

  午前10時０分開議 

○小早川宗弘委員長 ちょうど定刻となりま

したので、それでは、ただいまから第９回厚

生常任委員会を開会いたします。 

 まず、本日の委員会に５名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることにいた

しました。 

 次に、本委員会に付託された議案を議題と

し、これについて審査を行いますが、健康福

祉部、環境生活部、病院局とも相当の事務量

がありますので、健康福祉部と環境生活部並

びに病院局の出席を分けて説明を求めること

にいたしました。 

 本日は、日程の都合上、健康福祉部から先

に審議を行い、環境生活部及び病院局の審議

が終わった後に、付託議案の採決及び請願の

審査を行います。 

 まず、議案について、執行部の説明を求め

た後に質疑を受けたいと思います。 

 なお、審議を効率よく進めるために、執行

部の説明はできるだけ簡潔にお願いをしたい

と思います。 

 また、本日説明を行われる際は、執行部の

皆さん方は着席のままで説明してください。 

 また、委員の先生方に申し上げますけれど
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も、きょうは１日で相当量の新年度予算を審

議していただきますけれども、かなり長丁場

の委員会となりますけれども、夕方ぐらいま

でには終了するのではないかというふうに思

いますので、御協力のほどよろしくお願いを

申し上げたいと思います。 

 それでは、林田健康福祉部長から総括説明

を行い、続いて、担当課長から順次説明をお

願いいたします。 

 

○林田健康福祉部長 おはようございます。 

 健康福祉部関係の議案の概要について御説

明を申し上げます。 

 今回提案しております議案は、予算関係２

議案、条例等関係５議案の合計７議案となり

ます。 

 まず、第33号議案の平成25年度熊本県一般

会計予算についてですが、幸せ実感くまもと

４カ年戦略の実現を加速化する施策を積極的

に展開することを主眼に、総額1,274億3,000

万円余の予算をお願いいたしております。 

 その主な内容です。長寿を楽しむための取

り組みにつきましては、健康に重要な役割を

果たしている歯及び口腔の健康づくりや高齢

期の介護予防など、健康長寿を延ばし、高齢

者の居場所と出番を提供するための取り組み

を進めてまいります。あわせて、医療や介護

が必要となっても住みなれた地域で安心して

暮らし続けることができるよう、関係機関が

連携した地域包括ケアシステムの構築を目指

してまいります。 

 また、医師、看護職員、介護職員等を確保

するための取り組みを進めるとともに、訪問

看護サービスを県内全域で利用できるよう、

人材の育成、確保や立ち上げ支援の充実を図

り、サービス提供体制の整備を促進してまい

ります。 

 次に、認知症の方を地域で支えるため、引

き続き、人口比で日本一の認知症サポーター

の活動の活性化に取り組むとともに、医療、

介護の履歴を記載した認知症地域連携パスの

導入を進めてまいります。 

 さらに、基幹型と地域拠点型の認知症疾患

医療センターなどの専門医療機関とかかりつ

け医との連携を強化し、３層構造の新たな熊

本モデル構築に向けて取り組みます。そし

て、この熊本モデルをアジア各国に向けて発

信し、認知症に関する国際学会の誘致など、

アジアとの交流促進を図ってまいります。 

 次に、子供の育ちと若者のチャレンジを応

援するための取り組みにつきましては、主に

熊本市及びその周辺部で生じている保育所待

機児童の解消に向け、保育所整備を支援する

とともに、家庭的保育など保育所を補完する

事業についても引き続き取り組んでまいりま

す。 

 また、子供たちが病気になっても安心な環

境のもとで過ごせるよう、病児・病後児保育

を県内全市町村で利用できる体制づくりを進

めるとともに、小児救命救急センターの運営

支援や小児在宅患者の相談支援にも取り組ん

でまいります。 

 さらに、放課後等に子供たちが安全、安心

に過ごせる場所の確保、充実を図り、健全な

育成や保護者の仕事と家庭の両立を支援しま

す。 

 次に、障害のある人が暮らしやすい熊本に

向けた取り組みにつきましては、福祉と農業

の連携による障害者の社会参加を進めるた

め、障害のある実習生を受け入れる農家など

に対して、設備の改修などを支援してまいり

ます。 

 発達障害者への支援につきましては、新た

に県南に発達障害者支援センターを設置する

とともに、保育士や保健師向けの研修会の開

催などにより、早期発見、早期支援ができる

よう取り組んでまいります。 

 加えて、高度な医療的ケアが必要な重症心

身障害児への支援のため、在宅医療支援体制

を整備するとともに、新たに重度の障害のあ
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る方を在宅で介護する家族の負担軽減に取り

組んでまいります。 

 次に、夢をかなえる教育につきましては、

児童養護施設で養育された子供や生活保護世

帯の子供たちに大学等へ進学する際の生活費

を貸し付けるなど、自立に向けた取り組みを

推進し、貧困の連鎖を教育で断ち切ることを

目指します。 

 また、就業や子育てなどに関するさまざま

な困難に直面しているひとり親家庭等を対象

に、より一層の自立に向けて、就労から子育

て、子供の学習支援まで多面的に支援してま

いります。 

 次に、第35号議案の平成25年度熊本県母子

寡婦福祉資金特別会計予算についてですが、

母子家庭等を対象とした修学資金等の貸付金

として１億4,000万円余を計上しておりま

す。 

 以上、特別会計を含む健康福祉部の平成25

年度の予算総額は1,275億7,000万円余とな

り、平成24年度当初予算と比較しますと、金

額にして56億3,000万円余の増額、率にして

4.6％の増となっております。 

 次に、条例等関係についてです。第61号議

案の熊本県入浴施設におけるレジオネラ症の

発生防止のための衛生管理に関する条例の一

部を改正する条例の制定について外４議案を

提案しております。 

 このほか、第６次熊本県保健医療計画の策

定についてなど、７件について御報告させて

いただくこととしております。 

 以上が今回提案しております議案等の概要

でございます。詳細につきましては、関係各

課長が説明いたしますので、よろしくお願い

申し上げます。 

 

○吉田健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 厚生常任委員会説明資料の２ページをお願

いいたします。 

 予算の内容につきまして、主なものを御説

明申し上げます。 

 社会福祉総務費で７億1,928万円余をお願

いしております。 

 まず、説明欄１の職員給与費として２億2,

330万円余を計上しております。これは、定

年退職予定者を除く平成25年１月１日時点で

の職員数とその給与額をもとに積算いたして

おります。職員給与費につきましては、以

下、各課とも同様でございますので、各課か

らの個別の説明は省略させていただきます。 

 次に、説明欄２の民生委員費につきまして

は、熊本市を除く県所管分の民生委員・児童

委員の日常活動に係る費用弁償の経費等でご

ざいます。 

 ３の社会福祉協議会助成費のうち、(1)

は、県社会福祉協議会、県社協の地域福祉活

動に要する運営費助成、(3)の日常生活自立

支援事業は、認知症高齢者等、判断能力が十

分ではない方の福祉サービスの利用援助等を

実施する県社協に対する助成でございます。 

 ３ページをお願いいたします。 

 ４の地域福祉振興費のうち、(1)地域福祉

計画推進・支援事業は、第２期地域福祉支援

計画の推進や市町村トップを対象としたセミ

ナー等の開催に要する経費でございます。

(3)は、県社協が設置しております県ボラン

ティアセンターの運営に対する助成に要する

経費です。(4)は、地域の誰もが気軽に集い

支え合う地域の拠点である地域の縁がわや、

地域ふれあいホームのさらなる普及に向けた

支援に要する経費でございます。 

 次に、４ページをお願いいたします。 

 (5)地域の結いづくり活き活き事業は、県

内の市町村における小地域ネットワーク活動

のさらなる普及啓発と水俣・芦北地域におけ

る住民見守り活動の普及に要する経費でござ

います。 

 ５番の社会福祉諸費の(1)の地域の支事お

こし事業でございますが、この支事おこしの
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支事というのは、地域の縁がわで高齢者、障

害者等を地域住民が支え合いながら起業化を

図っていく、仕事を起こしていく、そういっ

た意味で使っております。地域の縁がわを拠

点とする起業化のモデル的な取り組みについ

て、県内への普及推進を図るための経費でご

ざいます。(2)は、県の総合福祉センターの

管理運営に要する経費です。(4)は、県社協

内に設置し、福祉関係の無料職業紹介等を行

う福祉人材センターの運営に要する経費で

す。 

 ５ページをお願いいたします。 

 (6)地域共生くまもとづくり事業は、第２

期地域福祉支援計画と第３期やさしいまちづ

くり推進計画に寄与する民間団体の地域福祉

活動に対する助成費でございます。 

 次に、(8)福祉・介護人材緊急確保事業

は、福祉・介護分野の人材不足への対応とし

て、新たな福祉・介護人材の掘り起こしや潜

在的有資格者の呼び戻し等を図る取り組みを

推進し、安定的な人材確保を図るための経費

でございます。３つのメニュー事業を県社協

に委託して実施することとしております。 

 ６番は、児童相談所初め４つの相談所等か

ら成る県の福祉総合相談所の運営に関する経

費でございます。 

 次に、６ページをお願いいたします。 

 ７番、やさしいまちづくり事業費でござい

ます。 

 (2)のＵＤやさしいまちづくり普及啓発事

業は、障害者用駐車場の適正利用を推進する

ハートフルパス制度の普及など、ユニバーサ

ルデザインを理念としたやさしいまちづくり

の意識向上や人材育成に要する経費でござい

ます。 

 ７ページをお願いいたします。 

 説明欄中ほどの災害救助費のうち、２番、

災害救助対策費の(2)は、東日本大震災に係

る本県内への被災者に対し、災害救助の一環

として行います応急仮設住宅の借り上げに要

する経費でございます。 

 次に、(3)災害救助費については、熊本広

域大水害に係る応急仮設住宅の供与等を行う

市町村への助成でございます。(4)は、昨年1

2月に福祉関係団体と派遣協定を締結いたし

ました災害派遣福祉チーム、熊本ＤＣＡＴと

称しておりますが、この本格的な活動に備え

て登録いただきました社会福祉施設等の職員

に対する研修の実施、また、傷害保険の加入

に要する経費でございます。 

 次に、８ページをお願いいたします。 

 公衆衛生総務費でございます。 

 ８ページの下段の４番、保健医療推進対策

費のうち、(1)は、平成17年度から業務効率

化のために運用しております衛生総合情報シ

ステムの運営に係る経費でございます。 

 ９ページをお願いいたします。 

 (3)は、県保健医療計画の着実な推進を図

るために設置しております熊本県保健医療推

進協議会の運営に要する経費でございます。

(4)保健医療計画策定・検討事業でございま

すが、今年度末に策定を終えます第６次保健

医療計画の冊子の印刷等に要する経費でござ

います。 

 なお、これら保健医療計画につきまして

は、継続的な取り組みでございますが、25年

度から新たに第６次計画という形でスタート

いたしますので、新規事業という整理をして

おります。 

 次に、２段目の２番は、宇土にございます

保健環境科学研究所について、３段目の２番

は、県内10カ所の保健所についての運営費及

び維持管理費でございます。 

 最後に、一番下の段の元金、１番、災害援

護資金国庫貸付金元金でございますが、これ

は、過去の平成15年、平成19年の災害により

被災しました世帯への貸付金に係る返済額の

うち、国庫への償還に要する経費でございま

す。 

 以上、健康福祉政策課は、総額33億989万
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2,000円をお願いしております。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○一健康危機管理課長 健康危機管理課でご

ざいます。 

 説明資料の10ページをお願いいたします。 

 主な項目について御説明します。 

 まず、公衆衛生総務費でございますが、４

億3,690万円余をお願いいたしております。

これは、主に、説明欄３の肝炎対策費におい

て、肝炎対策事業に係るインターフェロン治

療等の医療費助成や肝炎ウイルス検査等に要

する経費でございます。 

 なお、公衆衛生総務費で前年度比１億3,73

0万円余の減は、肝炎対策事業の医療費助成

に係る平成24年度実績を踏まえた所要見込み

額の減によるものでございます。 

 次に、結核対策費でございますが、3,410

万円余をお願いいたしております。これは、

主に、説明欄１の結核医療において、勧告に

基づく入院患者等の医療費を公費負担するも

のでございます。 

 11ページをお願いいたします。 

 次に、予防費でございますが、２億4,710

万円をお願いいたしております。これは、主

に、説明欄１の感染症予防費において、疫学

調査や予防啓発等、また、エイズに関する啓

発や患者カウンセリング等、さらに、医療機

関に対する人工呼吸器補助や抗インフルエン

ザウイルス薬の一部が有効期限となるため、

備蓄の維持に必要な買いかえ費用などに要す

る経費でございます。 

 なお、予防費が前年度比９億160万円余の

減は、子宮頸がん予防ワクチン等が平成25年

度から予防接種法に基づく定期接種となるこ

とに伴う減でございます。 

 12ページをお願いいたします。 

 食品衛生指導費でございますが、３億9,19

0万円余をお願いいたしております。これ

は、主に、説明欄１の食品衛生監視費におい

て、食品営業施設の許認可や監視指導を行う

経費でございます。 

 説明欄２の食品安全確保対策費における

(1)の食品検査指導事業から次の13ページの

(4)食品衛生検査施設業務管理事業までの事

業は、食品や農産物等の検査、食中毒の原因

究明のための検査などに要する経費でござい

ます。 

 (5)食品監視強化対策事業は、輸入食品、

遺伝子組み換え食品、アレルギー物質を含む

食品の検査を行うなど、適正表示を推進する

ための経費でございます。 

 次に、説明欄３の乳肉衛生費の(1)屠畜検

査事業から14ページの(4)ＢＳＥ食肉検査体

制事業までは、牛、豚等の屠畜検査、食鳥検

査、牛のＢＳＥ全頭検査を行うための経費で

ございます。 

 (5)の公衆衛生獣医師確保育成事業は、獣

医師職員の研修や獣医師確保に要する経費で

ございます。 

 次に、説明欄４の食肉衛生検査所費は、屠

畜や食鳥検査所費で、(5)対米等輸出食肉検

査事業は、認定要件でございますサルモネラ

検査に必要な経費でございます。 

 説明資料15ページをお願いします。 

 次に、環境整備費でございますが、１億1,

390万円余をお願いいたしております。これ

は、主に、説明欄１の狂犬病予防費における

犬の登録、予防注射の推進、犬等の保護、抑

留等の経費、説明欄２の動物愛護管理におけ

る動物愛護や適正飼養等の普及啓発を図るた

めの経費でございます。 

 最後に、保健所費でございますが、1,380

万円余をお願いいたしております。これは、

保健所が結核患者の家族や接触者に対する健

康診断や感染症診査協議会結核部会等に要す

る経費でございます。 

 以上、健康危機管理課分として、総額12億

3,800万円余を計上いたしております。 

 続きまして、説明資料の81ページから82ペ
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ージをお願いいたします。 

 熊本県入浴施設におけるレジオネラ症の発

生防止のための衛生管理に関する条例の一部

を改正する条例の制定についてでございま

す。 

 82ページの条例(案)の概要で御説明させて

いただきます。 

 まず、条例改正の趣旨、内容は、旅館及び

公衆浴場の入浴施設の衛生管理において、知

事に対する水質検査結果等の報告などの事務

手続について、熊本市が市の事務として処理

を行うため、熊本市の区域内に所在する旅館

及び公衆浴場の入浴施設を県条例の適用除外

とする規定を整備するもの、それと、障害者

自立支援法の一部改正に伴う関係規定の整理

についてでございます。 

 施行期日については、平成25年４月１日と

し、共同生活介護事業を削除する規定は、平

成26年４月１日の施行といたしております。 

 続きまして、説明資料の83ページから85ペ

ージにかけてごらん願います。 

 熊本県感染症の診査に関する協議会条例の

一部を改正する条例の制定についてでござい

ます。 

 85ページの条例(案)の概要で御説明させて

いただきます。 

 まず、条例制定の趣旨は、感染症と結核の

診査につきまして、現在、感染症診査協議会

は10カ所、結核診査協議会は７カ所設置して

いますが、本県の結核患者が減少傾向にある

ことから、結核に特化した単独の診査協議会

を廃止し、既存の感染症診査協議会の中に結

核部会を設けるものでございます。また、法

律や結核医療に関する専門家の確保による診

査精度の向上と診査業務の効率化を図るた

め、診査協議会を４カ所に集約するものでご

ざいます。 

 施行期日は、平成25年４月１日の施行とい

たしております。 

 以上で熊本県感染症の診査に関する協議会

条例の一部を改正する条例の制定についての

説明を終わります。 

 健康危機管理課の関係は以上でございま

す。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○中島高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 説明資料の16ページをお願いいたします。 

 当初予算につきまして、その主な項目を御

説明申し上げます。 

 まず、老人福祉費でございますが、右側説

明欄をお願いいたします。 

 ２の高齢者福祉扶助費の軽費老人ホーム事

務費補助事業でございますが、軽費老人ホー

ム、県内17施設につきまして、各施設が入所

者の所得に応じて利用料を減免した場合に、

その減免相当額を補助する事業でございま

す。 

 ３の高齢者福祉対策費の(1)明るい長寿社

会づくり推進事業でございますが、熊本さわ

やか大学校の運営やシルバー作品展、シルバ

ースポーツ交流大会等、高齢者の生きがいと

健康づくり事業を行う熊本さわやか長寿財団

に対する補助事業でございます。 

 17ページをお願いいたします。 

 (4)県・市町村老人クラブ連合会活動推進

事業及び(5)単位老人クラブ活動推進事業で

ございますが、県・市町村老人クラブ連合会

運営費や活動費に対する補助及び積極的に友

愛訪問活動などの地域貢献活動に取り組んで

いる単位老人クラブの活動に対しまして、市

町村に補助する事業でございます。 

 18ページをお願いいたします。 

 (8)施設開設準備経費助成特別対策事業で

ございますが、特別養護老人ホーム等の介護

施設等の開設を円滑に進めるため、必要な人

件費や広報費、備品購入費等の開設準備経費

に対する補助事業でございます。 

 それから、(9)現任介護職員等研修支援事
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業でございますが、介護サービス事業者が介

護職員等を研修に派遣する際の代替職員の確

保を支援する事業でございます。職場内研修

を行うことで正規雇用の推進を図る事業でご

ざいます。 

 続きまして、（10)「働きながら資格をと

る」介護雇用プログラム事業でございます

が、離職者、未就職者の方などに対しまし

て、介護施設が採用しまして、働きながら資

格を取得することで正規雇用の推進を図る事

業でございます。 

 19ページをお願いいたします。 

 (12)新規事業でございますが、特別養護老

人ホーム入所申込者状況調査事業でございま

す。平成27年度からの第６期介護保険事業支

援計画を平成26年度中に策定する必要があり

ますが、その事前準備といたしまして、平成

25年度に特養の申し込み状況を把握しまし

て、27年度以降の施設整備の方向性を検討す

るため、申込者の状況を調査する事業でござ

います。 

 次に、４の介護保険対策費でございます。 

 20ページをお願いいたします。 

 (4)介護人材確保対策推進事業でございま

すが、介護人材の確保を目的としました協議

会の開催や広報啓発活動を行う事業でござい

ます。 

 次に、20ページ下段の老人福祉施設費でご

ざいますが、１の老人福祉施設整備費の介護

基盤緊急整備等事業でございます。特別養護

老人ホームや認知症高齢者グループホームな

どの介護施設等の整備を実施する市町村等に

対して補助する事業でございます。 

 以上、高齢者支援課、平成25年度当初予算

といたしまして、総額30億7,407万円余を計

上させております。 

 高齢者支援課は以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○大村認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課でございます。 

 説明資料の21ページをお願いいたします。 

 主なものを説明させていただきます。 

 老人福祉費でございますが、右説明欄の２

の高齢者福祉対策費の(1)、(2)は認知症対策

を推進するもので、このうち(1)認知症診

療・相談体制強化事業は、県内10カ所の認知

症疾患医療センターや県民からの相談窓口の

運営などを行うものでございます。 

 22ページをお願いいたします。 

 (3)から23ページの(7)まで、これも認知症

対策を推進するためのものでございますが、

このうち(3)「熊本モデル」認知症疾患医療

機能強化事業は、熊本モデルと呼ばれる本県

の認知症医療体制をさらに充実させるため、

認知症専門医等の養成を行うものでございま

す。熊本大学と連携して取り組むものでござ

います。 

 (5)若年性認知症対策事業は、若年性認知

症の方がその特性に応じたサービスを受けら

れるよう、ケアの質の向上に向けた研修や今

後の対策について協議するための会議を開催

するものでございます。 

 23ページをお願いいたします。 

 (6)認知症サポーター活動活性化事業は、

認知症の方の見守りや話し相手など、認知症

サポーターの活動をさらに広げるため、研修

や活動費の助成を行うものでございます。 

 (7)「熊本モデル」アジア交流促進事業

は、国内外から注目されております本県の認

知症医療体制等について、アジア各国に広く

情報を発信し、認知症をテーマとして交流を

促進するものでございます。認知症に関する

国際学会の誘致等にも取り組んでまいりま

す。 

 24ページをお願いいたします。 

 高齢者生活支援サービス創出支援事業は、

高齢者の地域での生活を支えるには、介護、

医療だけではなく、買い物支援などの生活支

援が重要であることから、そうしたサービス
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の整備を促進するため、市町村職員を対象と

した研修などを行うものでございます。 

 (10)訪問看護推進等在宅療養支援体制づく

り事業は、高齢者等の療養生活を支えるた

め、各圏域で関係機関の連携促進や訪問看護

の提供体制整備を促進するもので、各保健所

に１名ずつ、計10名の非常勤の保健師等を配

置いたしまして取り組みを進めるものでござ

います。 

 25ページをお願いいたします。 

 ３の介護保険対策費の(1)介護給付適正化

推進事業、(2)介護相談員普及促進事業、(3)

第６期介護保険事業計画策定支援事業は、市

町村において介護保険事業がさらに適切に推

進されるよう県の支援を強化するため行うも

のでございまして、給付適正化のためのアド

バイザーの派遣や介護相談員普及のための研

修、27年度からの第６期介護保険事業計画策

定に向けた研修などを行うものでございま

す。 

 (5)介護給付費県負担金交付事業は、市町

村の介護保険給付に対し、法に定められた負

担割合に応じて負担するものでございます。 

 記載はしておりませんが、給付増加に伴

い、平成24年度当初予算と比較いたしまし

て、７億6,819万円余の増額となっておりま

す。 

 26ページをお願いいたします。 

 (6)地域支援事業交付金交付事業は、介護

予防や高齢者の権利擁護、介護家族に対する

支援など、市町村が、地域の実情に応じて実

施する取り組みに対して、法に基づき交付金

を交付するものでございます。 

 (8)訪問看護ステーション等立上げ支援事

業は、県内全域で訪問看護サービスを利用で

きるよう、中山間地域などの条件不利地域等

で訪問看護サービスを立ち上げる事業者に対

して助成を行うものでございます。 

 以上、27ページの課計欄にありますとお

り、当課の平成25年度当初予算といたしまし

て、234億1,556万円余をお願いしておりま

す。 

 説明は以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○田端社会福祉課長 社会福祉課でございま

す。 

 資料の28ページをお願いいたします。 

 平成25年度当初予算の内容につきまして、

主なものを御説明いたします。 

 まず、社会福祉総務費でございます。 

 説明欄２の生活福祉資金貸付事業費は、県

社会福祉協議会への助成でございまして、

(1)が貸付事務費、(2)は、各市町村社協に貸

付事務を担当する相談員を配置しております

が、その配置に要する経費を助成するもので

ございます。また、(3)は、生活福祉資金の

滞納債権に係る償還指導を強化するため、納

入督促等に必要な人員配置に要する経費を助

成するものでございます。 

 ３の社会福祉諸費は、社会福祉法人や施設

の指導監査に要する経費でございます。 

 次に、29ページの遺家族等援護費でござい

ます。戦没者の遺族の方々に対する特別弔慰

金などに関する事務、また、中国残留邦人に

対する自立支援や支援給付金の経費を計上い

たしております。 

 次に、30ページをお願いいたします。 

 生活保護総務費でございます。 

 １の(1)の生活保護世帯からの進学応援資

金貸付事業は、新規分と旧年度分からの継続

貸付分と合わせまして、合計45人分の予算を

計上いたしております。 

 (2)のホームレス対策事業は、来年度は、

シェルター事業と巡回等による相談事業を軸

に実施することといたしております。 

 (3)の住宅手当緊急特別措置事業、それか

ら31ページの(5)の緊急雇用創出基金市町村

補助事業は、働く能力や意欲はあるものの、

離職を余儀なくされた方の中で、住宅を失う
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か、失うおそれのある方に対して手当を支給

するものでございます。(3)は県の実施分、

(5)は熊本市を含む各市に助成をするもので

ございます。 

 戻りまして、30ページの(4)の矯正施設等

退所者社会復帰支援事業は、高齢または障害

がある刑務所出所者等に対しまして福祉的な

支援を行います地域生活定着支援センターの

運営に要する経費でございます。 

 次に、31ページの(6)の自立支援プログラ

ム策定実施推進事業につきましては、これま

で就労意欲の喚起や子供の健全育成などの事

業を行ってまいりましたが、来年度は、これ

に加えまして、さまざまな理由から一般就労

が困難な方に対しまして、就労体験やボラン

ティア活動といったいわゆる中間的就労の場

を提供し、その場で活動していただくこと

で、経済的・社会的自立を支援する事業を新

たに実施することといたしております。 

 (8)は新規で、生活困窮者総合相談支援モ

デル事業でございます。現在国で新たな生活

困窮者支援制度の構築に向けた検討が進んで

おりますことを踏まえまして、主に稼働年齢

層を中心とした生活困窮者に対し、総合相談

窓口を設置して、関係機関と連携しながら、

自立に向けた包括的かつ伴走型の支援を行う

もので、社会福祉法人等への委託により実施

することといたしております。 

 次に、32ページ下段の扶助費でございま

す。 

 １の生活保護扶助費でございますが、生活

保護世帯は依然として増加傾向にありますの

で、本年度当初予算比で１億3,000万円余の

増額をお願いいたしております。 

 なお、本年８月には生活保護基準の見直し

等も予定されておりますので、執行状況等を

見きわめながら、必要に応じまして、補正予

算にて対応させていただきたいと考えており

ます。 

 次に、33ページの住宅管理費でございま

す。 

 引揚者援護住宅山の上団地につきまして

は、既に建てかえ及び入居者の移転が完了し

ておりますが、来年度解体予定で、現在営業

中の２つの店舗に対する営業補償及び住宅解

体後の余剰地の管理経費などを計上いたして

おります。 

 以上、社会福祉課は、総額46億7,095万3,0

00円をお願いいたしております。 

 最後に、34ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 生活保護世帯進学応援資金貸付につきまし

ては、在学中継続して貸し付けを行う必要が

ありますので、平成28年度まで債務負担行為

を設定するものでございます。 

 社会福祉課は以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○中園子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 35ページをお願いいたします。 

 右側の説明欄で主なものを御説明いたしま

す。 

 まず、中段１番の発達障害者福祉費です

が、子ども未来課で担当しますのは、発達障

害児早期発見・早期支援事業でございます。

できるだけ早く発見し、支援していくための

体制づくりなどに取り組みます。 

 次に、36ページをお願いします。 

 ２番の(1)多子世帯子育て支援事業は、第

３子以降の３歳未満児の保育料無料化を行う

市町村への助成でございます。本年度から県

内全市町村で取り組んでいただいておりま

す。 

 (2)児童健全育成事業は、市町村が実施す

る放課後児童クラブの各種事業への助成でご

ざいます。来年度は、指導員の研修事業を拡

大したいと考えております。 

 (3)みんなで子育て推進事業は、子育てを

社会全体で支えるための意識啓発などに要す
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る経費でございます。 

 次に、37ページをお願いします。 

 中段１番の児童扶助費は、熊本市以外の民

間保育所運営費の県負担金でございます。 

 次に、下の段２番の(1)病児・病後児保育

総合推進事業は新規になりますが、これまで

の事業運営費に加えまして、施設の設置を進

める市町村への助成を行います。既に市町村

からの要望を調査しておりますので、実態に

応じた事業メニューを用意し、重点的に進め

たいと考えております。 

 (2)特別保育総合推進事業は、延長保育や

休日保育など、地域のニーズに応じて行うさ

まざまな子育て支援を行う市町村への助成で

ございます。 

 次に、38ページをお願いします。 

 (3)家庭的保育推進事業は、待機児童解消

のために23年度から取り組みまして、現在７

カ所で運営されておりますが、来年度は、さ

らに14カ所の新たな設置を見込んでおりま

す。 

 (4)認可外保育施設活用待機児童解消事業

は、昨年の９月補正をお願いして新規に始め

たものですが、認可並みの質が確保された認

可外保育所を活用して、待機児童解消を行う

市町村への助成でございます。 

 次に、３番、児童福祉施設整備費、保育所

等緊急整備事業は、保育所の創設や増改築な

どを行う市町村への助成でございます。 

 次に、39ページをお願いします。 

 ２番、母子衛生費の先天性代謝異常等検査

は、これまで６疾患を見つける検査をしてお

りましたけれども、来年度からは、タンデム

マスという検査法を導入しまして、19疾患の

スクリーニングができるよう拡大したいと考

えております。 

 一番下の５番、(1)不妊対策事業は、不妊

に関する専門相談と医療保険が適用されない

特定不妊治療費の一部を助成するものでござ

います。 

 次に、40ページをお願いします。 

 (2)熊本型早産予防対策事業は、早産を予

防して極低出生体重児を減らすために、産

科、歯科の医療機関と行政が協働して取り組

んでおります。これは、天草や人吉・球磨で

モデル的に実施してまいりましたが、本年度

から熊本型として全県的に拡大しているとこ

ろでございます。 

 (3)ＮＩＣＵ入院児支援事業は、ＮＩＣＵ

に長期入院している子供の在宅移行を支援す

るものです。本年度から熊大病院と熊本市民

病院にコーディネーターの配置を委託して進

めております。 

 ６番の乳幼児医療費は、子供の医療費の自

己負担分を助成する市町村に補助するもので

す。県の補助は、入院、通院ともに４歳未満

を対象としております。 

 以上、子ども未来課は、41ページの一番下

の欄にありますように、総額で107億3,100万

円余をお願いしております。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○山田子ども家庭福祉課長 子ども家庭福祉

課でございます。 

 42ページをお願いいたします。 

 主なものを御説明いたします。 

 中段の(2)ＤＶ対策強化事業は、ＤＶ被害

者を緊急的に一時保護する民間シェルターに

対する助成や、高校生を対象に実施している

ＤＶ未然防止教育の経費でございます。 

 (3)は、女性一時保護所の管理運営費です

が、同伴する子供の保育を行う職員を新たに

配置したいと考えております。 

 43ページをお願いいたします。 

 上段(1)子ども・若者育成支援推進事業

は、ニートやひきこもりといった方への支援

を目的とする事業です。ＮＰＯのネットワー

クづくりや啓発事業の経費となっておりま

す。 

 (2)要保護児童進学応援事業は、児童養護
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施設や里親のもとで養育される児童が大学等

へ進学する際に、生活費を無利子で貸し付け

るものです。７名分をお願いしております。 

 下段の１．児童扶助費の(1)から、ページ

をめくりまして、44ページの(3)までは、保

護を必要とする児童や母子を児童養護施設や

母子生活支援施設へ措置するための費用で

す。 

 ３．児童手当費でございます。児童手当の

県負担分を市町村に交付するものです。子ど

も家庭福祉課の予算の約半分を占めておりま

す。 

 下段の１．(1)のひとり親家庭等応援事業

は、ひとり親家庭の就労を初め生活全般を支

援するものでございます。特に、子供の学習

支援に力を入れております。 

 45ページをお願いいたします。 

 (2)ひとり親家庭等支援事業は、母子家庭

の母親が看護師等の資格を取得するために養

成機関に通う場合に、月10万円を給付する事

業などでございます。 

 中ごろの３．児童扶養手当支給事業費は、

ひとり親家庭に対し、月４万円ほどの児童扶

養手当を支給する事業です。 

 下の４．ひとり親家庭等医療費は、ひとり

親家庭等の医療費の自己負担分を３分の１に

軽減するものです。 

 46ページをお願いいたします。 

 ２の児童相談所費の(4)子ども虐待防止総

合推進事業は、児童虐待の防止や被虐待児へ

の支援のために実施する各種事業でございま

す。 

 (5)の子どもを虐待から守るための緊急対

策事業は、児童相談所に非常勤の職員を配置

する経費でございます。児童虐待の通告があ

った際に、児童の安全を確認する業務などを

行っております。 

 47ページをお願いいたします。 

 (7)の児童家庭支援センターは、ミニ児童

相談所のような機能を果たす事業でして、荒

尾市にございます。そのセンターへの運営委

託費でございます。 

 下段の母子寡婦福祉資金特別会計繰出金

は、母子家庭及び寡婦の経済的自立を図るた

めの貸付制度を実施するために、一般会計か

ら特別会計へ繰り出すものでございます。 

 以上、子ども家庭福祉課の一般会計予算と

して、総額96億6,300万円余をお願いしてお

ります。 

 続きまして、48ページをお願いいたしま

す。 

 母子寡婦福祉資金特別会計でございます。 

 先ほど説明しました一般会計からの繰出金

や貸し付けの償還金を財源に、母子家庭に対

し、各種貸し付けを行うものです。貸し付け

の８割が修学関連の資金となっております。

事務費と合わせ、総額１億4,400万円余をお

願いしております。 

 49ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 ３議案ありますが、これらは、貸し付けが

複数年度にわたる、もしくは県が行う身元保

証が複数年度にわたるため、債務負担行為を

設定するものでございます。 

 以上で子ども家庭福祉課の説明を終わりま

す。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○西岡障がい者支援課長 障がい者支援課で

ございます。 

 50ページをお願いいたします。 

 主なものを御説明いたします。 

 まず、障害者福祉費でございます。129億

4,166万円余を計上しておりますが、前年度

予算との比較では６億384万円余の増となっ

ております。これは、主に障害福祉サービス

費等の扶助費関係の予算が増加したことによ

るものでございます。 

 まず、右欄１、障がい者扶助費ですが、内

容は、医療費助成や障害福祉サービス費等の
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負担に要する経費でございます。計上額は、

各事業におきまして、それぞれ前年度の実績

額や国の概算要求の伸び率等を参考に、所要

額を見込んで計上しております。 

 51ページをお願いいたします。 

 (5)重度障がい児(者)介護者レスパイトケ

ア支援事業ですが、新規事業として404万円

余を計上しております。４カ年戦略におい

て、介護を行う御家族の負担軽減を図ること

としておりますが、その取り組みとして、医

療的ケアが必要な重度障害児(者)を受け入れ

る日中一時支援事業所に対しまして、看護師

等を配置するための経費の一部として、市町

村と協力して助成を行い、その受け入れの充

実、拡大を図るものでございます。 

 続きまして、２．障がい者福祉諸費でござ

います。 

 (3)の障がい者社会参加総合推進事業は、

関係団体と協力し、障害のある方の地域での

自立や社会生活を支援するものですが、来年

度は、特に、盲聾者関係の通訳介助員の養

成、派遣など、意思疎通支援関係の事業につ

いて充実を図ることとしております。 

 52ページをお願いいたします。 

 (7)障害者条例推進事業は、一昨年７月に

制定いたしました障害のある人もない人も共

に生きる熊本づくり条例に基づく相談体制の

整備、運用、個別事案の解決のための調整委

員会の運営、啓発冊子の作成等の経費でござ

います。 

 続きまして、53ページをお願いいたしま

す。 

 新規事業は２本ございます。 

 (11)のグループホーム等移行促進事業は、

事業者が一般住宅等を借り上げ、グループホ

ーム等を運営する場合、その借り上げに伴う

敷金や礼金等の初度経費について助成を行う

ものでございます。 

 (12)障がい者職場実習促進事業は、障害の

ある実習生を受け入れる農業法人等が、受け

入れのために、トイレ等の改修や設備整備等

を行う場合に、その経費について助成をする

ものでございます。 

 54ページをお願いいたします。 

 ７．発達障害者福祉費でございます。 

 (1)発達障がい者支援体制整備事業は、ラ

イフステージに応じた支援体制の整備、充実

を図る事業ですが、来年度は、新たに、医療

体制の一層の充実に向けまして、医療部会を

立ち上げることとしております。 

 (2)の北部発達障がい者支援センター事業

は、大津町において、平成14年から、療育等

の各種相談から就労まで総合的な専門相談機

関として実働しておりますが、予算は、その

運営経費でございます。 

 さらに、(3)南部発達障がい者支援センタ

ー新設事業は、県としては２カ所目の支援セ

ンターを県南地域に設置、運営するための経

費です。職員の研修や立ち上げに係る準備経

費、下半期における活動経費等を計上してお

ります。 

 55ページをお願いいたします。 

 下段の児童措置費ですが、11億2,722万円

余を計上しております。 

 １の障害児施設給付費等支給・障害児施設

措置事業は、障害児施設での給付、措置に係

る費用負担でございます。 

 56ページをお願いいたします。 

 中段の児童福祉施設費ですが、10億2,900

万円余を計上しております。 

 主なものといたしましては、２にあります

宇城市松橋町のこども総合療育センターの運

営経費等でございます。 

 続きまして、57ページをお願いします。 

 精神保健費ですが、２億8,213万円余を計

上しております。 

 １．精神保健費ですが、(1)の精神保健医

療費は、措置入院費の支弁に要する経費で、

(3)の自殺予防普及啓発事業、(4)の市町村等

自殺対策推進事業、めくっていただきまし
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て、次のページ、58ページの(5)自殺予防相

談支援等事業につきましては、いずれも地域

自殺対策緊急強化基金を活用した自殺対策事

業でございます。 

 (7)の新規事業、かかりつけ医等心の健康

対応向上研修事業ですが、うつ病は身体症状

が出ることも多く、最初に内科等を受診する

場合も多いため、かかりつけ医師を対象とし

て、うつ病等の精神疾患に関する知識や診察

技術、精神科との連携方法等について、研修

を行うものでございます。 

 59ページをお願いいたします。 

 下段の県立病院事業会計繰出金でございま

すが、地方公営企業法に基づく繰出金としま

して７億7,953万円余を計上しております。 

 以上、障がい者支援課の平成25年度当初予

算といたしましては、総額の162億5,507万円

余を計上しております。 

 続きまして、60ページをお願いいたしま

す。 

 債務負担行為の設定でございます。 

 先ほど予算関係で御説明いたしました平成

25年度から県南地域に設置する発達障がい者

支援センターについては、平成25年度の半ば

から平成29年度までの５カ年度を委託期間と

する委託契約を結ぶこととしております。こ

のため、来年度、26年度以降の４カ年分の委

託料につきまして債務負担行為の設定をお願

いするものでございます。 

 続きまして、86ページをお願いいたしま

す。 

 条例関係でございます。 

 第63号議案障害者自立支援法等の一部改正

に伴う関係条例の整理に関する条例の制定に

ついてでございます。 

 内容は、89ページの概要で御説明を申し上

げます。 

 89ページの趣旨、内容にございますとお

り、障害者自立支援法の一部改正に伴いまし

て、法律の名称が障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律に改称さ

れまして、その政令、省令についても同様に

名称が改められましたことから、同法律また

は政省令を引用している県関係条例10本につ

いて、条文における法令名等を改めるもので

ございます。 

 施行期日は、法律の施行日と同じ、平成25

年４月１日となります。 

 また、(2)にありますとおり、今回の法改

正で、26年４月１日から共同生活介護が削除

されまして、共同生活援助へ一本化されるこ

とから、共同生活介護について条文で規定し

ている２つの条例については、関係する条項

を削除し、それ以降の条項の番号を繰り上げ

るものでございます。 

 なお、この部分の改正の施行期日は、平成

26年４月１日となります。 

 以上、障がい者支援課でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○三角医療政策課長 医療政策課でございま

す。 

 当初予算、条例等関係資料の61ページをお

願いします。 

 当初予算の内容につきまして、主なものを

御説明いたします。 

 公衆衛生総務費でございます。 

 説明欄をお願いいたします。 

 ２の保健医療推進対策費の(1)上天草総合

病院診療体制整備事業は、天草医療圏におけ

る僻地診療体制の充実を図るため、上天草総

合病院が行います電子カルテシステムの整備

に対し補助を行うものでございます。 

 (3)の小児医療対策事業は、小児救急医療

拠点病院の運営に対する助成等のほかに、新

たに、小児在宅患者の保護者の不安解消のた

め、療養上の相談支援体制の整備に取り組む

ための経費でございます。 

 62ページをお願いいたします。 

 (5)の医師確保総合対策事業は、地域医療
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を担う医師を確保するため、地域に医師を派

遣する寄附講座の設置や医師修学資金貸与事

業など、医療機関や大学、女性医師、研修

医、医学生等を対象に、各種支援事業を実施

するものでございます。 

 (9)の脳卒中等医療推進事業は、熊大病院

に設置しております脳卒中、急性冠症候群寄

附講座に要する経費等でございます。 

 63ページをお願いいたします。 

 (10)のヘリ救急医療搬送体制整備事業は、

ドクターヘリの運営費に対する補助金等でご

ざいます。 

 (12)の重症心身障がい学寄附講座は、熊大

病院に設置します寄附講座に要する経費のほ

か、この寄附講座の研究成果等を踏まえ、新

たに、高度な医療的ケアが必要な重症心身障

がい児の在宅療養支援体制の整備に取り組ん

でいくこととしております。 

 64ページをお願いいたします。 

 (15)の在宅医療連携推進事業は、在宅医療

を担う医療、介護等の多職種による連携体制

の構築や人材育成に要する経費でございま

す。 

 ３．母子医療対策費の(2)地域周産期中核

病院等機能強化事業は、周産期母子センター

や地域の中核的な産科病院が行います周産期

医療の機能強化のための設備整備や理学療法

士、作業療法士など療育専門職員の配置に要

する経費等に対し支援を行うものでございま

す。 

 65ページをお願いいたします。 

 ３段目の医務費でございます。 

 ２のへき地医療対策費の(1)へき地医療施

設運営費補助は、僻地診療所や僻地医療拠点

病院の運営に対する補助及び県の僻地医療支

援機構の運営に要する経費でございます。 

 66ページをお願いいたします。 

 ３．歯科行政費の在宅歯科医療確保対策事

業は、要介護者等の在宅歯科診療を行う歯科

医療機関の設備整備に対する助成、それから

要介護者の摂食嚥下機能を診断できる歯科医

師の育成等に要する経費でございます。 

 下段の保健師等指導管理費でございます。 

 １．看護行政費の(1)看護師養成所等運営

費補助事業は、看護師等養成所に対する運営

費助成でございます。 

 67ページをお願いいたします。 

 ２．看護師等確保対策費の(1)看護職員確

保総合推進事業は、看護職員の確保、県内定

着、質の向上のための対策を総合的に推進し

ていくもので、キャリアアップ支援、魅力あ

る職場づくりの推進、就労支援の充実など、

体系的に取り組むこととしております。具体

的には、看護職員のキャリアアップや病院内

保育所の施設、設備整備等に支援を行うとと

もに、看護師等学校養成所と医療機関等との

情報交換会や看護職員の県内定着のための情

報提供、広報活動の充実などに取り組むこと

としております。 

 以上、医療政策課の平成25年度一般会計予

算は、総額57億2,415万円余をお願いしてお

ります。 

 続きまして、68ページをお願いいたしま

す。 

 債務負担行為の設定につきまして御説明い

たします。 

 医師修学資金貸付でございます。 

 県内の地域医療に従事する医師を確保する

ため、熊本大学医学部の学生に修学資金を貸

し付けるものでございますが、在学期間中貸

し付けを行う必要があることから債務負担行

為の設定をお願いするものでございます。 

 次に、条例議案でございます。 

 90ページをお願いいたします。 

 第64号議案熊本県医師修学資金貸与条例の

一部を改正する条例の制定についてでござい

ます。 

 91ページの概要で御説明を申し上げます。 

 熊本県医師修学資金の対象者の範囲を拡大

するために関係規定を整備するものでござい
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ます。 

 本県では、熊本大学医学部の学生を対象

に、医師免許取得後、知事が指定する県内医

療機関で一定期間就業することを条件に、返

還を免除する医師修学資金制度を設けており

ますが、これまで貸与の対象者を、熊本大学

医学部において医学を履修する課程に在学す

る者で、入学後１年を経過しない者、つまり

１年生に限定しておりました。今回、貸与を

受けることができる者を、医学を履修する課

程に在学する者と改正することにより対象者

を拡大し、医師確保の推進を図るものでござ

います。 

 医療政策課は以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○林田国保・高齢者医療課長 国保・高齢者

医療課でございます。 

 説明資料69ページをお願いいたします。 

 平成25年度当初予算につきまして、主なも

のを御説明させていただきます。 

 まず、国民健康保険指導費でございます。 

 説明欄の３．国民健康保険制度安定化対策

費でございます。 

 ①は、市町村が行う低所得世帯の保険料

(税)軽減等に対し県がその一部を負担するも

の、②は、高額な医療費の支出について、市

町村がお互い負担し合う高額医療費共同事業

への市町村拠出金に対し県がその一部を負担

するもの、③は、市町村国民健康保険の財政

を調整するための交付金でございます。 

 70ページをお願いいたします。 

 公衆衛生総務費でございます。 

 説明欄の１．後期高齢者医療対策費でござ

います。 

 (1)の給付費負担金は、後期高齢者医療広

域連合が行う医療給付に要する費用の一定割

合を負担するもの、(2)の高額医療費負担金

は、高額な医療費の発生による財政リスクを

軽減するための広域連合に対する負担金、

(3)の保険基盤安定負担金は、低所得者等の

保険料を軽減するための市町村に対する負担

金でございます。 

 以上、平成25年度当初予算として450億9,5

79万円余をお願いいたしております。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○佐藤健康づくり推進課長 健康づくり推進

課でございます。 

 説明資料の71ページをお願いいたします。 

 公衆衛生総務費でございますが、右側の説

明欄で中ほどの３番、健康づくり推進費、

(1)の健康食生活・食育推進事業、それから

(2)の健康増進計画推進事業は、それぞれの

計画に基づく食育及び健康づくりの推進に要

する経費でございます。 

 それから、(3)の県民による健康長寿推進

事業は、県民主体の健康づくりや健康長寿の

意識醸成のための普及啓発に要する経費でご

ざいます。 

 次に、72ページ、お願いいたします。 

 (4)の歯科保健推進事業は、県の条例の趣

旨を踏まえて策定した熊本県歯科保健医療計

画に基づく県民の歯の健康づくりの推進に要

する経費でございます。 

 (5)は飛ばしまして、(6)のがん対策推進事

業は、がん診療連携拠点病院が実施する研修

や相談支援機能の強化に対する補助等でござ

います。 

 (7)の特定健康診査等実施事業は、市町村

が実施します特定健診、特定保健指導に対す

る負担金でございます。 

 次に、73ページをお願いいたします。 

 (9)の糖尿病医療スタッフ養成支援事業

は、糖尿病医療スタッフの養成及び保健医療

連携体制の整備に対する助成でございます。 

 飛ばしまして、(12)のがん診療連携拠点病

院等病理診断機能支援事業は、病理専門医及

び細胞検査士の育成並びに遠隔病理診断シス

テムの導入整備に要する経費でございます。 
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 次に、74ページをお願いいたします。 

 (13)のアミロイドーシス診療体制構築事業

は、難病の一つであるアミロイドーシスにつ

いて、人材の育成並びに診療連携体制構築の

ための経費でございます。 

 (14)の「おやつ」で育む食育実践講座事業

は新規事業でございます。放課後児童クラブ

が食育実践講座を実施するために要する経費

でございます。 

 次に、75ページをお願いいたします。 

 ５は飛ばしまして、６の原爆被爆者特別措

置費は、被爆者の方々へ健康管理手当等の支

給を行うものでございます。 

 ７の特定疾患対策費でございます。 

 (1)の特定疾患治療費は、治療費の公費負

担を行うための経費でございます。 

 次に、76ページをお願いいたします。 

 (4)の難病相談・支援センター事業でござ

いますが、難病患者やその御家族等への相談

対応、あるいは就労支援などを行う同センタ

ーの運営委託費でございます。 

 次に、予防費でございますが、これは、ハ

ンセン病対策に係る事業に要する経費でござ

います。 

 以上、健康づくり推進課の平成25年度当初

予算として40億8,043万円余をお願いしてお

ります。 

 次に、資料の92ページをお願いいたしま

す。 

 第87号議案のくまもと21ヘルスプランの策

定について御説明いたします。 

 昨年の12月18日からことしの１月16日まで

のパブリックコメントの期間中に８件の意見

が寄せられました。それらを受けて、若干の

文言を追加いたしました。 

 昨年12月の本委員会においても御説明いた

しましたが、この資料の93ページから98ペー

ジがこのプランの概要版となっております。

それから、99ページから102ページまでが主

要な評価指標でございます。 

 以上でくまもと21ヘルスプランの策定につ

いての説明を終わります。 

 健康づくり推進課、以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願い申し上げま

す。 

 

○今村薬務衛生課長 薬務衛生課でございま

す。 

 説明資料の77ページをお願いいたします。 

 主なものを御説明いたします。 

 まず、公衆衛生総務費で3,180万円余をお

願いしております。 

 説明欄１の保健医療推進対策費ですが、

(1)の移植医療推進普及啓発事業は、熊本赤

十字病院に所属する県臓器移植コーディネー

ターの設置及び県内各病院の院内コーディネ

ーター養成に係る経費でございます。 

 (2)は、移植医療拠点病院であります熊本

大学医学部附属病院における白血球血液型検

査体制等の整備に係る経費の助成でございま

す。 

 (4)は、県薬剤師会天草支部が行います天

草医療圏における医薬品等情報提供体制整備

等に係る経費の助成でございます。 

 次に、78ページをお願いします。 

 生活衛生指導費で2,033万円余をお願いし

ております。 

 説明欄２の生活衛生営業指導費ですが、個

人経営や零細企業が多く、後継者不足が心配

される理容・美容、クリーニング業などの経

営健全化を図るため、生活衛生営業指導セン

ターが行う融資や経営相談などの事業に対し

まして補助を行うものでございます。 

 次に、一番下の欄の薬務費で4,171万円余

をお願いしております。 

 79ページの説明欄２の薬務行政費でござい

ますが、(1)の薬事許認可事業は、薬局の開

設、医薬品や医療機器などの製造、販売に関

する許認可並びに医薬品販売に係る登録販売

者試験に要する経費でございます。 
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 (3)の薬物乱用防止事業は、青少年による

シンナー乱用や大麻の不正使用などの根絶に

向けた啓発活動に要する経費でございます。 

 次に、80ページをお願いします。 

 (7)の在宅療養対策支援事業は、地域単位

で薬局、薬剤師による在宅医療を推進するた

めの研修などを行う県の薬剤師会に対する助

成でございます。 

 大きな３番の献血制度普及費ですが、県民

の皆様、特に若年層に対して献血への御協力

をいただくため、さまざまなキャンペーン活

動及び啓発資材の作成などに要する経費でご

ざいます。 

 以上、薬務衛生課は、総額で１億7,384万

円余をお願いいたしております。 

 御審議のほどよろしくお願いします。 

 

○小早川宗弘委員長 以上で健康福祉部の説

明が終了しましたので、議案について質疑を

受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○前田憲秀委員 説明資料の63ページ、ドク

ターヘリの整備事業についてお尋ねをしたい

んですけれども、前年比でどれぐらいかとい

うことをまずちょっとお聞きしてよろしいで

しょうか。 

 

○三角医療政策課長 前年比でございます

か。 

 

○前田憲秀委員 はい。 

 

○三角医療政策課長 ちょっと前年の数字を

押さえておりませんけれども、前年は委託期

間が若干短うございますので、委託料、来年

度は１年丸々という形になります。この額に

つきましては国のほうで決まっておりますの

で、日数によって変わることは、１年間の変

動は基本的にはございません。 

 それから、昨年度は、これにあわせまし

て、整備費のほうを上乗せしておりますの

で、その分がかかっております。 

 よろしいでしょうか。 

 

○前田憲秀委員 非常に利用頻度もあって、

出動回数も多いと聞いておりますけれども、

それは、ここの予算では影響はないというこ

とでいいんでしょうか。 

 

○三角医療政策課長 額は同じになります。 

 

○前田憲秀委員 そこで影響はないわけです

かね。もっとより頻度が多くなって、出動回

数が多くなったとしても……。 

 

○三角医療政策課長 これは、基地病院のほ

うに補助金を行っておりますので、あと不足

分については、病院のほうで調整するという

ような形になります。 

 

○前田憲秀委員 わかりました。あと１点だ

け、委員長、いいでしょうか。 

 

○小早川宗弘委員長 はい。 

 

○前田憲秀委員 43ページの３の(2)の要保

護児童進学応援事業で、先ほど７名分を予定

しておりますということだったんですけれど

も、これも前年と比べるとどうなのか、ここ

ら辺の傾向性はわかりますか。 

 

○山田子ども家庭福祉課長 前年は、新規に

３名でした。今回の７名の内訳が、新規に３

名と継続が４名、既に学校に行っている方の

継続は４名です。ですから、新規の数で言え

ば、同じ３になります。 

 

○前田憲秀委員 私も、児童養護施設、ボラ

ンティアを通じて何度かお邪魔をしているん
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ですけれども、その希望する生徒、児童とい

う子供さんたちには十分に対応はできている

んでしょうか。７名というのは、ちょっと少

ないような気もするんですけれども、そこら

辺はどんなですか。 

 

○山田子ども家庭福祉課長 残念ながら施設

に入っている方の大学進学率というのは、一

般の方よりもかなり低くなっております。や

はり虐待などを受けて勉強どころではなかっ

たとか、そういう子供も多いので、進学率は

低くなっております。また、大学に行きなが

ら、働きながら自分で自活するということが

ありますので、一般の方が大学へ行くよりも

やはり少しハードルが高いという現状にある

と思います。 

 

○前田憲秀委員 わかりました。ほかの説明

でも一般の子供さん方と差がないような環境

をやっぱり極力つくるというのが前提じゃな

いかなと思います。現場でお聞きしても、今

でもやっぱり７割が被虐待児という話も聞い

ておりますし、そういう意味では非常に心の

ケアも必要な子供さんたちがやっぱりいると

いうことで、いろんなニーズ、望み、夢を聞

いてあげるような環境も含めて、こういった

事業も、しっかり十分確保できるように今後

も取り組んでいただきたいということを要望

させていただきます。 

 以上です。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに。 

 

○鬼海洋一委員 ３点だけ、簡単なことを質

問したいと思います。 

 済みません、医療政策課で、61ページ、

(2)の救急医療施設運営費補助というのがあ

りますが、この救命救急センターの現状とい

いますか、このことについて少し御説明いた

だきたいというふうに思います。救命救急セ

ンターの運営の現状ですね。 

 それから、小児医療対策事業があります

が、この中で、シャープ8000番、もう恐らく

この中に入っているんだろうというふうに思

いますけれども、今、この小児救急医療対策

についての現状、問題点というのを御説明い

ただきたいと思います。 

 それからもう１つ、同じく医療政策課の

(7)に療養病床転換助成事業というのがあり

ます。これは、かつて、平成18年だったでし

ょうか、この長期療養病床の転換について国

の方針が出されまして、最終くくりもあった

わけですけれども、なかなか思うようにいか

ない現状の中での取り組みが続いているとい

うふうに思います。 

 そこで、転換の県下の現状と今後の見通し

といいますか、国も多少その当時の方針とニ

ュアンスが変わってきているというふうに私

自身はそう思っているわけですが、この辺の

現状について御説明いただければというふう

に思います。 

 以上です。 

 

○三角医療政策課長 ３点ほど御質問がござ

いました。 

 まず、救命救急センターの現状でございま

すけれども、県内には、御承知のとおり、３

カ所の救命救急センターがございまして、そ

れぞれ運営をしていただいておるところでご

ざいます。おかげさまをもちまして、県内の

救急３カ所という、県の規模にして、かなり

数が多く指定されておりますので、これに熊

本大学附属病院のほうもございますので、か

なり救急医療体制としては体制が構築されて

いるというふうに考えております。 

 病院自体のやり方が若干違うところござい

ますので、一様に比較することはできません

けれども、お話を伺いましたところ、基本的

には順調に運営がされているというふうには

承知しております。ただ、やはり高齢者の増
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加等によりまして、そういった部分での救急

に回ってくる患者さんが多くなったりとかい

うことで、将来的には楽観できないというよ

うな状況にあるかというふうに思います。あ

わせまして、やはり医師の確保、看護師の確

保等が課題となってくるというふうに承知し

ております。 

 それから、２番目の小児救急関係でござい

ますけれども、これにつきましては、このた

び熊本赤十字病院のほうに小児救命救急セン

ターのほうが開設されましたので、そういっ

た意味で、かなり充実が図られたものという

ふうに認識をしております。ただ、現状とい

たしましては、小児科医の数の確保等が非常

に課題になっておりまして、そういった部分

では、各地域によって差があるというところ

も否めない状況にあるかとは思います。 

 シャープ8000につきましては、大体年間１

万件ぐらいの件数で推移をしておりまして、

大きく変化はございません。２年ほど前の新

型インフルエンザのとき、若干相談件数がふ

えておりますけれども、かなり件数としては

横ばい状況というような状況にございます。

そのおかげさまで、シャープ8000の中で、病

院のほうに行かずに済んでいるという部分が

やはり98％ぐらいあったと覚えておりますけ

れども、かなり効果が出てきているかと思い

ます。ただ、やはり利用が熊本市周辺が中心

となっておりまして、やはり遠隔地の方のほ

うにまだ周知が行き届いていないところがあ

るかというふうに思いますので、私ども、そ

ういったところにつきましては、啓発に取り

組んでまいりたいというふうに考えておりま

す。 

 それから、療養病床の転換につきまして

は、御承知のとおり、療養病床の転換を進め

るということで国のほうは進めておりました

けれども、これが29年度まで延ばすというこ

とで法の改正がなされたところでございま

す。私どものほうで所管しておりますのは、

医療機関が持っております療養病床の介護保

険施設への転換ということでございますの

で、ごく一部に限られますが、私どもが所管

しております部分につきましては、正直なと

ころ、ほとんど転換は進んでいないというの

が現状でございます。これはやはり先行きに

対する不安とか、そういった部分が大きいん

ではないかというふうに承知しております。

転換に対しましては補助制度等がございます

ので、この制度等につきましては、引き続き

周知を図ってまいりたいというふうに考えて

おります。 

 以上でございます。 

 

○鬼海洋一委員 どうもありがとうございま

した。 

 その中で、例えば救命救急センター、これ

は中央救急医療圏の中に全て存在するわけで

すけれども、例えば、宇城あたりは済生会に

今集中しているわけですね。ですから、例え

ば宇城でいいますと、約７割ぐらいが、２次

宇城医療圏のほうから熊本を中心に搬送され

るという状況になっているわけですが、そこ

で、済生会等については、この救急医療セン

ターに指定をされて、それなりに新体制もや

られているわけですけれども、既にかなりの

オーバーワークになっている、これは既に何

回もマスコミあたりでも指摘されているわけ

ですけれども、そういう意味で、救急のあり

ようについても、いま少し考えるべき時期に

来ているのではないかというふうに思ってお

りましたので、その点も要望申し上げなが

ら、実は今この問題に対する取り組みをお願

いしておきたいというふうに思っています。 

 それから、小児救急医療体制のこのシャー

プ8000番が非常に大きな効果を――今、三角

課長お話しありましたように、発揮している

と。松橋あたりからも、やっぱりこのシャー

プ8000番かけるんですね。それで相当助かっ

ている面もありますが、肝心の地域医療セン
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ターが、あそこに今輪番で医療界の皆さん方

がこの小児救急の体制をつくっていただいて

いるわけですけれども、これまた、行った人

間がなかなか診察することができないという

ような、まさにそこに一点集中の状況で、せ

っかくボランティアでやっていただいている

先生方が、心情的にも、苦情を言われて、え

えいくそというふうに、それ、申し上げるか

どうかわかりませんけれども、なかなか厳し

い状況になるということを聞いております。 

 私も何回かここのシャープ8000番の現場も

見ましたけれども、そういうものと相まっ

て、少しここは考えて、もう少し支援をすべ

き時期に来ているのではないかなというふう

にも思っておりますので、その点もこの際お

願いしておきたいと思います。 

 それから、３点目の療養病床転換につい

て、今お話しのとおりだと思います。ずっと

国の方針が出されまして、その努力を求めて

きましたし、そしてまた、療養病床を持って

いるところも、そういう認識に基づいて取り

組みをやらないかぬというそんな思いできて

おられるというふうに思うんですが、国の方

向が少し転換をしてきたというふうに思いま

す。 

 しかし、これは、例えば、今度の報告事

項、６次の方針が決まるわけですけれども、

その中での２次医療圏の整備ということでい

いますと、例えば、病診連携、あるいは救急

の体制を持っている病院と、そういう療養病

床を持っているところの連携といいますか、

病病連携ですよね。そういうものを将来的に

一つの２次医療圏での体制づくりを進めてい

く上では、この長期療養病床が存在する病院

が将来的にはどうなっていくのかということ

とまことに一体となって考えていかなきゃな

らない重要な問題だというふうに思っていま

す。 

 ですから、この長期療養病床の転換病床の

方向性というものも、ぴしっと、ある意味で

は、国との連携の中で方針を固めるというこ

とが非常に、地域の中における我々の思いと

すれば、不可欠の課題だというふうに思って

おりますので、その点もこの際お願いしてお

きたいというふうに思います。 

 以上です。 

 

○三角医療政策課長 先の前田先生の御質問

に、ちょっと済みません、訂正させていただ

いてよろしいでしょうか。 

 

○小早川宗弘委員長 はい、補足ですか。 

 

○三角医療政策課長 先ほど私ちょっと昨年

とは期間が違うと申しましたけれども、本年

度は、もう１年間丸々ですので、24と25は、

１年間ということで同じ額を補助しておりま

す。済みません、失礼いたしました。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに。 

 

○藤川隆夫委員 健康危機管理課なんですけ

れども、前から言っているんですが、インフ

ルエンザの薬の備蓄、これは、先ほどの話だ

と、期限切れの分を今回もう一回備蓄し直す

という話だろうと思うんですけれども、前か

ら言っていたのは、期限切れになる前に医療

機関に放出したらどうかという話を大分前に

して、国にも恐らく話は上がっているんだけ

れども、結局恐らくそういう状況になってい

ないんだと思うんです。恐らく製薬メーカー

と国との契約の話だろうと思うんですけれど

も、そういう流れの中で今回備蓄し直される

わけなんだけれども、大体どれぐらいの分を

備蓄されるのかというのが１点と、もう一点

が、今抗インフルエンザ薬に関しましてはい

ろんなタイプが出ています。今回備蓄するの

は、どのタイプを備蓄するのかというのを検

討した上で、またどういう形のタイプを備蓄

されるのか、ちょっと教えてください。 

 - 22 -



第９回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成25年３月15日) 

 

○一健康危機管理課長 健康危機管理課でご

ざいます。 

 新型インフルエンザの薬、更新の話でござ

いますが、現在、県は、タミフルとリレン

ザ、２種類備蓄しておりますが、今回期限切

れになりますのは、平成18年度に購入いたし

ましたタミフルの分でございまして、当時、

18年度は７万7,000人分ということでありま

す。これが、ことしの秋には有効期限が切れ

るということで、有効期限に合わせてという

ことで考えております。 

 国に対して有効活用はということですが、

現在は、これは更新で産業廃棄物として、期

限切れしたら……。 

 

○藤川隆夫委員 結局、だから無駄金でしょ

う、前買ったのが。簡単に言ってしまうと。 

 

○一健康危機管理課長 ７年間の有効期間の

間は危機管理という位置づけでは存在してお

りましたと、ありましたと、備蓄しておりま

したという御説明しかできないと思います。 

 

○藤川隆夫委員 産廃の費用はどれぐらいか

かりますか、それじゃあ、処分するのに。 

 

○一健康危機管理課長 15～16万だったと思

います。済みません、ちょっと……。 

 

○藤川隆夫委員 いいです、いいです、それ

は。結構です。 

 で、どういうタイプを備蓄されるのか、教

えてください。 

 

○一健康危機管理課長 今回は、前回、タミ

フルだったもんですから、今回もタミフルと

いうふうには考えています。タミフルは錠剤

で、リレンザが……。 

 

○藤川隆夫委員 もっと違ったやつも出てき

ているから、逆に言うと、今回備蓄するとき

にどのタイプが一番長持ちするのかまで全部

調べて、別にタミフルにこだわる必要はない

と思うとですよ。一番有効で期間が長くて、

なおかつ備蓄するのにしやすいものに変えた

っていいわけなんですよ。だから、それが、

タミフル７万7,000人分が、いわば期限が切

れるからまた同じものをという話じゃなく

て、県のほうでどれが一番備蓄しやすいの

か、そこも含めて、価格も含めて本当は検討

してから備蓄すべきだと思っている。だか

ら、切れたからそのまま同じものを備蓄しま

すという話だと、まあ、ちょっと不満が私あ

りますけれども、ただ、それはそれで構わな

いんですけれども……。 

 

○一健康危機管理課長 今後具体的に検討に

入っていきますので、先生のアドバイスは十

分検討させていただきたいと思います。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに。 

 

○西岡勝成委員 これは、健康福祉政策課、

健康づくり推進課両方関係しますけれども、

この前、私――毎年、何十年と天草地域の保

健医療協議会に出席をするんですけれども、

そこで感じることが、長年行っとって、非常

に会議そのものが形骸化して、マンネリ化し

ているような感じがしてならない。 

 それが、一番のあれは目標がないんじゃな

いかと思うんですね。それぞれの医療圏の中

で、データ的に、例えば、疾病が、どういう

疾病があったり、健康寿命がどのぐらいであ

ったりというデータが医療圏ごとに分析され

ていないんじゃないかと。 

 この前もちょっとそれを聞いたんですけれ

ども、なかなか返事をもらえなかったんです

が、何かの目標をつくって切磋琢磨して、お

互いの医療圏同士で、健康づくり推進にして
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も、そういうことをやらないと、何かそれぞ

れ、看護連盟の方がお見えになったり、医師

会の方、歯科医師会の方、婦人会、老人会そ

れぞれの方々がお見えになっているけれど

も、何かただ会議をしとって、こういう事業

やります、御承認いただきますような形で、

意見もあんまり出ないんですよね、会議に行

っとって。 

 そこに何か、例えば天草は、塩分が多分多

いので、どういう病気が多いとか、そこで、

こういう食改善をするとか、そういう何かお

互いの一つの地域ごとの目標があって初めて

この健康づくり――今度新しくつくりますけ

れども、そういう目標に向かって、その地域

が、医者も婦人会も、食育も含めて一体とな

ってやるような体制ができていって――長野

県が長寿日本一になりました。あそこもＰＰ

Ｋの何かそういう、ピンピンコロリ条例じゃ

ないけれども、そういうのをつくって、目標

に向かってやって達成をされたと思うんです

けれども、そこまでどうも会議を見とって

も、せっかくこの地域医療計画もこれから５

年間のやつをつくる、それと、くまもとヘル

スプランも新しくつくる、その中でどうも何

か盛り上がらないというか、健康寿命が中位

になる、平均寿命は４位にありますけれど

も、そういう中での何か健康寿命をつくって

いくんだという、延ばすんだというような雰

囲気がどうも出てこないんですけれども、そ

の辺はどうですかね。 

 

○吉田健康福祉政策課長 ただいま、県の保

健医療計画、特に地域計画についての御意見

をいただきました。具体的には、天草の地域

保健医療計画を検討します地域保健医療推進

協議会の会議のお話だと思います。 

 １点目の運営、特にマンネリ化しているん

ではないかというお話がございました。県下

の11の地域で、こうした計画をつくりなが

ら、協議会において主体的に策定していただ

くように今お願いしております。 

 ６次計画につきまして、ことしは、いずれ

の地域でも地域の協議会を２回、それからそ

の下に検討部会を２回開催しているというふ

うに把握しております。天草地域につきまし

ても、そうした部会での議論を経ながら、協

議会であります地域の協議会のほうで御意見

をいただいたというようなことでございま

す。 

 実は、この地域協議会につきましては、恐

らく、各地域、25名から30名程度、各代表の

方が参加されているということで、１つは、

非常に参加の委員さんの人数が多いというの

がございます。それから、また、保健医療計

画分野が、保健から、医療から、場合によっ

ては福祉からということで、分野が大変広う

ございます。そうしたことで、限られた時間

の中で、なかなか詳細な議論ができにくいと

いう状況にはございます。 

 実は、２年ほど前にも同じような、ある地

域で御指摘、会議の活発な運営について御指

摘を受けておりまして、本庁としましても、

会議資料を工夫したり、あるいは説明の仕方

を工夫したりということでお願いはしており

ますが、今回またそうした御指導いただきま

したので、今後、まだ鹿本、阿蘇地域、３月

末にこれから開催予定しておりますので、い

ま一度会議の運営状況を把握した上で、来年

度から、できるだけ活発な議論がなされるよ

うな形での展開というのを考えてみたいと思

います。 

 それからもう一点は、その地域の保健医療

計画で、ある程度、今理念的な基本目標を示

しておりますが、少し具体的な目標を示した

上で、地域の方がそれに向かって一丸となっ

て取り組んでいくべきではないかというよう

なお話がございました。 

 これは健康増進計画にもかかわると思いま

すけれども、増進計画の中では、壮年期の死

亡の減少ですとか、健康寿命の延伸ですと

 - 24 -



第９回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成25年３月15日) 

か、生活の質の向上ですとか、そうした目標

は掲げてございます。ただ、計画全体の目標

として、例えば健康寿命を10年で１歳延ばす

とか、そうしたことは、なかなか目標には掲

げにくいのかなというふうに思っておりま

す。どういった取り組みをしていけば、どの

くらいの数字が上がるのかというのがなかな

か把握が難しゅうございますので、現状で

は、地域計画においても、ある程度理念的な

目標になっております。 

 ただ、計画の現状、進捗を示す指標として

は、先ほど申しましたような、いろんな統計

資料含めて掲げておりますので、毎年、こう

した数字の推移を見ながら、計画全体の目標

に、実現に向けて取り組んでいくという形で

現在は進めてございます。 

 御意見踏まえまして、また検討はさせてい

ただきたいというふうには思っております。 

 

○西岡勝成委員 地域医療圏ごとにデータを

出すというのは非常に大変な部分もあると思

いますけれども、今の時代ですから、そんな

難しい問題じゃないと思うんですね。やっぱ

りそういうものを掲げて、例えば、阿蘇地域

と天草との特性、比較をしながら、どの辺を

改善したら健康寿命を延ばすことができるの

かとか、そういう工夫をしたら会議も少々盛

り上がると思うんですね。ただ、福祉から、

医療から、全部の分野、ばあっと説明して、

こういう計画でやりますというと何か統一性

がないんですよね、何か形骸化している、ま

さしくそういう感じがしておるもんですか

ら、ぜひその辺はもうちょっとみんなで一つ

の目標を設定して、それに向かうような体制

づくりをぜひ――健康づくりも、せっかくヘ

ルスプランつくっていくわけですから、その

中でそういうものを達成していただきたい。 

 

○佐藤健康づくり推進課長 今先生から御指

摘があった保健所での保健医療推進協議会、

私も保健所におりましたときに、先生がおっ

しゃったように、担当は全てを説明しようと

していて、説明時間が長くなり過ぎてよく御

理解いただけなかったということがあるの

で、自分たちのところでは、もう非常に説明

を絞って、例えば、新型インフルエンザが心

配されるころだったんですから、そこに絞る

とか、食の安全がすごく話題に上っていた時

期だから、そこを絞るとか、あと、地域福祉

が少し注目されていたので、その辺を言っ

て、もう全部はいいから、それに対して出席

の方から御意見いただくというふうにして、

少しだけ、活性化まで行ったかどうかわかり

ませんが、そういう工夫をしておりました。 

 そういう御意見は、私は保健所長会のほう

にも出ますので、そういう情報を伝えて、そ

れぞれで工夫をしていただくようにちょっと

お願いしてみます。 

 それと、保健所ごとの、圏域ごとにつきま

しては、今年度は、ことし５月に糖尿病の全

国学会が熊本でありますので、そのための準

備として、各２次医療圏ごとに、保健所を中

心にして糖尿病のセミナーをやりました。そ

れと、あと、子供たちのフッ化物洗口につい

ても、各圏域で、今、競争じゃありませんけ

れども、それぞれに取り組んでおります。来

年度は、がん検診の受診率向上とか精度管理

で、また各２次医療圏ごとにいろんな取り組

みをしていきたいと考えております。 

 以上です。 

 

○西岡勝成委員 口腔ケア、老人施設あたり

でやって、これ、予算もありますけど、今ど

のぐらいの老人施設でそういう口腔ケアのあ

れをされているんですか。 

 

○佐藤健康づくり推進課長 今年度の県の事

業で、実施は５圏域でやりました。圏域ごと

に施設で、老健と特養での実施率がちょっと

低いところから５カ所を選んで、そこにお願
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いしてやっていただきました。 

 25年度は、それをもう全部10カ所の圏域で

モデル事業としてやるということにしており

ます。今年度は、やってどういう効果が出た

かというのを数値で評価するようなこともし

ていまして、それをもとに、各圏域で、やれ

ばこれだけ成果がありますよということを広

めて、実施する施設がふえていくようにした

いと考えております。 

 あと、施設の担当者向けの研修会は10圏域

全部やりまして、これも、25年度も同じよう

に継続いたします。 

 

○西岡勝成委員 歯科医、結構たくさんいら

っしゃいますよね、各地区に。その人たち、

先生方との連携をしながら、ぜひこの運動は

進めていただきたいと。条例もつくってある

ことだしですね。 

 

○佐藤健康づくり推進課長 わかりました。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに。 

 

○鬼海洋一委員 今の西岡先生の意見、ちょ

っと関係することで、宇城はそうにゃよかっ

たんですよね。何回も形骸化の問題について

は、この委員会でも、本会議の中でも指摘し

てきた経過がありましたが、宇城で、この協

議会の内容というのは非常によかったという

ふうに思っています。 

 特に、ことしは、たしか５次まではあんま

りそういう議論なかったんですよね、地域の

中では。地域の体制強化どうするかという、

今回は２回にわたってそういう議論が行われ

ました。かなり詳細な地域全体の内容につい

ても報告をいただきましたし、それから、特

に、医師会の皆さん方の発言が極めて多かっ

たというふうに思っています。 

 それは何かというと、やっぱり今、宇城と

いうこの２次医療圏の中で何が問題かという

ことを、まず最初に議論をしながら、特に宇

城の場合には、救急医療体制の、つまり急性

期がどうしていくかという体制整備をしなき

ゃいかぬ、あるいは今後の在宅医療を中心と

する地域の体制をどうするかと、その統一テ

ーマに基づいた議論ができたんではないかと

いうふうに思っていまして、ぜひ、宇城保健

所を中心とする、その議論の誘導については

褒めてやっていただきたいというふうに思っ

ていますが、そういうぐあいに非常にその存

在そのものがいい状況を展開いたしましたの

で、ちょっとよかほうも言うとかないかぬと

思いましたから報告をさせていただきまし

た。 

 

○小早川宗弘委員長 次に、どなたかいらっ

しゃいますか。 

 

○松岡徹委員 最初に、委員会の審議のあり

方について、委員長に１つお願いをしたいと

思います。 

 熊本県議会の委員会条例の「(委員の発言)

13条では、委員は、議題について自由に質疑

し及び意見を述べることができる。」と、こ

ういうふうになっております。 

 全国的な議会運営の解釈や見解をまとめた

議長会の本があるんですけれども、それによ

ると、この関係では、委員会の審議は、質疑

は、本会議における質疑のように、同一議題

について３回とか、そういう規制はないの

で、納得がいくまで何回でも質疑できるし、

また自己の意見を述べることもできると、こ

ういうふうになっとるんですね。 

 だから、執行部の説明がある、それに対す

る質疑をする、同時に、議員の意見を述べる

と、そうしてこそ二元代表制の地方政治にお

ける議会のチェック機能とか、批判・監督機

能が発揮できるわけで、地方政治の健全な発

展のための不可欠の要素だと思うんですね。 

 当委員会の場合は、健康福祉と環境がある
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から、少なくとも２日はやっぱり――１日ず

つきっちり質疑もするし、意見も述べるとい

うような保障が必要だと思います。 

 ところが、今回はきょうだけと。聞いてみ

ると、18日、２日目となっている日に、政務

活動費の説明会が11時に入っていたり、特特

の委員会が入っているとかと聞きますけれど

も、これは委員長の責任じゃありませんが、

私は、やっぱり議会の運営のあり方としてお

かしいと。しかるべき時期に、議長と議運委

員長に、今回の措置についてはきちっと申し

入れをしたいと思っていますけれども、少な

くとも当委員会の審議は、小早川委員長のも

とで、あんまり時間をせっつかず、しっかり

質疑もするし議論もすると、そういう県議会

委員会条例に沿って私も準備をしております

ので、幾つか質疑をさせていただきたいと思

いますが、よろしいですかね。 

 

○小早川宗弘委員長 はい。 

 

○松岡徹委員 最初に、19ページ。25ページ

もかかわるかと思いますが、介護保険関係で

すね。２回ほど改正介護保険法に基づいて去

年４月から実施されたと。その影響につい

て、私は、ある程度まとまった調査報告を示

して、県としても実態を把握すべきじゃない

かというふうに今お願いしてきたんですけれ

ども、その辺について現状はどうなっている

でしょうか。 

 

○中島高齢者支援課長 高齢者支援課でござ

います。 

 平成23年度に介護保険法が改正されまし

て、24年度、24年４月に介護報酬関係の改定

も行われたということで、いろんな項目が改

正されたということで、その影響等の調査を

したらどうかという御意見を前々からいただ

いているところでございます。 

 その項目の、例えば、１つとしまして、介

護保険の訪問介護の、例えば生活援助の時間

区分の見直しの影響が大きいんではないかと

か、いろいろ御意見をいただいているところ

でございます。松岡委員のほうから御意見い

ただいているところでございます。ただ、松

岡委員のほうから紹介されました団体の調査

結果あたり見ますと、確かに、この生活援助

の問題で非常にサービスが低下したとかいう

御意見をいただいているアンケート調査結果

もいただきました。 

 しかしながら、本県の介護保険の事業の推

進でありますとかを協議していただいており

ます社会福祉審議会の介護保険関係の部会に

おける御意見、ことし、年明けてから推進部

会を開催しました。それには、介護保険の施

設の代表者でありますとか、各種職能団体の

代表者でありますとか、例えばヘルパー協議

会の会長さんとか、いろんな方々に御出席い

ただきまして、今般の改正等を受けた後、24

年度に至って、９カ月経過した時点でござい

ましたけれども、その辺の課題、問題点につ

いて議題にいたしました。そういう中で、幾

つか当然御意見等出ておりますけれども、直

ちに何らかを調査して、国に改正を直ちに出

すような状況の項目についてはなかったと把

握しているところでございます。 

 この生活援助の問題あたりにつきまして

も、委員のほうの御紹介の団体の調査結果

と、我々が、いろんなケアマネジャーの団体

でありますとか、ホームヘルパーの協議会の

団体の方から聞く話とがどうも実態把握にお

いて差があったりしておりまして、その辺も

ありますので、今後とも、その辺の状況把握

に努めながら、改正すべき内容があるのか、

見直す内容があるのか、その辺の状況を把握

していきたいと思っております。 

 

○松岡徹委員 私は、いろんな団体の代表と

か、そういうところから聞くだけじゃなく

て、私が言っているのは介護の現場、ですか
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ら、利用者であったり、事業所であったり、

ヘルパーさんであったり、そういう現場の実

態を県としてつかむべきじゃないかと。私の

見解を押しつけるつもりはないんですよ。正

確に実態をつかむべきじゃないかということ

を言っているんですよ。 

 例えば、この前は、熊本県内のある団体の

アンケート調査を紹介しましたけれども、全

国的な調査の事例を幾つか調べてみますと、

中央社会保障推進協議会という団体が、889

介護事業所、利用者は５万1,030人、これを

対象にしたアンケート調査で、生活援助の時

間短縮で削られたサービスはどういうところ

かというと、コミュニケーション、対話です

ね、ヘルパーさんと利用者の。それが70％、

掃除が46％、調理が23％、買い物が21％と

か、洗濯が14％とか出ているんですね。これ

は889事業所。 

 別な全国的な医療団体のアンケート調査で

は、983事業所、これでいくと、事業所の収

益が減ったというのが31.3％で、規模によっ

て大分違うんだなと僕もわかったんですけれ

ども、100人以上のところは50％、50人から9

9人が41.8％、26人から50人が35.3％という

ふうに収益が減ったというのを書いている、

集約がされているわけ。生活援助見直しでの

支障も出ていますけれども、大体似たような

あれが出ているわけですよ。 

 ですから、こういうのは、僕はかなり詳細

なデータが基礎にあって、そしてこういうの

がまとめられているわけで、こんなのが何か

架空のものとか、でっち上げとは思わないん

ですよ。やっぱり一つの事実の反映ではない

かなと。 

 ところが、あなたは、終始、いや、そうい

うのはあんまりいませんという、そこに、本

当に高齢者の介護という、ある意味では命に

かかわるような、非常に大事な部門の仕事と

して非常に不安を感じるし、いいのかなとい

う気がするんですよ。 

 ですから、これは、部長はもう今度おやめ

になるんかな、けれども、もう３回目だけ

ん、部長のちょっと見解もね――私が言わん

とすることはわかるでしょう。特定の見解を

言っているわけじゃないんですよ。どうです

か、その辺は。 

 

○林田健康福祉部長 中島課長も、決して先

生の御意見、あるいは高齢者の方々を軽んじ

ているとか、もちろんそういうことは全くご

ざいませんで、いろんな機会に、さっき申し

上げたような団体の方々からもお伺いをして

みるし、社会福祉審議会の部会の中でもお伺

いをしたりとか、いろんなことをやってきて

おります。そしてまた、いろんな御意見があ

るのもそれは事実だと思いますので、決して

何かを排除する姿勢で聞かないとか、私たち

全てそういうことは思っておりませんので、

そして、これはいつまでにどうしないといけ

ないということもありませんので、次の改正

なり、制度の改正なり、報酬の見直しなり、

そういう時期に合わせて、ほかのことも含め

まして、言うべきことがないかどうか、これ

は熊本県だけで言っていくという方法と、九

州各県とか、あるいは知事会とか、いろんな

方法がありますので、全体を考えながら、こ

れは言うべきだとか、そういう点が明確にな

った時点ではっきりした整理をつけたいと思

います。決して最初から何かを排除しようと

いうふうなことはございませんので、それは

もう全て私たちそういう気持ちでやっていき

ますので、よろしくお願いしたいと思いま

す。 

 

○松岡徹委員 だから、私が言っているの

は、団体の代表から聞いたらこうだったとい

う、そういうレベルではどうかと。以前もち

ょっと言ったかと思うけれども、障害者自立

支援法が施行されたとき、当時の熊本県は、

障害者の本人、家族、あるいは施設、そうい
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うのを全県的な、全面的な実態調査をして、

そしてきちっとした文書にまとめて国に意見

を上げたんですよね。一番肝心な応益負担の

見直しというところまでは踏み込まなかった

けれども、それ以外のかなりの、負担増とか

何かについての軽減を求めることとか、やっ

ぱり生の実態調査に基づいて国に上げたんで

すよ。それは熊本県だけ、その当時は熊本県

が一番早かったと思うんですけれども、私

は、この問題では何回も厚生労働省に行っ

て、やいやでこう言ったり、交渉をしたりし

たんですけれども、各地からも来ているとい

うことで、かなり応益化そのものにはいかな

かったけれども、その後、障害者自立支援法

に基づく中身も負担軽減措置なんかとられた

んですよね。 

 ですから、これはまた新たな介護保険の改

正が次にあるわけですよ。これ自体また非常

に重大な中身があると思います。それはきょ

うは言いませんけれども、そのこともあるか

ら、今の時点でやるべき調査をやって、きち

っと県としての整理をしておく必要があるん

じゃないかということを述べていきたいと思

います。 

 

○林田健康福祉部長 いろんな事業者、現場

のアンケートをするかとかどうかとか、そう

いったことはわかりませんけれども、現場の

事業者の方々お集まりいただいて、いろんな

説明をしたりする機会がありますので、そう

いったこともテーマとしながら、現場の声と

して、お伺いをしてみたいというふうに思い

ます。 

 何かあれば、さっき申し上げましたよう

に、ほかのことも含めまして、制度の改正な

り、介護報酬の改正なり、そういったところ

に合わせて、県としては、何か言うべきこと

があれば言っていくという姿勢で進んでいき

たいというふうに思います。 

 

○松岡徹委員 まだ大分ありますけん、昼飯

にしますか。 

 

○小早川宗弘委員長 どうぞ、いいです。 

 

○松岡徹委員 よかですか。 

 

○小早川宗弘委員長 はい。 

 

○松岡徹委員 そしたら、32ページ、生活保

護関係で、さっき課長の説明でもあったよう

に、８月に見直しもあるというようなことな

んだけど、１つは、社会保障審議会の生活困

窮者支援特別部会の報告といいますか、これ

で就労が強調されておりますたいね。低額で

もとにかく一旦は就労を勧めるというかな、

これは、審議会の部会の委員の発言でも、生

活保護制度を利用させない運用という点で危

惧するという意見も出ているぐらいで、就労

を求めるというのは非常に微妙な難しい問題

があって、下手すると、例えば、昨年札幌市

の姉妹のいわば餓死事件がありましたけれど

も、あのときなんか、僕は詳しくいろいろ関

係のを調べてみたら、３回福祉の窓口に行か

れたけど、とにかく懸命に就職活動をしなさ

いということで、ずっと保護を受けられなく

て、結局は、預金通帳にはわずか３円しか残

っていない中で、ああいう悲惨な事件になっ

ているわけですね。 

 幾つかありますけど、まず、この就労を勧

めるというのは、これは一般的にはもちろん

当然就労できる人はそういうふうに持ってい

く必要があるけれども、窓口の対応というの

は非常に難しい点があるんじゃないかと思い

ますが、そこら辺はどんなふうに考えます

か。 

 

○田端社会福祉課長 生活保護制度の改正に

つきましては、生活保護世帯がリーマン・シ

ョック以降急増しておると。その中で稼働年
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齢層を含むその他の世帯が特に大きく伸びて

いると、そういう実態がございます。そうい

ったことを受けて、今委員からお話がありま

した制度の見直しの中で就労支援を強化して

いこうということが、今回制度見直しの中で

出てきております。 

 制度見直しの中の就労支援は、あくまでも

稼働が可能な方に対してしっかりと就労を支

援していこうというのが趣旨になっていま

す。特に、生活保護開始段階からしっかり集

中的に支援をしていこうというのが今回の改

正の趣旨になっているようでございます。 

 あわせまして、就労支援を強化するだけで

はなくて、インセンティブについても強化を

しようということになっていまして、勤労控

除について、以前から我々のほうからも国に

この辺はちょっと見直してくださいというお

願いをしておりましたけれども、収入がふえ

るに従って控除率がだんだんだんだん低減し

ていくというふうになっています。ですか

ら、20万の収入があっても手元に残る金額は

そんなに変わらないという実態がございます

ので、その辺の見直しをお願いしますという

ことは熊本県からも申し上げておりました。

その点の見直しも今回されるようになってお

ります。 

 そういったことで、就労支援を強化しなが

らも、片やインセンティブのほうについても

しっかり強化しようというのが今回の法改正

の趣旨というふうに私どもは理解をいたして

おります。 

 先生のほうから御指摘があります窓口での

対応につきましても、以前から水際作戦とマ

スコミでは言われておりますけれども、相談

に来られた方に、しっかり就労できる能力を

活用してないじゃないですかとか、あるいは

扶養義務者からの支援がないといけませんよ

とか、そういった本来前提とならないような

ことを相手に申し上げて保護を適用しないと

いうことは、現在では決して行わないように

国から通知も出ておりますし、私どものほう

の生活保護の監査、各福祉事務所を監査して

おりますけれども、その点はイの一番に今チ

ェックをしているところでございます。 

 したがいまして、仮に稼働能力のある方で

も現に就労されていない方で、地方によって

有効求人倍率がかなり低いところもあります

ので、探す気はあるけれども、現実としてな

かなかないんだという方もいらっしゃいま

す。そういった方々については、急迫の場合

にはきちんと保護を適用するということにな

っておりますので、就労できる能力を活用し

ていないから保護は認めませんということの

取り扱いは、現在はしないということになっ

ております。 

 

○松岡徹委員 この点は僕も厚労省で大分や

ったんだけど、今の厚労省の見解は、申請書

をまず渡すというか、窓口で、いわゆるいろ

いろ条件つけて申請書を渡さないようなこと

にならないように、もしそういう事例があっ

たらすぐ言ってください、すぐ指導しますと

いうのが今の厚労省の立場ですよ。 

 これは、さかのぼると歴史があって、1981

年に、御承知だと思いますけれども、123号

通知というのが出ているんですよね。これ

は、要するにどういうことかというと、徹底

していろいろ調べなさいと、そしていろいろ

受け付けるときに、こうしなさい、ああしな

さいということで、いわばこれが水際作戦の

ルーツなんです、123号通知というのが。 

 当時は、ちょうど、思い出すんだけど、今

みたいにやっぱり生活保護の不正受給とかと

いうのが、マスコミががんがんがんがんやっ

て、国の政策としては、中曽根時代の臨調・

行革が始まった時代、いわゆる行政改革が始

まった時代で、それとセットで123号通知が

出て水際作戦と。その流れが、北九州の谷市

長が数値目標をもって――結果として、おに

ぎりが食べたいということで餓死者が出ると
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いう、ああいうことになっているわけね。そ

ういうのを踏まえて、さっき言ったように、

厚労省も、いわば水際作戦は絶対やらない

と、窓口で申請書をきちっと渡すというのが

大前提だというふうになっているわけです

ね。 

 ただ、この就労は、いわばあなたが言った

就労の必要性とかいうのは私もわかるんです

よ。だから、そこら辺のところの運用が一つ

間違うと、123号通知のいわば歴史をまた繰

り返すということになりかねないもんだか

ら、しっかり、あなたも今度おやめになるそ

うだけど、はなむけとして後進に引き継いで

いってほしいと。 

 あと２点ありますので、また。 

 社会保障、この同じ審議会の生活保護基準

部会というのがありますね。これは、保護基

準を、低い所得の人の消費と比べて生活保護

受給者が高いということで、引き下げましょ

うという、一言で言うならばね。この中で、

夫婦と子供２人の人でいくと、月額２万6,30

0円減額になるというか、子供が多い人ほど

減額幅が多いというか、そういうことになる

んでしょう。これは、僕は本当に、いわゆる

県議会で問題になっている貧困の連鎖を広げ

る危険があると思うんですよ。こういう問題

は本当に熊本県としてどうするのか、これで

いいのかという問題、あなたがこうしますと

はなかなか言いにくいかもしれぬけどね。そ

れから、物価の下落との関係で、いわばそれ

もまた今後８月の見直しのときなんかは入っ

てくるというふうに聞いているけれども、そ

ういうような点なんかについても、どこまで

言えるかわからないけれども、ちょっとあな

たの見解を伺っておきたいと思いますけど。 

 

○田端社会福祉課長 生活保護基準の見直し

につきましては、５年に１度見直すというこ

とになっておりまして、平成25年度がちょう

ど見直しの年に当たります。それに向けまし

て、一昨年度あたりから専門部会を設けて検

討がなされております。その検証結果が１月

末に出ておりますけれども、年齢、それから

世帯人員、地域差ごとに制度のゆがみがある

というような検証結果になっております。 

 具体的にいいますと、年齢でいいますと、

高齢者よりも若い人のほうが一般低所得者と

比べた場合に基準額が高目になっている、そ

れから世帯人員でいいますと、単身世帯より

も多人数世帯のほうが有利な制度になってい

る、それと、地域差でいいますと、地方より

も都市部のほうが高目と、そういう検証結果

が出ているということでございます。その体

系、級地のゆがみの調整を今回行うというの

が１つございます。 

 それと、もう一つが、今委員のほうからお

話がありましたように、物価の変動があって

おりますので、その分を調整するということ

でございます。前回の見直しが平成20年度で

ございますので、平成20年度から直近の物価

の物価指数の変動を見てみますと、4.78％下

落をしているということのようでございま

す。そのデフレ分を今回あわせて調整をする

ということになっております。 

 それで、今委員からお話がありましたよう

に、多人数というか、多子世帯に影響幅が大

きい、特に都市部の多子世帯には恐らく一番

影響が大きいんじゃないかなというふうに思

っております。 

 物価下落を基準に反映させることについて

どうかということについては、なかなか私ど

ものほうからは意見はなかなか言えないとこ

ろでありますが、私どもとしましては、今回

の基準改定については、各保護受給中の方々

にしっかりと説明をしていくというのがまず

我々の一番の仕事だというふうに思っており

ます。 

 あわせまして、多子世帯の方々に対しての

支援ということで、子供の健全育成支援事業

というのを今やっております。これは、生活
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保護を受けている世帯の子供さんで、中学校

３年生を中心にということでございますけれ

ども、熊本県は、中学校３年生だけではなく

て、小学生まで幅を広げて学習支援を今行っ

ております。小さいときから、小学生の段階

から学習習慣を身につけていただく、あわせ

て日常生活の習慣もきちんとつけていただい

て、中学校３年生については、きちんと受験

に合格していただくように、高校に進学して

いただいて、そういうことをしっかり支援す

ることで貧困の連鎖を断とうと、貧困の連鎖

を教育で断つということなんですが、そうい

った取り組みを今やっているんです。昨年

度、13人の中学生が全員高校に合格をいたし

ました。来年度も、中学生の見込みを今見て

みますと、かなり希望が多いようでございま

すので、その辺のところをしっかり支援しな

がらやっていきたいというふうに今私どもの

ほうでは考えております。 

 

○松岡徹委員 やっぱり生活保護というの

は、よく言われる最後の命綱ですたいね。一

つ間違えば、いわば餓死したり、孤立した

り、あるいは心中につながったり、そういう

危険をはらむと思うんですよ。同時にまた、

生活保護というのはいろんなもののやっぱり

物差しになっていて、例えば、最低賃金だっ

てそれに規制されるし、修学援助だって、課

税限度額だってそうだし、ですから、この生

活保護の基準の引き下げというのは本当に慎

重で現実に立脚したものでないといかぬと。

ですから、そういう視点を、いわば熊本県は

地方自治体だから、やっぱり住民の立場に立

って、しっかり実態も、さっき介護の実態調

査も言いましたけれども、つかみながら対応

していくことが必要じゃないかと思います。 

 それから、物価指数に対応する問題でちょ

っと一言言っておきたいのは、いろいろ見る

と、例えば、日銀が2011年度の物価指数の分

析をしているわけですけれども、524品目、

この物価指数を最終的に引き上げているのは

19品目だというんですよ。パソコンとか、そ

ういうＩＴ関係とか、テレビとか、そういう

のはずっと品質改良していくでしょう。古い

のは製造中止になるわけね。そうすると、品

質調整というのがなされるそうですたい。僕

は、どうやって計算するのかわからぬけど、

それで、ＩＴとか、テレビとか、パソコンと

か、そういうものはがくんと物価指数が下が

るというわけ。最高、パソコンで39％下がる

というわけ。だから、全体の物価指数を引き

下げているのは19品目が引き下げて、ガソリ

ンは上がっているし、光熱費は上がっている

し、食料品は上がっているし、それが実態な

んですよ。これは、僕が言っているんじゃな

くて、日銀の分析で。そういうのに連動して

生活保護を下げるなんていうのはとんでもな

い話で、よくそういう点もお互い勉強して、

国が決めたことだからやりましょう、しよう

がないじゃなくて、地方は地方として見識を

持ってこういう問題でも臨んでいくべきじゃ

ないかと、私の意見ですね、申し上げておき

たいと思います。 

 

○林田健康福祉部長 今保護基準の話がマス

コミとかでも大変前面に出ている面があると

思うんですけれども、やっぱり生活保護制

度、さまざまな課題を抱えておりますので、

全体的な解決のためには、やっぱり生活困窮

者の方々全体に対するやはり相談支援、就労

自立支援、そういった体制をつくっていくと

いうことも大変大事なことでしょうし、それ

から医療費、医療扶助の問題ですね、不正受

給の問題もたくさん新聞とかでは取り沙汰さ

れておりますけれども、いろんな経済とか、

雇用対策とか、全体の中でやっぱり総合的な

議論がなされていくべきだろうというのが一

番前提なんですけれども、ただ、こういった

制度の改正が間近に迫っているのも事実です

し、見直しを受けられる世帯に対しまして
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は、さっき課長申し上げましたけれども、正

確で丁寧な説明をしていって、熊本県は独自

で、修学支援の問題など、特に子供さんがお

られる家庭のことなど、大変重きを置いて考

えておりますので、その辺も十分説明しなが

ら、自立していただくことに少しでもつなが

るようなことで、フォローを十分行っていき

たいというふうに今考えております。 

 

○松岡徹委員 まだ続けていい。 

 

○小早川宗弘委員長 はい、どうぞ。もう１

個ということで。 

 

○松岡徹委員 子ども未来課、あるいは健康

づくり推進課にかかわりますけれども、大阪

の歯科保健協会が、小学校の歯科健診の調査

をしているわけですね。それを見て、僕は、

ちょっと気になったのは、６万9,721人やっ

て、治療が必要だというのが２万3,224人で3

3.3％で、そのうち治療をした治療率という

のが１万5,065人で49.8％と。一番低い学校

は11.8％というのがあって、なぜ治療が必要

なんだけども治療を受けてないかというと、

やっぱり経済的な困難が一番大きいというわ

けですね。 

 ですから、私は、この中では、例えば、虫

歯が10本以上のいわば口腔内崩壊状態という

子供も結構いるというようなことで、そうい

う意味での医療費助成の拡充ということがこ

の歯科の面からも大事じゃないかなと思いま

すし、フッ化物のうがいというのは何か熊本

市がモデル事業として各区１つずつとかやっ

ているけれども、なかなか手を挙げる学校が

１つだとか報道がありましたけれども、こう

いうのは健康づくりのほうになるかと思いま

すけれども、それはそれとしてやっぱり大事

ではないかなと。 

 熊本市の例は報道されとったけど、全県的

には、フッ化物うがいなんかというのはどう

いうやり方で、またどういう状況にあるのか

なというその２点ですね。 

 

○中園子ども未来課長 子ども未来課でござ

います。 

 子供医療費のことにつきまして、歯科の関

係でお話がありましたので、私のほうからお

答えさせていただきます。 

 熊本県につきましては、先ほど冒頭に御説

明しましたように、乳児医療費の対象年齢と

いうのが４歳未満ということで、これは入院

につきましては全国最下位でございまして、

通院につきましても下から４番目ということ

で、非常に悪い状況になっております。 

 それで、この件につきましては、昨年の６

月の本会議で、松岡議員から、知事に御質問

がございまして、知事も答弁しておりますけ

れども、市町村のほうがかなり手厚い対応を

しているので、県としては、支出をしても、

財政負担を助けることにはなるけれども、県

民サービスの向上にはつながらないと、そう

いうことで、ほかのほうで子供の支援をやっ

ていきたいというふうなお答えだったかと思

います。そういうことを踏まえまして、私ど

もも、今のところ４歳未満ということでやっ

ているところでございます。 

 市町村におかれましては、全国平均よりも

かなり手厚い対応をしていただいておりまし

て、例えば、今一番多いところが中３までと

いうことで、昨年の24年の10月１日現在で22

市町村が中３までになっております。これ

は、全国からしますと、この割合が、県です

と48.9％と大体５割近くいっているんですけ

れども、全国はこの年齢までが37.4％という

ことで、非常に県内市町村は頑張っていただ

いております。 

 実情はそういうところでございます。 

 

○佐藤健康づくり推進課長 県内のフッ化物

洗口の実施状況について御報告いたします。 
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 保育所、幼稚園については、平成23年度で

実施している割合が48％でございます。それ

と、小中学校における実施の割合は、23年度

で0.8％でございます。ただ、最近ふえてき

て、24年度で3.8％まで少しふえてきたとい

う状況でございます。 

 以上でございます。 

 

○松岡徹委員 子供医療費は、課長がおっし

ゃったように、知事がああいうふうに言った

けれども、やっぱり知事が言ったからもうそ

れで全て変わらないということではない、知

事のあれもまた変わる可能性だってあるわけ

でね。 

 市町村がやっているということで、御承知

のように、６万筆の署名を集めたお母さん、

お父さんたちの団体がありますよね。あの方

たちが全部の市町村を回っておられるわけ。

そして、子供医療の担当の人たちと直接会っ

て、あるいは会えなかった場合は文書を送っ

て書いてもらったりして、もうほとんどのと

ころが何て言っているかというと、県のほう

で当初みたいに半分は援助してもらえば、自

分のところとしては、もっと年齢を上げた

り、あるいはその他の福祉に回せたりすると

いうようなことを言っているんですよ。 

 だから、もともと、いつかも言ったよう

に、この制度自体は県から始まって、そして

県、市町村折半ということで仕組みとしては

なっているわけで、そこら辺のところを、答

弁は要りませんけれども、引き続き私として

は求めていきたいし、担当課としても、関係

者の声もしっかり聞いていただいて、考えて

いただきたいなと思います。 

 まだよかですか。 

 

○小早川宗弘委員長 はい。 

 

○松岡徹委員 70ページ、国保・高齢者医療

課関係で伺います。 

 ここでありますように、後期高齢者医療の

負担金が254億5,600万となっておるんですけ

れども、確かに、後期高齢者医療は熊本県広

域連合で事務をとっているわけですけれど

も、これだけの負担を県として、国からも来

ているの当然あるんだけど、出しているわけ

ですが、私のほうの関係の議員が広域連合議

会に２人おりまして、彼らといろいろ話すん

ですけれども、どうもやっぱり熊本県の広域

連合は他県に比べて施策的におくれていると

いう点がいろいろあって、幾つかありますけ

れども、２つだけちょっと述べたいのは、健

診の受診率が9.78％で、これは11年度ですけ

れども、全国最下位というわけですね。何で

かというと、自己負担を800円とっている

と。九州の場合は、佐賀、長崎、宮崎、鹿児

島、大分、こういうところは無料にしている

らしいんですよ。これの財源としては、2,60

0万あればできるらしいんだけども、こうい

うような点ですね。 

 それから、肺炎球菌ワクチンの助成で１人

2,000円の助成をするということで、県内の2

0の市町村に助成するようにしているらしい

んですけれども、一番肝心の熊本市は除かれ

ているわけですね。お金がかかるということ

らしいんだけど。しかし、本当に多くの高齢

者のいわば医療対策という点で見るならば、

それでいいのかなという……。調べてみた

ら、広域連合の財政の予備費として31億円あ

るわけですね。こういうふうな点なんかを生

かして、もっとこの肺炎球菌ワクチンの助成

あたりももっと強めるようにしたらどうかと

思うんですけれども、熊本県と広域連合の政

策的な協議ですね、ただお金をトンネルで渡

すだけなのか。やっぱり高齢者の医療と健康

という立場でどんな協議をなされているのか

なということをまず聞きたいんですけれど

も。 

 

○林田国保・高齢者医療課長 国保・高齢者
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医療課でございます。 

 熊本県と広域連合との広域政策協議という

ことでございますけれども、私どもの県とい

ろんな――広域連合のほうには、例えば運営

協議会であるとか、あるいはいろいろな事業

を協議していく事業協議会、あるいは各市町

村の課長さんが集まられる課長会議といった

ものがございます。そのような中で、県が協

議会に出れば委員の１人、あるいは会議であ

ればその会議に参画するというような形で、

広域連合のほうで議論されている中に、そう

いったものの中で参画をしているというよう

な状況でございます。 

 

○松岡徹委員 それで、今私が言ったよう

に、健診受診率がいわば全国最下位とか、そ

ういうのは県としては把握はしているわけで

すか、いないわけですか、また、そういう議

論は何かしていますか。 

 

○林田国保・高齢者医療課長 受診率の件で

ございます。 

 最下位というお話でございましたけれど

も、私どもで把握しているところでは、全国

で43位ということで聞いております。若干、

ちょっと国のほうが統計的なところを明確に

示していないということもあって、若干県に

よって入れたり、入れ足りぬがあるという正

確な数字じゃないところもあるかもしれませ

んけれども、熊本県が下位にあるのはおっし

ゃるとおりかと思います。 

 

○松岡徹委員 さっきも言うたように、それ

は独立した広域連合ではありますけれども、

大事な問題だから、よく県としても――人も

出しているわけでしょう。 

 

○林田国保・高齢者医療課長 発足当時か

ら、向こうからの要請に基づいて、職員を１

人派遣しておりまして、現在事務局長という

立場で１人派遣をいたしております。 

 

○松岡徹委員 ですから、しっかり協議をし

て、改善すべき点については、県としても、

助言をするといいますか、そういうようなこ

ともやっていただければと思います。 

 委員長、あと１点。 

 

○小早川宗弘委員長 じゃあ、松岡委員。 

 

○松岡徹委員 75ページの健康づくり推進

課、難病対策ですけれども、難病について

は、その呼称については改善したがいいんじ

ゃないかと、ここでもね。 

 今、この難病対象の見直しが、対象拡大と

かされていますね。僕はいろいろちょっと調

べてみたら、国際的には、このいわば希少疾

患が5,000から7,000あるらしいんですね。と

ころが、国の難病対象というのは、それで、

医療費助成が56疾患で、どこまで広げるかと

いうことで、結局は300ぐらいじゃないかと

かいろいろ言われているんですけれども、そ

こら辺はどんなふうに今見ていますか。 

 

○佐藤健康づくり推進課長 難病の医療費助

成制度の対象疾患については、今先生がおっ

しゃったように300ぐらいということで報道

されましたが、その後、厚生労働省主催の県

の担当者会議があって本県からも担当が出席

してまいりましたが、報道されている以上の

情報はありませんでした。今厚生労働省のホ

ームページを見ましても、そういうことで、

今26年度の法制化を目指して議論をしている

という、そういうところというふうに把握し

ております。 

 

○松岡徹委員 やっぱりこの辺のところの大

幅な見直しというか、僕も今度改めて難病問

題についていろいろ勉強してみたんだけど、

例えば、繊維筋痛症という病気の方がいらっ
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しゃって、物すごく痛いらしいんですね。だ

から、薬で痛みを抑えるというか、その薬代

が月２万とか３万とかかかる。これなんかも

今度は対象から外れるんじゃないかとかとい

う話も聞くんですけれども、この辺はどうか

なと。 

 それから、キャリーオーバーということ

で、メーブルシロップ尿症というＭＳＵＤと

いうので、これは、小児慢性特定疾患治療研

究事業ということで、子供にはあれするんだ

けど、18歳あるいは20歳になったら補助が来

ないというわけね。これなんかは、病気が、

アミノ酸の分解ができなくなるので、体内

で。だから、それが体内に蓄積すると脳障害

を起こして命が危ないというか、そういう病

気らしいんですよ。そういう点で、いわば年

とったらもう対象から外れるというような、

こういう問題もあるというふうに聞いたんで

すけれども、そこら辺なんかどんなもんかな

と思って、いろいろ教えていただきたいなと

思います。 

 

○佐藤健康づくり推進課長 繊維筋痛症に関

しては、たしか、新聞報道等によると、何か

患者数が200万人以上いるとか言われてい

て、今国が300ということで想定しているの

は、患者数が人口の0.1％以下ですかね、12

万人以下。それで、原因が不明で治療法の確

立とか、そういうことが前提というふうにさ

れていますので、それからいくと、患者数か

らいうとちょっと外れてはいるんですが、結

論がどうなるかは、ちょっと今の状況では全

くわかりません。 

 それと、メーブルシロップ尿症に関して

は、小児慢性特定疾患に関しては、それもち

ょっと私が担当課でないもんで、ちょっと正

確なお答えはできません。 

 

○松岡徹委員 この問題も、何か本当に深刻

な声を聞くし、しっかり取り組んでいただき

たいなと。国にも実情をつかんだら上げてい

ただいてですね。 

 委員長、済みません、もう１点ありました

ので、いいですか。 

 

○小早川宗弘委員長 どうぞ。 

 

○松岡徹委員 76ページ、ハンセン病関係、

御承知のように恵楓園、これは国立なんだけ

ど、国家公務員の10％カットで、現場は本当

に大変な状況になっているんですね。平均年

齢が80歳を超えるような、もともと手足が不

自由、目が不自由、ですから、医療にして

も、介護にしても、特に介護なんかマンツー

マンでやって、朝は４時、５時からというか

ね、そういう……。 

 そもそも、ハンセン病問題基本法では、例

えば、療養所を一般に開放すると、これが１

つね。これは、保育園ができたりと一定度進

んでいるんですけれども、もう一つは、医

療、介護とかというのは、やっぱりきちっと

やりますというのがもう一つの柱になってい

るわけですね。いわば療養されている人につ

いてちゃんと見ますと。 

 ところが、いわば全体的な公務員の10％削

減が同じようにやられて大変な状態になって

いるんですよ。これはもちろん国立だから県

の責任でないことは僕もわかっているんだけ

ど、アイスター問題のとき、熊本県議会でも

裁判の判決がおりたときなんか、当時の知事

も一生懸命かかわられたし、そういう点で

は、県として、できれば実態もつかんで、地

元の合志市や園や自治会なんかとも連携し

て、改善するような方向で要望していただけ

ないかなという要望ですけどね。 

 

○佐藤健康づくり推進課長 今の御要望に対

しては、ちょっと済みません、どうお答えし

ていいか、ちょっとわかりませんので……。 

 

 - 36 -



第９回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成25年３月15日) 

○牧野健康局長 それでは、健康局のほうか

ら。 

 ハンセン病に関しましては、予算で御説明

しましたように、啓発、それから入所者の皆

様のいろんな支援といいましょうか、県内の

いろんなところに一緒に行くとか、そういっ

たことをやっておりますが、施設内につきま

しては、今のところ県が直接というふうなと

ころはやっておりませんので、なかなか具体

的にそこをこういうふうに、具体的な要望と

か、そういうふうなことはなかなか難しいん

ではないかというふうに思っております。 

 それで、一方、先ほどのような事業を通じ

まして、県といたしましては、一般的な啓発

と、それから今そこにおられる入所者の皆様

への支援とか、そういったものについては取

り組んでいくというふうな形になると思って

おります。 

 

○松岡徹委員 立場と制約はよくわかりま

す。私は、それをわかった上で、やっぱりか

なり深刻な事態にあるので、県としての何ら

かの対応ができないかなと、これは要望とし

て再度要望するということで、もう答弁は要

りませんけれども、述べておきたいと思いま

す。 

 以上です。 

 

○吉永和世委員 県境医療についてなんです

が、数年前から県境における医療体制の構築

が大変大事だということで取り組んでいただ

いているというふうに思っているんですが、

我々の地域、県境なんで、非常に大きな問題

なんですが、数年前と比べて、何か県のほう

で率先して取り組んでいただいている中で、

構築された部分というのがもしあるとするな

らば、ぜひ教えていただければというふうに

思いますが……。 

 

○三角医療政策課長 県境医療につきまして

は、正直な話、具体的にこういうものができ

ておりますという状況にはございません。関

係者の方々と意見交換、例えば、水俣におき

まして、春に医療センターを中心にお集まり

いただき、課で意見交換等させていただいて

おりますけれども、やはりそれぞれの状況

で、医師の確保の問題だとか、看護師の確保

の問題とか、診療科目の科の問題とかござい

まして、そこを私どもがあえて具体的に挑戦

をしたというようなところまでは、済みませ

ん、まだ至っておりません。 

 

○吉永和世委員 医療センターの西館建設が

今月で終わって落成するというふうに聞いて

いるんですけれども、あの建設の判断におい

ても、県境医療の体制というのが非常に大き

なウエートを占めていたのかなというふうに

思っているんですが、やはりつくったは、体

制ができていないはじゃ非常に後々、我々地

域の医療水準というか、そういったものに大

きく影響する原因になりかねないのかなとい

うふうに思うので、できれば、今後もさらに

力を入れていただいて、県が違うわけですか

ら、そう簡単にはいかないというふうに思っ

ているんですが、ぜひ再度取り組んでいただ

ければというふうにお願いしたいというふう

に思います。 

 

○三角医療政策課長 おっしゃるとおりでご

ざいまして、フリーアクセスということで、

県境関係なく、患者さんというのは移動され

てこられますので、その分を踏まえて、医療

動向というのは、私どもも考えながら、地元

医療機関等とも、それから鹿児島県とも協議

を進めてまいりたいと思います。 

 

○吉永和世委員 最後、１個。 

 さっき部長は、認知症に関しての国際学会

の誘致というふうに言われたんですが、これ

は何年度誘致というのもう大体ある程度決ま

 - 37 -



第９回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成25年３月15日) 

った中で発言されているのか、そこら辺ちょ

っと教えていただければと思いますが……。 

 

○林田健康福祉部長 今具体的に何年だ、い

つだということは、県がそういった誘致に向

けて努力をしますということを申し上げたん

ですけれども、具体的に何年ということまで

は、まだ具体的な形として申し上げる段階に

はないと思いますが、努力を今一生懸命して

おります。 

 

○大村認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課でございます。 

 今部長のほうから答弁がありましたとおり

であります。熊本の認知症については、全国

的にも、また、海外、台湾ですとか、韓国か

らも非常に注目を集めておりますので、そう

した熊本の認知症医療について、ぜひ海外に

発信していきたいと思っておりますし、ま

た、国際学会の誘致についても、熊大と連携

しながら、しっかりとできるだけ早い段階で

誘致できるように頑張ってまいりたいと考え

ております。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかにありませんか。 

 

○林田国保・高齢者医療課長 一言、先ほど

松岡委員からのお尋ねに対する答えで、県が

派遣している職員について、役職を事務局長

というふうにちょっと申し上げたかもしれま

せん。事務局次長の間違いでしたので、申し

わけございませんでした。 

 

○小早川宗弘委員長 ありませんね。 

 それでは、これで健康福祉部に対する質疑

を終了したいと思います。 

 なお、先ほどちょっと松岡委員のほうから

委員会条例の話がありましたけれども、私

も、自由に、できるだけ各委員の先生方の発

言を活発にしていただきたいというふうな思

いの中で委員会を進めております。きょうは

１日だけの審議になりますけれども、２日間

の案と１日の案をちょっと検討したんですけ

れども、２日に分けても１日でも、とれる時

間というのは、きょう１日でも十分に議論が

できるというふうに私が判断をしまして、ど

ちらも限られた時間の中での議論ですので、

時間さえとればというよりも中身の濃い議論

をすることが、やっぱりこの委員会では大切

ではないかなというふうに思いましたので、

１日だけの委員会というふうにさせていただ

きました。そういう点も御理解をいただきた

いというふうに思います。 

 それでは、これで健康福祉部に対する質疑

を終了いたします。 

 ここで休憩をいたします。 

 再開は１時30分といたします。 

  午後０時38分休憩 

――――――――――――――― 

  午後１時31分開議 

○小早川宗弘委員長 それでは、時間になり

ましたので、委員会を再開いたします。 

 まず、谷﨑環境生活部長から総括説明を行

い、続いて、担当課長から順次説明をお願い

したいと思います。 

 

○谷﨑環境生活部長 本日はよろしくお願い

します。 

 環境生活部関係の議案の概要につきまして

御説明を申し上げます。 

 今回提出しております議案は、予算関係２

議案、条例関係３議案の合計５議案でござい

ます。 

 まず、第33号議案の平成25年度熊本県一般

会計予算でございますが、幸せ実感くまもと

４カ年戦略の実現を加速化するための施策を

積極的に展開することを主眼に、総額183億

8,900万円余の予算を計上いたしておりま

す。 

 その主な内容ですが、まず、水俣病対策に
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つきましては、水俣病被害者救済特別措置法

に基づく救済措置に係る申請の判定業務に全

力を挙げて取り組んでまいります。また、高

齢化が進む胎児性・小児性患者の方々やその

御家族が住みなれた地域で安心して暮らして

いただけるよう福祉サービスの充実を図ると

ともに、公害健康被害の補償等に関する法律

に基づく認定業務にも引き続き取り組んでま

いります。 

 また、いまだに続く水俣病問題の歴史や教

訓を初め、再生に取り組む水俣を世界に向け

て発信していくために、ことし10月に開催さ

れる水銀に関する水俣条約外交会議が円滑に

運営されるよう、開催地として必要な支援を

行ってまいります。 

 次に、百年の礎を築く取り組みのうち、環

境を豊かにするための取り組みにつきまして

は、まず、豊かな自然環境と水産資源を有す

る有明海、八代海の再生に向けた取り組みを

強化するために、国や市町村、ＮＰＯなどと

連携して、海域環境の保全に努めてまいりま

す。また、ラムサール条約湿地に登録された

荒尾干潟等に関連して、生物多様性保全の普

及啓発や環境教育にも取り組んでまいりま

す。 

 また、県民総ぐるみによる地球温暖化対策

とエコ活動のさらなる推進を図るため、環境

に配慮した熊本らしいライフスタイルやビジ

ネススタイルが地域に定着していくよう具体

的な日常の行動について普及啓発を行い、県

民総ぐるみでのエコ活動の実践につなげてま

いります。 

 さらに、廃棄物対策の推進を図るため、南

関町に建設を予定しております公共関与によ

る最終処分場を全国のモデルとなる安全な施

設として建設し、将来にわたって適正に運営

していくために、事業主体である熊本県環境

整備事業団に対して、必要な財政支援を行い

ます。また、周辺環境の整備など、処分場を

中心とした地域の振興にも取り組んでまいり

ます。 

 次に、百年の礎を築く取り組みのうち、悠

久の宝の継承の取り組みにつきましては、水

の国くまもとづくりを推進するため、関係部

局、市町村、くまもと地下水財団、民間事業

者との協働による地下水保全対策や県内外へ

の熊本の水の魅力の発信等に取り組んでまい

ります。 

 次に、安心を実現する取り組みのうち、人

が人として互いに尊重される安全、安心な熊

本の実現に向けた取り組みにつきましては、

犯罪や交通事故から暮らしを守るため、地域

の住民や事業者、ボランティア団体等との連

携促進を図り、地域のきずなづくりを支援し

てまいります。 

 また、男女共同参画を推進するために、性

別にかかわりなく、誰もがその個性と能力を

十分に発揮することができる社会の実現に向

け、第３次熊本県男女共同参画計画に基づ

き、具体的目標設定を行い、県民や事業者、

市町村と連携を図り、総合的かつ計画的に取

り組みを進めてまいります。 

 さらに、消費者の暮らしを守るために、市

町村において、広域連携などによる相談機能

の強化を図り、高齢者等の消費者被害の未然

防止のための見守りネットワークの構築を支

援してまいります。また、学校や地域におけ

る消費者教育を推進し、事業者に対する指導

を徹底して消費者保護の強化を図ってまいり

ます。 

 次に、第47号議案の平成25年度熊本県のチ

ッソ株式会社に対する貸し付けに係る県債償

還等特別会計予算でございますが、チッソ県

債に係る元利償還金等の年間所要額として、

総額98億100万円余の予算を計上しておりま

す。 

 以上、一般会計と特別会計を合わせまし

て、環境生活部の予算総額は281億9,100万円

余となります。 

 次に、条例関係についてでございますが、
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第65号議案の熊本県生活環境の保全等に関す

る条例及び熊本県地下水保全条例の一部を改

正する条例外２議案を提案しております。 

 このほか、水俣病対策の状況等など、２件

につきまして報告をさせていただきます。 

 以上が今回提出しております議案等の概要

でございます。詳細につきましては、関係各

課長が説明いたしますので、よろしく御審議

のほどお願い申し上げます。 

 

○宮尾環境政策課長 環境政策課でございま

す。お世話になります。 

 厚生常任委員会説明資料の104ページをお

願いいたします。 

 まず、一般会計につきまして、主なものを

御説明させていただきます。 

 まず、公害対策費の説明欄１．職員給与費

でございます。これは、平成25年１月１日現

在の職員をベースにして計上しておりまし

て、環境政策課分で１億3,418万円余となっ

ております。なお、環境生活部全体として

は、この表には出てまいりませんけれども、

全体として16億5,000万円強となりまして、

前年度比では700万円余りの減額ということ

になっております。職員給与費につきまして

は、各課とも同様でございますので、この後

の各課からの説明は省かせていただきます。 

 次に、３の環境立県推進費でございます

が、これは、本県でことしの10月に開催され

ます水銀に関する水俣条約の採択・署名のた

めの外交会議、これの円滑な運営を支援する

ための経費でございまして、県及び地元市

町、関係団体で設置いたしました水銀条約外

交会議熊本県推進協議会をつくっております

が、委員長にもお世話になっておりますが、

会長は知事で、事務局は私ども環境政策課で

ございますが、これの負担金等でございま

す。 

 内容といたしましては、水俣病の歴史や教

訓を初め、水俣・芦北地域の再生の取り組み

ですとか、本県の環境問題に関する取り組

み、観光など、それぞれの情報発信、また、

おもてなしに関しましては、歓迎レセプショ

ンの開催や宿泊や移動手段の確保などに係る

経費でございます。 

 次は、105ページをお願いいたします。 

 チッソ県債償還等特別会計繰出金でござい

ます。これは、右の欄をごらんいただきたい

と思いますが、これまでに借り入れました一

時金県債と特別県債の25年度の元金と利子の

償還のために、一般会計から特別会計へ繰り

出すものでございます。 

 以上、一般会計で18億5,000万円余りを計

上いたしております。 

 106ページをお願いいたします。 

 特別会計でございます。 

 県のチッソ県債償還等特別会計でございま

すけれども、この特別会計は、これまでチッ

ソ金融支援に係ります県債の償還が主な歳出

でございまして、元金、利子とそれぞれ２段

ずつ計上させていただいております。 

 まず、106ページの上段の503と書いてあり

ます上の２つの２段が、水俣湾公害防止事業

のチッソ負担金に係る、いわゆるヘドロ県債

の分でございます。それから、３段目、４段

目が、504と書いてありますのが平成12年ま

でに発行いたしました患者補償に係る患者県

債でございます。 

 なお、財源のところにその他とございます

が、これは、チッソからの返済金及びその不

足分の２割を県の特別県債で充てております

が、その合計になります。 

 107ページをお願いいたします。 

 107ページの上の２つ、505と書いてありま

す上２段が、これは平成７年の政治解決時の

一時金県債に係る償還金でございます。３段

目の特別貸付金、506と書いてありますの

は、これは、平成12年以降の抜本策におきま

して、チッソからの自力返済分で不足する額

を国が８割、県が２割で支援する形になって
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おりますが、その２割分の特別貸付金でござ

います。４段目、507と書いてあるものと、

それから次のページの108ページの１段目

は、特別県債の元金と利子の償還金でござい

ます。 

 108ページをお願いいたします。 

 これの２段目は、このたびの特別措置法救

済の一時金支援のための出資金の欄でござい

まして、昨年度は、当初で37億円を計上して

おりましたけれども、25年度におきまして

は、国、県ともに当初予算への計上は見送っ

ております。今後必要が生じてくれば、適切

に対応する方針でございます。３段目、４段

目、509と書いてありますが、このたびの特

別措置法救済のために発行いたしました一時

金県債の償還金でございます。 

 以上、特別会計、合計いたしまして98億17

1万円をお願いしております。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○田中水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 引き続き説明資料の109ページのほうをお

願いいたします。 

 公害保健費でございますが、右側の説明欄

に主なものを記載しております。 

 まず、１の公害被害者救済対策費でござい

ます。 

 (1)の水俣病関連情報発信支援事業は、水

俣市が実施されます水俣病に関する情報発信

への補助でございます。 

 (2)の環境・福祉モデル地域づくり推進事

業は、水俣市が行われます慰霊式などに対し

補助をするものでございます。 

 次に、110ページのほうをお願いいたしま

す。 

 ３の水俣病総合対策事業費でございます。 

 (1)の水俣病総合対策費等扶助費は、水俣

病被害者手帳を所持する方の医療費などの支

給に要する経費でございまして、次の(2)の

水俣病総合対策事業は、医療費の支払いなど

に要する経費でございます。 

 (3)の胎児性・小児性患者等の地域生活支

援事業は、胎児性の患者の方々の通院の付き

添いや家事援助、あるいは施設整備を行う法

人への補助でございます。 

 (4)の住宅改造助成事業は新規事業でござ

いまして、患者の方が在宅での生活を維持で

きますように住宅改造へ補助をするものでご

ざいます。 

 以上、水俣病保健課で、合計114億9,000万

円余を計上いたしております。 

 よろしく御審議お願い申し上げます。 

 

○高山水俣病審査課長 水俣病審査課でござ

います。 

 説明資料の111ページをお開き願います。 

 下の段の公害保健費でございます。 

 25年度は、(Ａ)段にございますように、１

億539万円余の予算をお願いしております。

前年度と比較しますと1,000万ほど増加して

おりますが、後ほど御説明をいたします新規

事業によるものです。 

 右側の説明欄に主な事業を記載させていた

だいております。 

 １番、公害被害者救済対策費でございます

が、認定業務に要する経費であります認定審

査会と検診費に要する経費でございます。6,

434万円余を計上させていただいておりま

す。 

 下段２の水俣病総合対策事業費でございま

すが、(2)が新規事業でございます。水俣病

診療拠点設置・ネットワーク構築事業でござ

います。これは、昨年７月末、特措法の申請

受け付け終了後、８月３日に環境省が公表し

ましたが、水俣病問題の解決に向けた今後の

対策に位置づけられております事業で、水俣

市総合医療センターに神経内科医を派遣する

もので、熊本大学と連携し、地域住民の方々

に必要な医療を安定して提供するとともに、
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地元の医療機関とのネットワークも構築する

ものでございまして、2,000万円を計上いた

しております。 

 以上、人件費であります公害対策費と合わ

せまして２億6,053万円を計上いたしており

ます。 

 御審議のほどよろしくお願い申し上げま

す。 

 

○福田環境立県推進課長 環境立県推進課で

ございます。 

 説明資料112ページをお願いします。 

 ２段目の計画調査費でございますけれど

も、１億5,000万円余をお願いしておりま

す。前年度予算との比較で6,500万円余の増

額となっております。 

 右の説明欄をお願いします。 

 主なものを御説明します。 

 １の公営企業貸付金１億580万円余でござ

いますが、これは、企業局の工業用水道事業

会計の資金不足に対する貸付金でございま

す。 

 なお、この貸付金には、有明工業用水道事

業におきます導水ポンプなどの主要設備更新

に係る貸付金5,100万円余を含んでおりまし

て、これが前年度よりも増額している主な理

由になります。 

 次に、１つ飛ばしまして、３の地下水保全

対策費4,230万円余でございますが、主な事

業は、(1)の「水の国くまもと」推進事業、

これは、水の国くまもとづくりを県民運動と

して盛り上げていくため、水の国サミットの

開催や広報、啓発、さらに、阿蘇地域の地下

水採取の実態調査などに要する経費でござい

ます。 

 次の(2)地下水保全条例円滑施行事業です

が、これは、改正地下水保全条例の円滑な運

用を図るための地域相談会の開催経費や水量

測定器の設置補助などに要する経費でござい

ます。 

 次に、113ページをお願いします。 

 公害対策費といたしまして５億4,300万円

余を計上しております。前年度と比較して４

億6,600万円余の増額となっております。 

 説明欄をお願いします。 

 １の環境保全基金積立金で114万8,000円が

新規となっておりますけれども、これは、予

算の計上方法を変更することによりまして、

形式的に新規扱いとなっているものでござい

まして、実質的な変更はございません。 

 次に、２つ飛ばしていただきまして、４の

環境立県推進費４億7,600万円余でございま

す。 

 主な事業につきましては、114ページをお

願いします。 

 (3)のくまもとらしいエコライフ普及促進

事業ですが、これは、環境へ配慮した熊本ら

しいライフスタイルの定着に向け、省エネア

ドバイザーを派遣するなどの県民の実践活動

の促進を図る経費でございます。また、九州

一体となって実施を検討しております九州版

炭素マイレージ制度、これは、節電や環境保

全行動に取り組む県民にポイントを交付し

て、特典やサービスを提供する仕組みでござ

いますが、この運用に要する経費をあわせて

計上しております。 

 次に、(4)市町村等再生可能エネルギー等

導入推進事業４億5,200万円余でございます

が、これは、昨年度国の交付金を受けて積み

立てました基金を活用して、防災拠点に再生

可能エネルギーを導入する市町村に対して助

成を行うものです。来年度が２年目となりま

すが、18市町村22施設へ補助を行う予定とし

ております。なお、この公害対策費が前年度

予算との比較で４億6,600万円余の増額とな

っておりますのは、この事業を当初予算に計

上していることによるものでございます。 

 次に、(5)は新規事業でございますが、地

域環境教育促進事業です。これは、環境教育

に関する地域資源、例えば、里山などの自然
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環境ですとか、新エネルギーとしてのメガソ

ーラーといった地域資源を活用しまして、Ｎ

ＰＯや学校、企業などが連携した環境教育の

モデル事業を実施するものでございます。 

 次に、公害規制費190万円余は、水環境の

出前講座の実施などに要する経費でございま

す。 

 115ページをお願いします。 

 最後に、工業用水道事業会計繰出金２億2,

200万円余でございますけれども、これは、

有明工業用水道事業会計の企業債元利償還金

等に対する繰り出しでございます。 

 以上、当課合計11億3,390万円余をお願い

しております。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○清田環境保全課長 環境保全課でございま

す。 

 説明資料の116ページをお願いいたしま

す。 

 主なもの、２点について御説明申し上げま

す。 

 116ページ下段の公害規制費１億5,010万円

の中で、次のページ、117ページになりま

す。説明欄をごらんください。 

 説明欄中の２．公害監視調査費のうちで、

主な事業、(2)大気環境測定機器更新事業に

ついて御説明いたしたいというふうに思いま

す。 

 この事業は、大気汚染常時監視測定装置の

機器整備等を行うものでございますが、現在

話題になっておりますＰＭ2.5に関しまし

て、来年度から成分の分析を行うための予算

を計上しております。内容は、分析のための

サンプリング装置の予算ということでござい

まして、この中の3,881万円余の中に700万円

分が含まれているものでございます。 

 次に、118ページをごらんください。 

 118ページの説明欄(3)新規事業でございま

して、水道ビジョン策定事業でございます。

予算は740万円余でございます。国が、平成2

4年度末、今年度末ですが、発表することと

しております新水道ビジョンを踏まえ、熊本

県水道ビジョンを策定するために要する経費

でございます。近年の人口減少、水需要の変

化に伴います料金収入の減少、更新を迎えま

す水道施設の増加並びに耐震、豪雨等大規模

災害等への対応を踏まえた本県の水道整備の

あるべき姿を、熊本県水道ビジョンとして策

定することとしております。 

 以上、総額で３億5,974万円余を計上いた

しております。 

 環境保全課は以上でございます。 

 よろしく御審議をお願いいたします。 

 失礼しました。条例を説明しておりません

でした。申しわけありません。 

 引き続き136ページをごらんください。 

 内容は、137ページに記載しております。 

 第65号議案の熊本県生活環境の保全等に関

する条例及び熊本県地下水保全条例の一部を

改正する条例の制定についてでございます。 

 これは、水質汚濁防止法の一部改正に伴い

ます関係規定を整理するものでございまし

て、県の条例の内容が変更になるというもの

ではございません。再度繰り返しますが、関

係規定を整理するための条例改正でございま

す。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○小宮自然保護課長 自然保護課でございま

す。 

 資料の119ページをお願いいたします。 

 まず、鳥獣保護費でございますが、主な内

容を御説明いたします。 

 説明欄３の(1)の鳥獣保護対策事業費につ

きましては、イノシシ、猿、クリハラリスな

どによる農林業被害防止のために市町村が行

う有害鳥獣捕獲や捕獲隊編成の補助などの経

費であります。 

 (2)の特定鳥獣適正管理事業は、市町村が
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行う鹿の有害鳥獣捕獲への補助であります。 

 次の120ページをお願いいたします。 

 下段の自然保護費についてでございます

が、説明欄３の自然環境保全対策事業費のう

ち、(3)の希少野生動植物保護対策事業につ

きましては、希少野生動植物検討委員会の運

営や野生生物の調査活動、また、希少野生動

植物の保護区の整備のための経費でございま

す。 

 次の121ページをお願いいたします。 

 説明欄、(4)の生物多様性普及促進事業に

つきましては、ラムサール条約湿地に登録さ

れた荒尾干潟の生物などを題材といたしまし

て、生物多様性の普及、啓発を行う経費でご

ざいます。 

 下段の観光費の観光施設整備事業費のう

ち、(1)の自然公園利用事業は、自然公園内

のビジターセンターを初め、トイレ等の施設

や九州自然歩道の美化清掃や維持管理の経費

でございます。 

 以上、自然保護課の合計予算額は２億3,43

8万円余をお願いしております。 

 次に、条例の制定について御説明いたしま

す。 

 138ページをお願いいたします。 

 第66号議案熊本県鳥獣の保護及び狩猟の適

正化に関する法律等に基づく標識の寸法を定

める条例の制定についてでございます。 

 次の140ページの概要で御説明いたしま

す。140ページをお願いいたします。 

 中ほどの白丸の条例の内容についてでござ

いますが、標識の寸法について、鳥獣の捕獲

等をする者が標識の表示する内容を容易に確

認できるよう、規則で定めるものでございま

す。 

 施行期日は、平成25年４月１日としており

ます。 

 自然保護課、以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○加久廃棄物対策課長 廃棄物対策課でござ

います。 

 資料の122ページをお願いします。 

 環境整備費につきまして２億7,397万円余

を計上しております。 

 まず、説明欄の１の一般廃棄物等対策費に

つきまして、主な事業を御説明します。 

 市町村等の一般廃棄物処理施設の立入検査

などを行います一般廃棄物等対策費やごみゼ

ロ推進県民会議の運営を行いますごみゼロ推

進県民会議事業のほか、(3)といたしまし

て、海岸漂着物対策推進事業を上げておりま

す。これは、海岸漂着物処理推進法に基づき

まして、行政、ＮＰＯ等で組織します協議会

の運営及び海岸管理者等が行います海岸漂着

物等の回収処理に要する経費でございます。 

 123ページをお願いします。 

 説明欄２の産業廃棄物対策費につきまし

て、主な事業を御説明します。 

 産業廃棄物の排出事業者や処理業者等の適

正処理についての検査、指導を行います産業

廃棄物適正処理事業、それから、県内10カ所

の保健所で不法投棄等の監視、適正処理の指

導を行います廃棄物監視指導員を配置いたし

ます不法投棄等防止対策事業のほか、新規事

業といたしまして、(3)のＰＣＢ廃棄物処理

促進事業を計上しております。これは、ＰＣ

Ｂ廃棄物の期限内処理に向けた周知、広報に

要する経費でございます。 

 次に、説明欄３の産業廃棄物等特別対策事

業費につきまして、主な事業を御説明しま

す。 

 (1)の管理型最終処分場立地交付金事業

は、新設または増設されます管理型最終処分

場が存します市町村に対する立地交付金の交

付に要する経費でございます。 

 124ページをお願いします。 

 (3)の産業廃棄物リサイクル等推進事業

は、排出事業者、処理業者、大学等研究機関

などが行います排出抑制、リサイクル等に関
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する研究、技術開発への補助に要する経費で

ございます。 

 その他、廃棄物コーディネーター事業など

を行うこととしております。 

 最後に、説明欄４の産業廃棄物税基金積立

金について御説明します。 

 産業廃棄物税基金積立金は、産業廃棄物税

収から賦課徴収費及び産業廃棄物税の使途事

業費を差し引いた残額と基金の運用利息を同

基金に積み立てる経費でございます。 

 以上、総額３億9,913万円余を計上してお

ります。 

 廃棄物対策課は以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○中島公共関与推進課長 公共関与推進課で

ございます。 

 125ページをお願いいたします。 

 説明欄１の産業廃棄物対策費の(1)公共関

与推進事業は、処分場施設の建設費及び開設

準備費に係る財団法人熊本県環境整備事業団

に対する補助金及び有利子貸付金等でござい

ます。今後竣工まで３年、その１年目分とな

ります。 

 (2)の産業廃棄物処理施設モデル事業は新

規事業で、処分場整備に伴う地域振興策とし

て、南関町及び和水町に対する交付金でござ

います。今後地域振興策は総額17億円を予定

しておりますが、その１年目分となります。 

 なお、振興策のうち県道整備に係る分は、

土木部予算に計上をしております。 

 以上、当課合計17億4,276万円余を計上し

ております。 

 御審議のほどよろしくお願い申し上げま

す。 

 

○石﨑くらしの安全推進課長 くらしの安全

推進課でございます。 

 資料の126ページをお願いします。 

 ２段目の交通安全対策促進費といたしまし

て1,042万円余を計上しております。 

 右側の説明欄をお願いします。 

 １の交通安全総合対策費570万円のうち、

本日は、平成19年度から始めております(2)

の県民参加型飲酒運転根絶等特別啓発事業を

御説明します。 

 同事業は、飲酒運転根絶などに向けて広く

県民からテレビＣＭ用のメッセージなどを募

集し、これをもとにテレビスポット広報を実

施するもので、年々応募者数が増加しており

ます。 

 次に、資料127ページ上段の諸費でござい

ますが、社会参加活動推進費といたしまして

551万円余を計上しております。 

 説明欄をお願いします。 

 時間の関係で、幸せ実感推進枠の(3)のみ

御説明します。 

 (3)の地域の安全の絆ネットワーク促進事

業は、昨年度から始めた新規事業で、平成25

年度は、地域の交通や防犯ボランティア団体

の活性化や連携促進を図るため、先進的な活

動を行っている団体のリーダーなどをアドバ

イザーとして、各市町村などが開催するボラ

ンティア会議などへ派遣し、支援するもので

ございます。 

 次に、最下段の青少年育成費ですが、434

万円余をお願いしております。 

 説明欄をお願いします。 

 主な事業といたしまして、(1)の少年保護

育成条例実施事業は、少年の健全育成を図る

ため、有害環境の調査、浄化活動、有害図書

などの指定のための審議会や映画委員会の開

催などを行うものでございます。後ほど御説

明させていただきますが、インターネット上

の有害情報から少年を保護するため、少年保

護育成条例の改正案を今議会に上程させてい

ただいております。平成25年度は、この条例

改正内容の周知や有害情報の閲覧防止に有効

なフィルタリングの普及啓発など、インター

ネット利用環境整備に必要な啓発などもあわ
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せて行うこととしております。 

 次に、128ページ、２段目の農業総務費で

ございますが、地域食品振興対策費といたし

まして2,061万円余を計上しております。 

 説明欄をお願いします。 

 時間の関係で、最も額の多い(3)のみ御説

明します。 

 (3)の食品検査体制整備事業でございます

が、これは、食品の残留農薬などの検査を実

施する際に使用する高精度の検査機器のリー

ス料などの経費でございます。この検査機器

につきましては、平成17年度に５年リースで

導入し、平成22年９月から再リースを続けて

おりますが、さらに再リースを続けた場合、

オーバーホールなどを行う必要があり、４か

ら６カ月の検査中断が生じることなどから、

ことし９月の再リース期間の満了時に更新を

行うことを計画しております。 

 以上、合計１億8,093万円余をお願いして

おります。 

 続きまして、資料の141ページをお願いし

ます。 

 議案第67号熊本県少年保護育成条例の一部

を改正する条例の制定についてでございま

す。 

 内容等につきましては、144ページの条例

(案)の概要で御説明させていただきます。 

 改正の趣旨ですが、少年を取り巻くインタ

ーネット利用環境の整備と少年の深夜外出制

限の規定を明確にするため、関係規定を整備

するものでございます。 

 改正内容につきまして、まず、インターネ

ット関係規定から御説明します。 

 概要には記載しておりませんが、改正の背

景を若干お話しさせていただきます。 

 携帯電話が急速に普及する中、インターネ

ット上の有害情報を通じて、少年が犯罪など

のトラブルに巻き込まれる事案が後を絶たな

い状況にあります。本来少年が使用する携帯

電話には有害情報の閲覧を制限するフィルタ

リングの提供が義務化されておりますが、契

約時の事業者による説明不足や保護者などの

認識不足により、フィルタリングの利用が徹

底されていないことから、その利用徹底を図

るため、関係規定を整備するものです。 

 それでは、内容に入ります。 

 まず、(1)ですが、条例第４条では、少年

の定義を小学校就学の始期から18歳未満の者

と規定していますが、今回改正します(3)と

(4)のインターネット関連の規定につきまし

ては、平成21年に施行された青少年インター

ネット環境整備法の規定にあわせ、ゼロ歳か

ら18歳未満の者を対象とすることとしまし

た。 

 １つ飛びまして、(3)ですが、少年がイン

ターネット上の有害情報を閲覧しないよう条

例第18条の２に規定されていた関係者の努力

義務を一部改正し、保護者や事業者などの関

係者ごとに、フィルタリングソフトウエアの

活用など、具体的な方法を明示することとし

ました。 

 次に、今回の改正で条例第18条の３として

新設しました(4)を御説明します。 

 具体的には、携帯電話事業者には、契約時

にフィルタリングサービスなどについて保護

者などへ書面を交付して説明することや、保

護者には、フィルタリングサービスを利用し

ない場合、その理由を記載した書面を提出す

ること、そして、事業者は、その書面を保管

することを義務化するなどを規定しておりま

す。また、実効性を確保するため、説明義務

などに違反した事業者への知事の勧告や公表

の措置などを規定しております。 

 県としては、今回の条例改正により、保護

者や携帯電話事業者に実効ある取り組みを求

めるとともに、保護者を初め、事業者、行政

などの関係機関、団体が一体となり、社会全

体で効果的な教育啓発活動を展開していきた

いと考えております。 

 このほか、少年の深夜外出制限につきまし
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ては、(2)のとおり、これまでも、深夜とな

る午後11時前に少年を自宅から連れ出し、深

夜に達したという場合、継続犯として、連れ

出した時刻を問わず、条例に違反すると解釈

してきましたが、規定上も明確にするために

文言を改めることとしております。 

 なお、条例の施行日につきましては、事業

者や保護者などへの周知を図るため、25年10

月１日としております。 

 くらしの安全推進課は以上でございます。 

 御審議のほどよろしくお願いします。 

 

○杉山消費生活課長 消費生活課でございま

す。 

 資料の129ページをお願いいたします。 

 消費者行政推進費といたしまして１億7,60

0万円余を計上しております。 

 右側説明欄によりまして、主な事業を御説

明させていただきます。 

 新規事業としまして、２の(2)消費者のく

らしを守る生活再生支援事業と(3)高齢消費

者安心事業の２つをお願いしております。 

 (2)消費者のくらしを守る生活再生支援事

業でございますが、この事業につきまして

は、多重債務者の生活再生に向けまして、面

談による家計診断や生活指導を行うことで適

切な債務整理につなげますとともに、一時的

に生じました生活資金に対する貸し付けをあ

わせて行うものでございます。地方消費者行

政活性化基金を活用いたしまして、平成22年

度から実施している事業でございますが、25

年度は、幸せ実感推進枠で対応予定のため、

新規扱いといたしております。 

 次に、(3)高齢消費者安心事業でございま

すが、この事業は、高齢者が消費者被害に遭

わないように地域で見守る見守りネットワー

ク体制の構築を目的とするものでございま

す。見守りネットワーク体制を円滑に構築で

きますよう、マニュアルを作成いたしますと

ともに、市町村職員や関係団体等を対象とし

た研修会等を実施するものでございます。財

源といたしましては、地域福祉基金を活用す

ることといたしております。 

 続きまして、資料の130ページをお願いい

たします。 

 中小企業振興費といたしまして269万円を

お願いしております。これは、貸金業法に基

づく貸金業者の登録及び指導、監督を行うも

のでございます。 

 以上、消費生活課といたしまして、合計で

１億7,900万円余をお願いいたしておりま

す。 

 御審議のほどよろしくお願い申し上げま

す。 

 

○中園男女参画・協働推進課長 男女参画・

協働推進課でございます。 

 資料の131ページをお願いします。 

 ２段目の諸費につきましては、950万円余

をお願いしております。 

 説明欄１の社会参加活動推進費は、県民と

の協働を推進する事業及びくまもと県民交流

館パレア内にあるＮＰＯ・ボランティア協働

センターにおける認証業務等に要する経費で

ございます。 

 (2)の新しい公共支援事業は、平成23年度

及び24年度に実施した新しい公共を担うＮＰ

Ｏ等の自立的活動を後押しするための活動基

盤整備事業及び新しい公共の場づくりのため

のモデル事業の成果の取りまとめ等を行う経

費でございます。 

 次に、資料の132ページをお願いします。 

 社会福祉総務費につきましては、１億7,80

0万円余をお願いしております。 

 このうち説明欄２の社会福祉諸費は、くま

もと県民交流館の管理運営及び指定管理者委

託等に要する経費でございます。 

 また、説明欄３の男女共同参画推進事業費

は、男女共同参画の推進に要する経費でござ

います。(2)の男女共同参画学習促進事業
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は、県教育委員会と協力し、中学生及び高校

生向けの学習教材の作成等を行うものでござ

います。 

 次に、資料の133ページをお願いします。 

 (3)の男女共同参画センター事業推進費

は、パレア内にある男女共同参画センターに

おいて、普及啓発や情報提供等を行う経費で

ございます。(4)の男女いきいき幸せ実感促

進事業は新規事業でございますが、大学生へ

の意識調査や企業への実態調査等を実施し、

男女共同参画の推進を図るものでございま

す。 

 以上、当課合計２億1,800万円余を計上い

たしております。 

 よろしくお願いいたします。 

 

○清原人権同和政策課長 人権同和政策課で

ございます。 

 資料の134ページをお願いいたします。 

 まず、諸費でございますが、人権啓発推進

費１億3,094万円をお願いしております。 

 主なものを御説明させていただきます。 

 (3)の人権啓発活動市町村委託事業です

が、これは、法務省からの全額国庫で、市町

村が人権フェスティバルなどの各種人権啓発

活動を行うものでございます。 

 (4)の広報・啓発事業ですが、県民の人権

意識の高揚を図るために、マスメディアなど

の広報媒体を利用したり、講演会や人権フェ

スティバル等の開催に要する経費でございま

す。 

 (5)の研修・人材育成事業ですが、人権啓

発に係る人材育成を図るための各種研修会等

の開催に要する経費でございます。 

 135ページをお願いいたします。 

 社会福祉総務費２億903万円余をお願いし

ております。 

 説明欄２の(1)の地方改善事業費ですが、

これは、市町村が設置する隣保館等の運営に

対する補助などでございます。 

 (2)の人権問題連携調整費ですが、これ

は、行政や諸団体等と連携して、人権問題解

決のための啓発活動等に取り組むための経費

でございます。 

 以上、当課合計３億3,997万円余をお願い

しております。 

 御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○小早川宗弘委員長 次に、向井病院事業管

理者から総括説明を行い、担当課長から説明

をお願いいたします。 

 

○向井病院事業管理者 本議会に提案してお

ります病院局関係の議案の説明に先立ち、最

近の県立こころの医療センターの状況につい

て御報告申し上げます。 

 まず、平成24年度の収支見込みについてで

ございますが、先議の御審議の折に説明いた

しましたとおり、収支均衡は、確保できる見

込みとなっております。 

 平成25年度につきましては、新規患者の受

け入れ促進等に努め、さらなる医業収益の確

保を目指すとともに、施設の維持管理経費の

節減等により費用の削減に努め、安定した経

営基盤を構築してまいりたいと考えておりま

す。 

 また、後ほど御報告させていただきます

が、新たにスタートします第２次中期経営計

画に基づき、思春期医療や地域生活支援など

の政策医療の充実を図ることとしており、県

立病院としての使命、役割を果たしながら、

県民の皆さんが求める医療にも積極的に取り

組んでまいります。 

 続きまして、病院局関係の議案の概要につ

きまして御説明申し上げます。 

 今回提案いたしておりますのは、予算関係

１議案でございます。 

 第53号議案の平成25年度熊本県病院事業会

計予算でございますが、収益的収支で16億1,

300万円余、資本的収支で２億2,600万円余、
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予算総額18億4,000万円余を計上いたしてお

ります。 

 また、債務負担行為の設定についてもお願

いしております。 

 以上が今回の議案の概要ですが、詳細につ

きましては、総務経営課長から説明いたしま

すので、よろしく御審議のほどお願い申し上

げます。 

 

○田原総務経営課長 病院局総務経営課でご

ざいます。 

 説明資料の145ページをお願いいたしま

す。 

 病院局の平成25年度当初予算につきまして

は、管理運営に係る収益的収支と建物、施設

の整備及び企業債の元金償還に係る資本的収

支を計上しております。 

 収益的収支におきましては、収入面では、

第２次中期経営計画上の目標としている患者

数をもとに医業収益を見込むとともに、７億

7,900万円余の一般会計負担金も含めまして1

6億2,300万円余を計上しております。支出面

では、16億1,300万円余を計上しておりま

す。収入を見据えながら支出の圧縮に努める

こととしており、収益的収支の均衡を確保す

るということにしております。 

 それから、資本的収支におきましては、財

政再建戦略の取り組みは終了しましたもの

の、引き続き現状の繰入金ベースを堅持して

いきたいと考えております。 

 このため、収入面では、一般会計からの繰

り入れを当面の間行わず、ゼロ円としており

ます。支出面では、企業債元金の償還や施設

整備の更新経費等で２億2,600万円余を計上

しており、不足する財源といたしましては、

地方公営企業会計の基準にのっとり、過去の

収支で発生した内部留保資金を充当すること

としております。 

 次に、146ページをお願いいたします。 

 主な支出の内訳でございますが、一番右の

欄でございます。 

 (1)給与費は、正職員90名、そのほか臨

時・非常勤職員の賃金、報酬、それから退職

金として10億2,200万円余を計上しておりま

す。 

 (2)の材料費は、薬品費及び給食材料費等

でございます。 

 (3)の経費につきましては、清掃等の委託

料、光熱水費、その他の諸経費で２億6,700

万円余を計上しております。 

 それから、(4)、(5)で、減価償却、資産減

耗費も計上させていただいております。 

 それから、(6)の研究研修費でございます

が、職員の資質向上を図るために、職員の研

修、旅費等、920万円余を別途計上している

ところでございます。 

 それから、147ページをお願いいたしま

す。 

 施設整備費でございますが、こちらのほう

は、老朽化した施設整備の更新でございまし

て、病棟におきますナースコール等の更新経

費3,300万円余を一応計上しているところで

ございます。 

 それから、器械備品の購入費につきまして

は、給食材料を保管する冷凍庫等の費用とし

て300万円余を計上しているところでござい

ます。 

 そのほか、企業債償還金１億8,900万円余

を計上しております。 

 それから、148ページをお願いいたしま

す。 

 債務負担行為の設定をお願いしておりま

す。 

 これは、こころの医療センターの業務のう

ち、平成25年度中に医療情報システム、ドク

ターのオーダーとか、そういったものを入れ

るシステムを私ども持っておりますが、それ

の賃借分につきまして更新するということで

ございまして、総額8,600万円余の債務負担

行為を設定するものでございます。 
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 以上、御審議のほどよろしくお願い申し上

げます。 

 

○小早川宗弘委員長 以上で環境生活部及び

病院局の説明が終了しましたので、議案につ

いて質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 

 

○前田憲秀委員 特別委員会でもあったかも

しれないんですけれども、ＰＭ2.5につい

て、再度確認も含めてお尋ねをしたいと思い

ます。 

 先日説明会も催されたと新聞にも載ってお

りましたけれども、私の地元の小学校では、

たまたまやっぱり遠足があって全員マスクを

して実行したと。あるところでは、屋外には

出ないようにしろと、非常に現場では、情報

のキャッチといいますか、迷われているとい

うお話を聞きます。そこら辺の経過といいま

すか、今後の対応をちょっとまずお尋ねをし

たいと思います。 

 

○清田環境保全課長 前田委員御指摘のとお

りでございまして、実は３月４日に記者会見

をして、５日の早朝に、国の指針を受けて、

県で定めた指針に合致するということで、朝

７時に、子供たちが登校する前とかに注意喚

起のお知らせを出させていただきました。た

だ、関係各課、保健所等は、しっかり打ち合

わせながら情報伝達はしたつもりではござい

ますが、やはり初めての注意喚起ということ

で、現場におきましては、当日遠足がある、

当日いろんな催し物がある、保育園では、室

内での遊びに切りかえるということが、私た

ちのほうにも１日500件ほどの問い合わせが

ございましたので、丁寧に答えさせていただ

きました。 

 これについては、御承知のように、一日平

均値70を超えるおそれがあるというときに注

意喚起のお知らせをするという制度になって

おりまして、即健康被害があるものではない

というふうには思っております。 

 ただ、御承知のように、短期暴露と長期暴

露という２つの問題がございまして、短期的

にもより多くは吸い込むといけないというこ

とで、マスクを着用することによってその量

を減らしていくということは非常に有効でご

ざいますので、遠足にマスク着用で出かけら

れたということについては、適切な御判断で

はなかったかというふうに思っております。 

 ただ、それぞれ対応が違ったということで

ございますので、先般、県庁におきまして、

市町村、関係機関全部集まっていただきまし

て、再度御説明をさせていただきました。中

には、マスク着用で効果がないんじゃないか

という話もありますけれども、確かに、中国

におきましては、例えば、700と数字が出た

ときにマスクで大体半分ぐらい減りますよと

いっても350ぐらいしかならないわけです。

日本国内におきましては、例えば、70、80と

いうと半分になってきますので、それに加え

て、呼吸器系の疾患の先生たちのアドバイス

の中には、マスクに湿った紙を絞って入れれ

ば、もっと効果があるということもあわせて

今後も普及してまいりたいと思いますし、丁

寧に相談に応じてまいりたいというふうに思

っております。 

 以上です。 

 

○前田憲秀委員 ありがとうございました。 

 報道も、全国版で熊本がばあんと取り上げ

られたりとか、そういう影響もあるんではな

いかなと思うんですけれども、やっぱり心配

な部分は心配だとは当事者としては思います

ので、今課長が言われた普及、徹底、しっか

りこれからも徹底をしていただきたいという

ふうにお願いをしておきます。 

 

○清田環境保全課長 引き続き正確な情報を

正しく伝えていきたいというふうに思ってお
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ります。 

 

○鬼海洋一委員 今のＰＭ2.5の測定と県民

周知というこのシステム運営といいますか、

これについては、全国的に高い評価を得てい

るということで我々も非常によかったなとい

うふうに思っているんですが、それゆえに、

逆にまた県民の心配を呼ぶという皮肉な結果

だというふうに思っていますが、しかし、今

課長御報告のとおりに、持っている機能を十

二分に発揮されながらやられているというこ

とを高く評価したいというふうに思います。 

 しかし、この大気汚染については、やっぱ

り１つの県でやるにはかなり厳しいという

か、本当の意味で解決するという上でなかな

か問題解決にはならないというものもありま

して、そういう意味では、今回のこのＰＭ2.

5にかかわらず、大気にかかわる取り組み

は、九州各県とですね、その単位と国との協

力関係の中で事を進めていくということが非

常に大事ではないかと思っているんですね。

そういう意味で、そのあたりの施策といいま

すか、取り組みについて何かあればお聞かせ

いただきたいと思います。 

 

○清田環境保全課長 委員今お話しいただき

ましたように、実は昨年度九州知事会が指宿

温泉でありましたときに、ここ３～４年、九

州各県、越境汚染に対して有害物質が飛んで

くるんじゃないかということで、実際、同じ

日に同じもの、それから同じ分析方法でやっ

ていくということで、調査、研究を進めまし

て、私、10月の九州知事会で発表させていた

だきました。現状においては、有害物質につ

いて、健康に影響があるものが向こうから飛

んできていないということで、現在は確認さ

せていただいておりますし、そういったこと

で、知事会でも、九州各県のそれぞれの環境

生活部における取り組みについては好意的な

評価をしていただいております。 

 ただ、やはりこれだけではまだ足りないと

いうことで、先ほど申し上げましたように、

ＰＭ2.5そのものの微量粒子状物質の分析と

いうことも予算計上させていただきましたけ

れども、ガイドラインも示されてきておりま

すので、実際フォーシーズン分析を来年度や

っていきたいと、その結果も国の指針に反映

させていただきますし、もちろんそのデー

タ、これは全国は出てくると思いますけれど

も、中国への働きかけというのもデータでも

って物が言えるんじゃないかというふうに思

っておりますので、今後もしっかりと取り組

んでまいりたいと思っております。 

 

○鬼海洋一委員 実態としては、これほど明

らかになっているにもかかわらず、バックグ

ラウンド汚染については、中国のほうは認め

ていない状況ですよね。それで、さっき言い

ましたように、九州という単位、あるいは国

との関係と同時に、既に熊本県もやられてい

るわけですが、忠清南道との共同研究あたり

もやられているわけで、その意味では、九州

各県の中でも熊本県のこの対策については高

く評価をされていると。先ほどお話しのとお

りに、知事会の中でも課長が直接その報告を

するということだってなされているとお聞き

いたしておりまして、ぜひその取り組みも続

けていただきたいというのを申し上げておき

たいと思います。 

 あと１つ、いいですか。 

 

○小早川宗弘委員長 はい。 

 

○鬼海洋一委員 同じ、課長がおやめになる

はなむけの質問をしたいというふうに思って

いるんですが、実は、先ほど部長のこの概要

説明の中でも、百年の礎を築く、水の国くま

もとということで、地下水の安全対策です

ね、今回、この116ページにも記載をされて

おりますが、地下水の保全対策、今全国的に
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も熊本の水は安全でうまい、しかもこれほど

それぞれの上水道という役割を果たしている

県はないというぐあいに評価をされていると

ころですけれども、しかし、あと20年、30年

すると飲めなくなる危険性があるんではない

かと。それは何かというと地下水汚染の問題

ですよね。今もう地下水の検査をなされてい

るわけで、硝酸性窒素というのは依然として

全県的に出ているという問題もあります。 

 きのうこの話をすればよかったんですけれ

ども、ちょっとほかのことがあったもんです

から、改めてきょう質問するわけですが、こ

の地下水保全対策、こういう会をつくってと

いうことのようですけれども、どういうこと

を基本にしながら、どういう組織をつくっ

て、その組織はどういうぐあいに生かしてい

きたいというふうにお考えなのかということ

をお聞かせいただきたいと思います。 

 

○清田環境保全課長 今委員御指摘の地下水

の問題ですが、当課としては、従来、例えば

有機溶剤関係の汚染についてしっかりと取り

組んできて、現在のところそういったものは

見られておりません。 

 そして、加えて、今お話がありましたよう

に、硝酸性窒素の問題については、これは環

境生活部だけで取り組むということはなかな

か難しい問題がございます。これは、関係土

木部にしましても、農林水産部におきまして

も、今グリーン農業ということもやっておら

れます。 

 ただ、連携はしますものの、環境生活部と

して今後やっていくのは、今現在、熊本市、

それから地下水財団と連携して、硝酸性窒素

のシミュレーション事業というのをやってお

りまして、実際この前会議でも御説明しまし

た。 

 これについては、県と熊本市でやっている

ものの、やはり熊本市と県だけではなくて、

現在は市町村も入っていただいて、このシミ

ュレーション事業も生かしていただきなが

ら、それぞれの市町村でも硝酸性窒素対策と

いうことを取り組んでいただけるよう、ま

た、この精度も上げていきたいと思います

し、昨年度から、私自身とそれから熊本市の

環境の課長が、国の硝酸性窒素対策の委員を

拝命しておりまして、国の中でも熊本県の取

り組みについては高い評価を今受けていると

ころでございます。 

 あとは、毎月国のほうに行きまして、提案

なり、それから逆に御提案をいただいたりと

いうことで、今論議をしているところでござ

います。来年度もそういった取り組みを国が

やりたいということでございますので、全国

の先駆けになるような取り組みに持っていけ

たらというふうに思っております。 

 以上でございます。 

 

○鬼海洋一委員 今おっしゃったように、特

に、農政部との連携とか、関係各部との連携

をしていかなければ問題解決はできないとい

う、そういうことだというふうに思います。

しかし、それぞれに具体的な取り組みをいた

だいているわけでありまして、今後とも引き

続きお願いしたいと思います。 

 それから、特に清田課長につきましては、

数々の実績を上げていただきまして、ぜひ今

後とも御活躍いただきますようよろしくお願

いします。ありがとうございました。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに。 

 

○松岡徹委員 まず最初に、109ページの水

俣病関係、先日、３月３日、水俣市で不知火

患者会の集会がありまして、報道もされてお

りますけれども、５月ごろ提訴というような

方向が打ち出されたようですけれども、水俣

病をめぐる現状認識と今後の見通し、そこら

辺はどんなふうに熊本県として見ているのか

なというのをまずちょっと最初伺いたい。 
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○田中水俣病保健課長 水俣病問題の現状認

識と今後の見通しということで大変難しい御

質問いただきましたけれども、まず、御承知

のとおり、現在まだ特措法による救済の審査

のほうを継続させていただいておりますの

で、まだその方々への対応が残っておりま

す。私どもとしては、その方々への早急な審

査というものに心がけてまいりたいと思って

おります。 

 それから、手帳を受けられた方々に対しま

しては、その手帳の御利用を通して安心して

医療を受けていただくということの継続、そ

れから、あと、補償や救済を受けられまして

も、それで問題が全て解決するわけではござ

いませんで、日々いろんな日常生活上の問題

がございますので、先ほど少し予算のほうで

御説明をさせていただきましたが、重篤な患

者さんを中心に日常生活の御支援をさせてい

ただいております。 

 あと、これ以外にも、健康福祉部のほうの

お力もおかりをいたしまして、認定患者さん

のみならず、水俣病が発生したこの水俣地域

だからこそ、よりよい医療や福祉が提供でき

るような、そうした取り組みもさせていただ

いております。 

 それから、今後のことにつきましては、そ

うした事業を継続させていただきますととも

に、それ以外にも、水俣病問題につきまして

は、健康不安の問題、それから偏見、差別解

消の問題、もっと大きく言いますと、地域全

体がいろんな影響を受けてまいっております

ので、それらにつきまして、私どもとして

は、一つ一つ真摯な対応をしてまいりたいと

いうことでございます。 

 以上でございます。 

 

○松岡徹委員 結局、特措法ができて、あた

う限りの救済ということで進めてきたんです

けれども、７月末で締めたので、そこで締め

切られた人がいると。地域と出生年月による

また区別と。それから、特措法の手続はした

けれども、非該当ということで、いわば切ら

れるというか、一応私の表現で言えば。それ

に異議申し立てしても、それはだめですよと

いうことだから、いわば救済の道を求めると

すれば、裁判に打って出る以外にないという

状況に少なからぬ人が立ち至っている現状が

あると思うんですね。そうなると、いわゆる

特措法であたう限りの救済といった路線が、

それではうまくいかないということが今はっ

きりしてきているんじゃないかなと。 

 私は、この場で繰り返し繰り返し、こうな

る可能性があるということを感じて、今のや

り方を改める必要があるんじゃないかという

ことを言ってきたんですけれども、今、田中

課長のお話聞いても、いわば水俣病の被害者

全てを救済する方向での解決というにはとて

も見えない感じがするんですよね。その辺は

いかがですか。特措法のスキームでの救済解

決というのは、かなりいわば見通しが暗いと

いうか、崩れてきているというふうに認識す

べきじゃないかと思うんですけどね。 

 

○田中水俣病保健課長 特措法につきまして

は、これは、先生方よく御存じのとおり、最

高裁判決を受けまして、その後、多くの方々

が自主的な交渉によって、あるいは訴訟によ

って救済を求められる、そういう方々が数千

名出てきたと。こうした事態をこのまま見過

ごすわけにはいかないということで、先生方

のお力やあるいは国会議員の先生方のお力で

この特別措置法ができたと。この特別措置法

は、もうその名のとおり、私の理解としまし

ては、特別に対応すると。もともと公害健康

被害の補償に関する法律というものがござい

ますので、それで対処できない方について特

別に対応するんだというふうに理解をしてお

ります。 

 そうしたことから、また、一般的にも救済

 - 53 -



第９回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成25年３月15日) 

の対象となる、ならない、何事にもそうした

判定の基準というものがあるかと思います

が、どうしても基準に満たない方というもの

は、これは、どこでその基準を設けてもそれ

は出てくるものかなと思っております。 

 ただ、今後の状況につきましては、私ども

も、特措法でこの水俣病の被害者救済の問題

がもう全て完璧に解決できるというふうには

思っておりません。引き続き、相談窓口も設

けておりますし、健康不安をお持ちの方に対

する健診等の対応もさせていただきます。そ

うした中で、またいろんなお声を聞かせてい

ただきたいというふうに思っております。 

 以上でございます。 

 

○松岡徹委員 結局は、公健法による、現在

の認定基準による救済というのでは、ほとん

どいわゆる水俣病被害者の救済はできないと

いうところから、いわば特措法のスキームも

できたわけですね。だから、公健法のやつ

は、それはそれとしてあるんだけど、やっぱ

り広く大きく救済するという点で特措法がで

きたわけで、しかし、それでも救済できない

という人が今後――あるドクターの見解で、

あと８万ぐらい潜在しているんじゃないかと

言う人もいるんですけど、ここからまた裁

判、司法による救済ということを選択する

人、これがまたどのくらい続くのか、かなり

広がると思われますけれども、そういう中

で、また新たな救済のスキームをつくってい

くことになるのかと思うんですよね。 

 ですから、私は、繰り返し言うんだけど、

一つは、この異議申し立てに対して、熊本、

鹿児島がとっている態度を改めて――新潟は

審理をするというふうに知事さん言っておら

れるし、また、そうなってきているわけです

けれども、やっぱり審理をするということ、

それから地域と出生年月による区別を取り払

うということですね。そして、沿岸住民の健

康調査をやると、そういう方向に環境省に働

きかけて道を求めていかないと、とても解決

の道は開けないということを指摘しておきた

いと思います。 

 次に、112ページ、地下水保全対策、いつ

かも言ったかもしれぬけど、僕は、30数年

前、熊本市議団の党の仕事をしているとき

に、熊本の地下水は公水だと、そう位置づけ

て熊本市の条例改正の提案をしたことがある

んですけれども、条例改正をして公共水とい

うふうに位置づけて地下水保全に取り組む、

これは本当に画期的なことだと思うんです

が、報道によると、許可をとるべき大口取水

の許可申請が752に対して26とか、それか

ら、国関係の官公庁が10事業所あるのにゼロ

とかいうのが報道されておりましたけれど

も、これはその後改善されてきたのかどう

か、ちょっと伺いたいと思いますけれども。 

 

○清田環境保全課長 今回の許可制導入によ

りまして、県内で許可を要する井戸が約1,20

0本あるというふうに我々で把握しておりま

す。それで、今、今年度で申請が上がってき

ているのが約100本程度でございます。 

 この許可制度、３年間の経過期間を設けて

おりますので、昨年の10月１日から27年９月

末までに許可を受けていただくということに

しております。仮にこの３年間に平均的に申

請があるとすれば、１年間400本、半年で200

本ということでございます。今ちょうど施行

して半年くらいで100本ということでござい

ますから、平均よりはちょっと少ない本数で

の申請になっているかと思っています。 

 ただ、制度の周知も一生懸命やってきてお

りますけれども、今回のこの許可申請は、単

に申請していただくだけではなくて、節水を

どうやって取り組んでいただくか、あるいは

涵養の取り組みをどうやってやっていただく

かということを、そういった計画もあわせて

出していただくようにしておりますので、そ

ういった問い合わせというのは、かなりの問
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い合わせ、300件ぐらい来ておりますので、

今そういった御検討をいただいているとは考

えております。 

 確かに、新聞報道で、特に行政機関がまだ

余り申請していないような書き方もありまし

た。私どものほうから、また、その後、そう

いった特に公共機関については、早目の御申

請をお願いしますというような周知も行った

ところですし、その中でもやはり水道事業者

がかなりの本数の井戸を持っているもんです

から、かなり準備に時間がかかっているとい

うことは事実としてあろうかと思いますけれ

ども、今後、さらに申請が促進されるように

働きかけていきたいと思っております。 

 以上です。 

 

○松岡徹委員 それで、国関係の10カ所とい

うのは、これはその後出たんですか。まだ出

てないんですか。 

 

○清田環境保全課長 御相談は受けておりま

して、準備はしていただくようにしておりま

すけれども、まだ出ていなかったと思ってお

ります。 

 

○松岡徹委員 地下水条例が、地下水を公共

水というふうに位置づけて改正されたのは、

要するに、地下水の需給バランスが今のまま

ではやばいということだと思うんですよね。

ですから、ぎりぎりじゃなくて、できるだけ

やっぱり早く節水もやりながら、きちっと許

可申請をさせて、きちっと規制していくとい

うような趣旨ですよね。ですから、努力はさ

れていると思いますけれども、条例改正の趣

旨を本当に徹底をして、そういう取り組みを

盛り上げていくというようなことでの取り組

みは一層強化をしていくべきではないかと思

います。 

 委員長、次に……。 

 

○小早川宗弘委員長 どうぞ。 

 

○松岡徹委員 環境保全課ですね、117ペー

ジ、118ページになります。いつかちょっと

質問しましたけれども、新幹線の騒音・振動

対策、これは、今度の県予算には、ここには

入ってないんですか。 

 

○清田環境保全課長 新幹線の予算計上です

けれども、新幹線につきましては、当初、全

線開業当時は国の委託もございまして、予算

計上して測定をさせていただきました。た

だ、委員も御承知かもしれませんけれども、

県の場合は、県独自ではかる技術と測定器を

持っておりますので、いつでもはかられる体

制はとっておりますので、特に予算計上につ

いては、現在のところやっておりません。 

 

○松岡徹委員 去年の９月だったですかね、

質問して、取り組むといいますかね、その相

手方は整備機構とＪＲだと思うんですが、熊

本県として、その後整備機構やＪＲ九州に対

して何か働きかけたりされたか、そして対策

の現状をどういうふうに認識しておられる

か、いかがですか。 

 

○清田環境保全課長 委員も御承知のよう

に、例えば、新幹線が通過する地域におきま

しては、現時点で、地元の市においても測定

をするということで、御相談なり、お話が参

っておりますので、県として、助言、それか

ら実態の把握ということにはしっかりと努め

ているところでございます。 

 また、鉄道・運輸機構、ＪＲ九州ですけれ

ども、この市町村の動きも含めて、うちから

も、いろいろ鉄道・運輸機構に対してお話は

重ねて、誠実に対応していただくように申し

上げているところでございます。 

 以上です。 
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○松岡徹委員 私は、ことしに入って、水俣

市の初野地域、八代の新幹線の沿線ですね、

それから氷川町、ずっと調査して回ったんで

す、聞き取りを主に。そうすると、全線開業

して、ダイヤ改正後、かなりやっぱり深刻な

被害が出ているといいますか……(資料を示

す)これは水俣の初野地域の敷地などの写真

ですけれども、やっぱりひび割れとか、陥没

とか、これは整備機構のほうにも届いている

んですけれども、家がやっぱりひび割れとっ

たり、八代なんかも、結局は６時過ぎから夜

中12時近くまで通るわけですよね、回送電車

含めると。そうすると、もう12時過ぎてから

しか寝れないというか、だから、睡眠導入剤

を飲んで体がおかしくなったとか、ひび割れ

とか。 

 それで、八代の市長さんと関係の自治会長

さんが連名で２月末に整備機構に行かれたり

しているわけですけれども、いろいろ僕が調

べてみたら、以前みたいに車輪の音とかパン

タグラフの接触の音とかというのはいろいろ

改良されてあれだけど、今は空力音というの

がすごくあって、この空力音というのは、大

体電車が動くことによって起きる音ですけれ

ども、200キロか300キロに上がったら、100

キロで大体10デシベル騒音が上がるという、

そういう学者の計算があるんですけれども、

やっぱり実際聞いてみると、そんな感じ。 

 もう一つは、測定をすると、騒音は70デシ

ベル超えるけれども、振動は基準以下ですと

なっているわけ。ところが、これが被害が別

々じゃないというか、騒音と振動が複合的に

被害を醸し出すという研究論文があるんです

けれども、特に、新幹線の軌道に近い一戸建

て住宅の場合は、振動が主なやっぱり要因に

なって騒音とプラスして被害感を高めるとい

うような……。 

 それで、僕は、２月19日に整備機構とＪＲ

九州に行ったんですね。相当な幹部が会って

くれた、取締役員とか。とにかくダイヤ改正

してスピードを上げたから騒音も振動もこう

なっているんだと言ったら、ＪＲが言うに

は、私のほうは、260キロとか300キロとかし

ても大丈夫だという、そういう設備だという

ことで整備機構からお借りして運行している

んですと。ですから、私のほうには責任はあ

りませんと、整備機構がちゃんとしていると

いうからそのスピードで運転しているんです

というわけよ。 

 そうすると、今度は、整備機構に行った

ら、整備機構が言うのは、いや、ダイヤ改正

に基づいて振動も騒音もアップしているわけ

で、確かに、これについては、振動によるひ

び割れだというふうに課長が認めたんですけ

れども、振動によるひび割れなんだけれど

も、それはスピードアップに基づいてという

わけ。 

 それで、僕は両方に言ったんですたい。両

方で統一見解を示しなさいと。あなたたち

は、片一方に責任なすりつけて、住民は被害

に遭っとるのに、そんなことでいいのかとい

うことで。そしたら、何て言うたかというた

ら、この問題は、国土交通省とも相談しなが

ら、もう少し時間を下さいというふうに言っ

たんですよ。 

 ですから、これはやっぱり熊本県も沿線の

自治体とも協議をして、こういう問題ではも

う少し踏み込んだ対応をしていただく必要が

あるんじゃないかなと。少なくとも国交省と

相談して統一見解をまとめてお知らせします

というふうにはなっているんですよ。ですか

ら、課長、おやめになるということですけれ

ども、後進にそういう点はひとつしっかりバ

トンをつないでいただいてほしいなと思いま

すけれども、いかがでしょうか。 

 

○清田環境保全課長 現在までも地元自治体

とは連携をとりながらやっておりますので、

引き続き環境保全課として丁寧に対応してま

いりたいというふうに思っております。 
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○松岡徹委員 最後に、130ページ、消費者

行政関係です。 

 これは、この前の委員会で消費者行政基金

の関係もあって、かなり体制はある程度ちゃ

んとしているというお話だったので、県全体

の消費者行政の状況をちょっとお聞きしたい

なと思いまして、聞きたい点、３つ言います

ので。 

 １つは、消費生活センターの設置率、全国

的には2012年度で42％ということですけれど

も、県内は幾つかどうかなと。それから、事

務職員の兼務職員の率、全国的には68.3％と

いうことですけれども、いかがでしょうか。

３点目に、消費生活相談員の有資格率、資格

を持っている有資格率が、これは全国的には

78％ということですけれども、いかがでしょ

うかと。 

 今答えができれば教えていただきたいし、

わからないならば、後日でも結構ですけれど

も。 

 

○杉山消費生活課長 まず、センターの関係

でございますが、熊本県の場合、14市につい

ては全てセンター設置しておりますが、町村

については、まだセンターまでには至ってお

りません。だから、基本的には45分の14とい

うことですかね。 

 それと、兼務職員につきましては、ちょっ

と把握しておりませんが、基本的に14市のセ

ンターには全て相談員がおられますが、あ

と、町村については、11町村については相談

員の方がおられます。それ以外は、町村の職

員の方が対応しておられるというふうな状況

です。 

 

○松岡徹委員 数字的に後で整理できたら、

また教えてください。 

 

○杉山消費生活課長 わかりました。 

 

○小早川宗弘委員長 じゃあ、杉山課長、後

から資料を提供してください。 

 ほかに。 

 

○西岡勝成委員 水俣病のことについて、こ

の前、実は御所浦から有力な方々たくさんお

見えになって、御所浦の架橋建設促進につい

てお見えになったんですよ。天草、今熊本天

草幹線道路もかなり金がかかっていますの

で、なかなか遅々として御所浦架橋が進まな

い。陳情にお見えになった方々の話だと、せ

めて御所浦町だけでもつなげてほしいと。天

草、本渡とつながんでも、せめて御所浦町が

一体となるような形にしてほしいという要望

でございました。 

 水俣のほうは、水俣・芦北振興計画あたり

でつくられて、水俣病対策も含めて地域対策

も進めておられますが、本当は、水俣は大変

で天草迷惑なんですね、この水俣病というの

は。本当、御所浦というのは、漁業中心の町

ですから、ほとんどの方々が救済を受けられ

ている状況、町の疲弊もすごい。島ですか

ら、今過疎とか高齢化というのは当然かもし

れませんけれども、それを差し引いてもかな

りのひどい現状がある中で私は言ったんです

けれども、これはもう架橋は違う視点で建設

にかからないと、ただ国交省にお願いした

り、県にお願いしてもなかなか難しいので、

別枠をやっぱりつくって、この水俣病でこれ

だけ地域が疲弊してきているんだからという

ことで言ったんですけれども、特措法で個々

の救済はいろいろ進んでおりますけれども、

この地域の救済がなかなか――ひどい疲弊の

状況の中で今度小学校も廃校になっておりま

すけれども、そういう中で、やっぱり少なく

とも島同士をつなげてほしいというような切

実な話を聞いたときに、やっぱり県として

も、ただ土木部が国交省に行くんじゃなく

て、水俣病を担当する環境生活部長あたり
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も、地域のこの疲弊の現状を環境省あたりに

訴えて、国交省にもつなげていって、やっぱ

り別枠でこの予算をつけていかないと、なか

なか、天草もいろいろな地域があって予算を

使っていますので、簡単にはいかないという

話をしてきたんですが、今後やっぱりもう―

―我々も同じ選挙区になりますけれども、や

っぱり合併後の疲弊がひどいですよね、御所

浦あたり、特に。 

 そういうことで、ぜひ、国に対して、そう

いう水俣病という大きなこの流れの中で、地

域が疲弊していっとる事実を訴えて、その中

で国の施策をお願いするという形をぜひとっ

てもらいたいと思いますけれども、部長、ど

うでしょうか。 

 

○谷﨑環境生活部長 今お話がありました御

所浦の架橋の話でございますが、たしか下部

工はもう工事に入ったと思います。上部工が

まだできていないという認識でおります。た

しかその進捗があってないと思いますけれど

も。 

 地域振興の観点からの国土交通省に対す

る、当然土木部が中心ですけれども、土木部

と一緒になった申し入れというのは、あるい

は環境省に対して働きかけをして国土交通省

にということだと思いますので、私自身は、

個人的には、今、西岡委員のほうから話があ

りましたような話は伝えたいと思っていま

す。 

 地域振興につきましては、１点だけ申し上

げますと、あそこの被害者の方々を中心とし

て、高齢者の介護予防という観点から、リハ

ビリ事業をやっています。御所浦の支所が１

階にあるんですが、その２階にいさな館とい

う館をつくりまして、そこにリハビリの器具

を置いて、高齢者の方々が順番に、毎日じゃ

ございませんけれども、日々そういうリハビ

リの訓練をされたりなんかされていまして、

そこでもやい館的な役割もされているという

ことで、一つは、そこを中心として、その島

々にもそういうリハビリの施設も幾つか環境

省としてはやっていますので、気持ちとして

は、そういう意味での被害者の方々のみでは

なく、そういう地域の方々、疲弊した地域に

対して、高齢者の介護予防的な視点で今その

施策をやっていますので、思いとしては環境

省自身もあると思いますので、そういったと

ころに私としても働きかけをしていきたいと

思っています。 

 

○西岡勝成委員 折々にぜひ訴えていただき

たいと思います。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに。 

 

○藤川隆夫委員 公害被害者救済対策のその

下にある水俣病総合対策事業費の中の２番の

新規事業なんですけれども、水俣病診療拠点

設置・ネットワーク構築事業というのがある

んですけれども、具体的にどういうようなネ

ットワークをつくっていって、対象者はどう

いう形になるのかというのをちょっと教えて

いただければと思います。 

 

○高山水俣病審査課長 先ほどの説明の中

で、昨年の８月３日の日に環境省から発表し

た水俣病問題の解決に向けた今後の対策の中

に位置づけられておりまして、熊本大学と連

携して、水俣市立総合医療センターのほうに

神経内科医を派遣するというような位置づけ

ができております。それに基づきまして、今

回、必要な経費ということで2,000万円を計

上させていただいておりますけれども、具体

的には、今言いましたセンターへの神経内科

外来の充実と神経内科医の派遣。 

 

○藤川隆夫委員 人件費ですね。 

 

○高山水俣病審査課長 はい。それと、あと
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地域医療研究機関間との水俣病診療に関する

ネットワークを構築するという内容になって

おりますけれども、その方法について、具体

的については今後熊大あたりと詰めさせてい

ただきたいというふうなところで、具体的な

ところまではまだいってません。 

 

○藤川隆夫委員 わかりました。 

 今言ったように、大部分は人件費と考えて

いいんですかね。これからそのネットワーク

構築は考えていくという話ですね。了解で

す。 

 

○高山水俣病審査課長 今委員の言われたと

おりでございます。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかにありませんか。 

 なければ、これで環境生活部及び病院局に

対する質疑を終了いたします。 

 それでは、付託議案の採決に伴い、健康福

祉部が入室するため、ここで10分間ほど休憩

いたします。 

 再開は３時10分からにしますので、皆さん

方お集まりいただきたいと思います。 

 休憩いたします。 

  午後２時59分休憩 

――――――――――――――― 

  午後３時10分開議 

○小早川宗弘委員長 それでは、委員会を再

開いたします。 

 ただいまから、本委員会に付託されました

議案第33号、第35号、第47号、第53号、第61

号から第67号まで及び第87号について、一括

して採決したいと思いますが、御異議ありま

せんか。 

 

○松岡徹委員 33号は、別でお願いします。 

 

○小早川宗弘委員長 33号ですね。それで

は、一括採決反対の表明がありました議案第

33号について、挙手により採決いたします。

33号ですね。 

 

○松岡徹委員 33号です。 

 

○小早川宗弘委員長 33号について、原案の

とおり可決することに賛成の委員の挙手を求

めます。 

  (賛成者挙手) 

○小早川宗弘委員長 挙手多数と認めます。

よって、議案第33号は、原案のとおり可決す

ることに決定いたしました。 

 次に、残りの議案、第35号外10件について

は、一括して採決いたします。 

 原案のとおり可決することに御異議ありま

せんか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 御異議なしと認めま

す。よって、議案第35号外10件は、原案のと

おり可決することに決定いたしました。 

 次に、継続中の付託された請願を議題と

し、これについて審査を行います。 

 それでは、請第２号について、執行部から

状況の説明をお願いします。 

 

○一健康危機管理課長 健康危機管理課でご

ざいます。 

 350万人のウイルス性肝炎患者の救済につ

いて国への意見書提出を求める請願でござい

ます。 

 本請願は、国に対して全てのウイルス性肝

炎患者の救済を求めるというものでございま

す。 

 このうち、集団予防接種の際の注射器の連

続使用によってＢ型肝炎ウイルスに感染した

として争われているＢ型肝炎訴訟について

は、平成23年６月に国と原告弁護団の間で成

立した基本合意書に基づき、現在和解手続が

進められています。これまで全国で8,270人

以上の人が提訴しており、うち2,410人以上
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の方と和解が成立しています。 

 一方、特定の血液凝固因子製剤にＣ型肝炎

ウイルスが混入することによって不特定多数

の者に感染被害を出した薬害Ｃ型肝炎につい

ては、薬害肝炎被害者救済特別措置法に基づ

き救済が進められております。これまで全国

で2,810人以上の人が提訴しており、うち1,9

80人以上の人と和解が成立しています。 

 こうしたＢ型・Ｃ型肝炎患者の救済に関し

ましては、予防接種や薬剤投与の事実を証明

できる当時のカルテの存否や母子感染でない

ことの証明の有無などにより、救済される方

とされない方に差が生じるという状況に変わ

りはありません。 

 以上が12月議会以降の状況でございます。 

 

○小早川宗弘委員長 ただいまの説明に関し

て質疑はありませんか。 

  (「なし」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 なければ、これで質疑

を終了いたします。 

 次に、採決に入ります。 

 請第２号については、いかがいたしましょ

うか。 

  (「継続」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 継続という意見があり

ますので、継続についてお諮りをいたしま

す。 

 請第２号を継続審査とすることに御異議あ

りませんか。 

  (「なし」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 御異議なしと認めま

す。よって、請第２号は、継続審査とするこ

とに決定いたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  (「異議なし」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 それでは、そのように

取り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が10件あっており

ます。 

 まず、報告について、執行部の説明を求め

た後に質疑を受けたいと思います。 

 それでは、健康福祉部・吉田健康福祉政策

課長から報告をお願いします。 

 

○吉田健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

ございます。 

 第６次熊本県保健医療計画について報告さ

せていただきます。 

 報告事項の１ページをお願いいたします。 

 保健医療計画につきましては、12月の委員

会におきまして、計画の目的や概要等につい

て御説明をさせていただいておりますので、

本日の報告では、12月以降の計画策定の動き

を説明させていただきます。 

 １ページ、中段にございます３番、計画策

定のスケジュールでございます。12月議会以

降の動きでございますが、本年１月15日に、

今年度２回目の熊本県保健医療推進協議会を

開催し、計画案についての協議を行いまし

た。その後、１月21日には、熊本県医療審議

会において、計画策定に当たっての取り組み

と計画案についての報告を行っております。 

 ここまでの協議を踏まえた第６次計画案に

ついて、１月30日から２月28日までの期間、

県政パブリックコメントを実施いたしまし

た。それにあわせて、関係団体、市町村等へ

の意見照会も実施いたしました。このパブリ

ックコメントと意見照会の両方合わせて19件

の御意見をいただいたところです。かかりつ

け医の定着推進に関する御意見などいただい

ておりまして、今後の施策の参考とさせてい

ただくとともに、計画案にも若干の文言の修

正を加えることとしております。 

 (2)の今後の予定としましては、パブリッ
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クコメント等でいただいた意見などを反映さ

せた最終的な第６次計画案について、３月22

日に開催される熊本県医療審議会への諮問を

予定しております。その後、医療審議会から

の答申を経て、３月末までには計画の策定を

完了し、厚生労働省への報告等を行いたいと

考えております。 

 ４番の地域保健医療計画の策定についてで

すが、第６次熊本県保健医療計画は、県全域

の計画と11の２次保健医療圏ごとに作成する

地域保健医療計画の２つで構成されておりま

す。地域計画は、当計画の別冊版として地域

の特性や実情に即した保健医療施策につい

て、地域保健医療推進協議会とその部会とし

て、今年度新たに設置した地域計画検討部会

での協議を経て、各圏域において主体的に策

定されるよう取り組みを行っていただいてお

ります。 

 ３月末までには、熊本市を含む11の全ての

圏域において、地域保健医療計画の策定が完

了する見込みとなっております。 

 なお、２ページから６ページまで計画の概

要を記載しておりますが、12月の委員会で報

告したものと内容は変更はございません。４

月からは、この計画に基づき、保健医療の各

種施策に取り組んでいくこととなります。 

 説明は以上です。 

 

○三角医療政策課長 医療政策課でございま

す。 

 当課において本年度策定を予定しておりま

す３つの計画につきまして、昨年12月の厚生

常任委員会において、目的、主な記載内容、

策定スケジュール等について御報告申し上げ

たところでございますが、今回は、計画案の

概要、その後の経過等について御説明申し上

げます。 

 報告事項の７ページをお願いいたします。 

 まず初めに、第２期熊本県における医療費

の見通しに関する計画についてでございま

す。 

 本計画は、県民生活の質の維持及び向上を

確保しつつ、医療費が過度に増大しないため

の対策を定め、県民が良質かつ適切な医療サ

ービスを受けられる体制を確保することを目

的として策定するものでございます。 

 ９ページをお願いいたします。 

 計画案の概要について御説明をいたしま

す。 

 医療費を取り巻く現状と課題として、本県

の医療費や平均在院日数など、関連する項目

について現状を記載しております。 

 10ページをお願いいたします。 

 10ページから11ページにかけて、達成すべ

き目標として県民の健康の保持の推進に関す

る目標や、医療の効率的な提供の推進に関す

る目標として特定健康診査の実施率や平均在

院日数など、それぞれの目標に対し目標値を

掲げております。 

 11ページ下段に、４として、計画期間内に

おける医療費の見通しについて記載しており

ます。適正化に向けた取り組みを行った場合

と行わなかった場合の医療費の推移について

推計を行い、効果額を算定したものでござい

ます。 

 12ページをお願いいたします。 

 目標を達成するために県が取り組むべき施

策等でございます。 

 計画に掲げました目標を達成するため、関

係機関等と連携、協力を図りながら、ここに

記載しておりますような施策に取り組んでい

くこととしております。 

 なお、本計画案につきましては、平成25年

２月12日から３月13日まで県政パブリックコ

メントを実施いたしましたが、３件の御意見

が寄せられております。現在御意見に対する

県の考え方を整理しているところでございま

すが、計画内容の大幅な修正等には至らない

ものと考えております。 

 13ページをお願いいたします。 
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 第11次熊本県へき地保健医療計画について

でございます。 

 本計画は、僻地医療を担う医師への支援策

や僻地医療機関に対する支援策などに関する

計画を定め、僻地や離島における医療提供体

制の確保を図ることを目的に策定するもので

ございます。 

 計画案の概要について御説明いたします。 

 14ページをお願いいたします。 

 14ページ下段から15ページにかけて本県の

僻地医療の現状について記載しております。 

 15ページのグラフにも示しておりますとお

り、僻地医療拠点病院や公立病院の常勤医師

数の減少によりまして、僻地診療所への支援

が厳しくなってきている状況にございます。 

 次に、18ページにかけまして、施策の方向

として、県や市町村、関係機関等が取り組む

べき項目について記載をいたしております。 

 僻地医療が安定的に提供できるよう、僻地

医療にかかわる医療機関の強化や支援体制の

強化、また僻地医療を担う医師等の育成、確

保等に、県、地域、関係機関等が一体となっ

て取り組んでいくこととしております。 

 なお、本計画案につきましても、平成25年

２月12日から３月13日まで県政パブリックコ

メントを実施いたしましたが、御意見の提出

はございませんでした。 

 19ページをお願いいたします。 

 第２期熊本県周産期医療体制整備計画につ

いてでございます。 

 本計画は、県民が安心して出産できる環境

を整えるため、周産期における母体、胎児の

緊急時の医療体制と関係医療機関間の連携体

制の整備を図るために策定するものでござい

ます。 

 計画案の概要について御説明をいたしま

す。 

 20ページをお願いいたします。 

 20ページから22ページにかけまして、周産

期医療を取り巻く現状として、周産期医療関

連データから見た現状、搬送状況、県外搬

送、ＮＩＣＵ入院児の状況等について記載を

いたしております。 

 23ページをお願いいたします。 

 周産期医療体制として、本県の周産期医療

に係る連携体制や周産期母子医療センターの

状況について記載をいたしております。 

 24ページをお願いいたします。 

 周産期医療提供体制推進方策として、周産

期母子医療センター、県医師会、県産婦人科

医会等関係機関と連携を図りながら、総合的

な早産予防、ＮＩＣＵ入院児の在宅移行支

援、極低出生体重児支援等の対策に取り組

み、周産期医療提供体制の確保、充実に努め

ていくこととしております。 

 なお、ほかの計画と同様、平成25年２月12

日から３月13日まで県政パブリックコメント

を実施いたしましたが、本計画案に対する御

意見の提出はございませんでした。 

 以上が医療政策課で本年度策定を進めてお

ります計画の概要でございます。 

 ただいま御説明いたしました３つの計画に

つきましては、今後、最終意見を取りまとめ

た上で計画を策定いたしまして、厚生労働省

へ報告することとしております。 

 医療政策課からは以上でございます。 

 

○林田国保・高齢者医療課長 国保・高齢者

医療課でございます。 

 報告事項の25ページをお願いいたします。 

 熊本県市町村国民健康保険支援方針の改定

について御説明いたします。 

 この支援方針は、１の目的のとおり、国民

健康保険法に基づき、県内市町村の国保財政

の安定化の推進などのため、市町村や関係機

関と連携しながら取り組む施策等について定

めるものでございます。 

 現行方針の対象期間が今月末終期を迎える

ことから、次の３年間を対象として定めるも

のでございます。 
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 策定に当たっての考え方、内容ともに現行

の支援方針と大きく変わってはおりません。 

 ２の(3)にありますよう、財政状況が厳し

い市町村国保の財政安定化の推進に重点を置

き、その上で必要な見直しを行うとともに、

国における市町村国保の都道府県単位化への

動きを踏まえ、必要な検討等を行うこととし

ております。 

 主な内容でございます。 

 ①保険料(税)の収納率の向上として、目標

収納率の設定や調整交付金の措置。 

 26ページをお願いいたします。 

 ②医療費適正化対策として、高医療費市町

村に対する助言、③保健事業の推進として、

データを活用した保健事業の推進、市町村の

取り組みに対する調整交付金の措置などを行

うこととしております。また、市町村国保の

県単位化につながる取り組みとしては、⑤に

記載しているとおりでございます。 

 スケジュールとしては、これまで市町村の

御意見を伺いながら検討を進めてきたところ

であり、３月末に改定を行い、４月以降、新

しい方針に基づき、具体の施策を実施してま

いりたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

○佐藤健康づくり推進課長 健康づくり推進

課でございます。 

 報告資料の27ページをお願いいたします。 

 第３次熊本県歯科保健医療計画の策定につ

いて御報告いたします。 

 昨年12月の本委員会において、策定の目

的、概要、スケジュールなどは御説明してお

りました。その後、昨年の12月18日からこと

しの１月16日までパブリックコメントを実施

し、その期間中に２件の御意見が寄せられま

したが、その内容については、既に計画案の

中に取り入れておりましたので、特に変更等

はございません。 

 資料の28ページをごらんください。 

 資料の28ページから31ページまでが計画の

概要版でございます。本県の歯科保健医療に

おける現状と課題や施策の方向性、連携体制

の整備等について記載しております。 

 次に、報告事項の資料の32ページをお願い

いたします。 

 第２次の熊本県がん対策推進計画の策定に

ついて御報告いたします。 

 本計画についても、昨年12月の本委員会に

おきまして、目的、概要、スケジュールなど

を説明しておりました。 

 パブリックコメントを歯科保健医療計画と

同じ期間行いまして、19件の御意見が寄せら

れました。それらの御意見を受けて、計画本

体に追加した文言や若干の表現の追加がござ

います。 

 資料の33ページから36ページまでが計画の

概要版でございます。ここには、本県のがん

に関する状況、それから重点施策の具体的な

項目や計画の推進体制と進行管理について記

載しております。 

 健康づくり推進課からの報告は以上でござ

います。 

 

○田中水俣病保健課長 水俣病保健課でござ

います。 

 引き続き報告事項の37ページをお願いいた

します。 

 水俣病対策の状況でございますが、１の特

措法による救済についてでございますけれど

も、申請者数４万2,961人とその内訳につき

ましては、前回の委員会から変更がございま

せん。 

 県といたしましては、迅速かつ円滑な判定

などに最大限の努力を行ってまいりますとと

もに、相談窓口やフォローアップ事業につい

て取り組んでまいりたいと思っております。 

 なお、恐縮でございますが、資料には記載

をしておりませんが、特措法の判定結果につ

きまして異議申立書を提出なさっている方が
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127名ございます。これらの方々のうち120名

の方々につきましては、本日、却下の通知を

発送いたしております。 

 保健課は以上でございます。 

 

○高山水俣病審査課長 続きまして、水俣病

審査課でございます。 

 同じページの２と３でございます。 

 ２の認定業務の状況についてでございます

が、２月末現在、認定申請者数は225人とな

っております。(3)の認定審査会につきまし

ては、今月３日、本年度３回目となる審査会

を開催したところでございまして、今後も定

期的な開催を図ってまいります。 

 下段、３の裁判の状況についてでございま

すが、国家賠償等請求訴訟１件と上告中の行

政事件訴訟２件の計３件となっております。 

 資料には、行政事件訴訟の２件について

は、３月15日に最高裁で口頭弁論が開かれる

こととなったと記載させていただいておりま

すが、この２件は、福岡高裁で県が敗訴、大

阪高裁で勝訴し、いずれも原告、被告双方が

上告しているものでございます。 

 本日、13時30分からと15時30分から最高裁

で口頭弁論が開かれることになったものでご

ざいます。13時30分から始まりました高裁で

県が勝訴した裁判の口頭弁論につきまして

は、先ほど終了いたしまして、判決言い渡し

が４月16日に行われることになりました。 

 もう一件につきましては、ちょうど今15時

半ですので、口頭弁論が始まったところだと

思われます。 

 以上でございます。 

 

○中島公共関与推進課長 公共関与推進課で

ございます。 

 38ページをお願いいたします。 

 公共関与による管理型最終処分場の整備に

ついて、この１年間を総括して御報告いたし

ます。 

 １の目的は省略をし、２の平成24年度の取

り組み状況から御報告申し上げます。 

 本年度は、何と申しましても、最大の課題

である最終的な地元合意をいただきました。

(1)に記載のとおり、南関町及び和水町の町

長初め、住民の皆様方の御理解と御決断をい

ただき、３月４日に、両町と環境保全協定を

締結することができました。ここに至るま

で、地元理解促進のため、鋭意取り組んでま

いりました。 

 (2)に記載のとおり、環境影響評価手続

は、６月に環境影響評価書の縦覧を終え、４

年間にわたる手続を終了いたしました。 

 その後、(3)の詳細設計及び本体工事関係

に記載のとおり、10月に落札者を決定いたし

ました。 

 次のページ、(4)の住民説明会等の開催状

況ですが、本年度も15回ほど、地元町議会、

住民の皆様などに対し、理解促進のための説

明を重ねてまいりました。 

 (5)の周辺井戸調査につきましては、昨年

度まで調査のできなかった地区において、夏

場と冬場の井戸調査を実施し、この結果、関

係全地区において調査を終了することができ

ました。 

 次に、３の地域振興策でございます。 

 (1)に記載のとおり、まずもって、高度な

安全性を備えた施設を整備することが地域振

興の基本であります。そのため、クローズド

無放流型の施設構造とし、埋立地内を何十も

の遮水構造とするとともに、厳重な漏水検

知、設備を設け、また、自然災害に強い全国

のモデルとなるような安全な施設として整備

してまいります。 

 次のページをお願いいたします。 

 (2)の処分場を中心とした地域の振興です

が、地域のイメージを損なうことなく、処分

場そのものを地域に役立つ施設として整備

し、安全で暮らしやすい生活環境をつくるた

めの取り組みを進めます。 

 - 64 -



第９回 熊本県議会厚生常任委員会会議記録（平成25年３月15日) 

 まず、単に廃棄物の処分場としてだけでな

く、地域に役立つ施設として整備してまいり

ます。このため、処分場と周辺の自然を活用

した施設内外での環境学習が実施できるよう

な環境拠点とすること、また、隣接するため

池の周囲は花木を植栽し、散策路等を整備

し、管理棟研修室は地域住民の活用を促し、

地域のコミュニティー活動拠点とすること、

また、災害時においては、一時的な避難場所

となる防災拠点とできること、また、渇水期

には、処分場に隣接するため池の水を近隣農

地への農業用水として活用する地域の水供給

拠点として整備することを検討しておりま

す。また、メガソーラーにつきましては、屋

根の上にも設置できるように設計を進めてお

り、みずから設置するのか、場所貸しでいく

のか、一方で、県民発電所構想も浮上してお

り、その辺の動向もにらみながら、今後、導

入手法や時期等について検討してまいりま

す。 

 次に、地域の安全確保のための道路整備を

行います。 

 南関、和水を通る県道大牟田植木線は、既

存予算とは別枠の10億円で歩道整備を行いま

す。また、今後町で整備されます仮称町道米

田・鬼王線は、将来処分場の進入路として一

部重なりますので、進入路相当分として５億

円を南関町に交付をいたします。 

 さらに、地域の魅力向上を図るため、住民

の皆様の交流促進や地域の活性化に努めるこ

ととし、南関、和水両町に１億円ずつ交付を

し、公民館やレクリエーション広場など、町

の判断で各種の整備を行っていただくことと

しております。 

 最後に、４の今後の取り組みですが、施設

の運営及び管理者となります環境整備事業団

は、法令基準を超える高度な安全対策を講じ

るとともに、安定的な経営基盤を構築し、安

全、安心な施設として運営していくため、建

設費について、国の補助金を活用しますが、

それ以外の分については、県として、供用開

始までの３カ年、補助金や有利子貸付金の財

政支援を行ってまいります。 

 本事業につきましては、現在詳細設計に取

り組んでおり、本年夏ごろに着工、平成27年

秋ごろの供用開始を目指しております。本年

度、大変大きな節目を迎えましたが、今後と

も、地元の思いを真摯に受けとめ、丁寧に取

り組んでまいります。 

 報告は以上でございます。 

 

○田原総務経営課長 病院局でございます。 

 資料の41ページをお願いいたします。 

 熊本県立こころの医療センター第２次中期

経営計画の策定についてということでござい

ますが、現在、私ども、全適後、中期経営計

画、平成21年から24年度までの計画に基づい

て病院を運営しております。その計画が今年

度最終年度を迎えますことから、来年度以降

５年間の新たな中期経営計画を策定するもの

でございます。 

 具体的内容につきましては、お手数ですけ

れども、43ページ、Ａ３判の資料で御説明い

たします。 

 一番上、右でございますけれども、私ども

の中期経営計画につきましては、くまもと４

カ年戦略、それから先ほど御説明がありまし

た熊本県保健医療計画、この内容を踏まえた

ものとしております。 

 具体的に病院として何をやるかということ

でございますが、中段、左でございます。県

立病院として果たすべき役割ということで整

理しておりますが、まず、継続・充実する取

り組みということで、これは引き続きやるも

のでございます。その中でも、特に１番、セ

ーフティーネット機能の維持・充実というこ

とでございますが、私どもの病院の特徴とい

たしまして、措置入院患者を多数受け入れて

いるということでございますので、こういっ

たセーフティーネットの機能につきまして
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は、しっかりとやっていきたいというふうに

考えております。 

 それから、左側の中ほど、新たなニーズに

対応するための取り組みというのが、今回私

どもの中期経営計画で新たに盛り込むもので

ございます。先ほど申しました４カ年戦略等

を踏まえて、在宅で支える仕組み、それから

児童・思春期の患者に対する早期治療の実現

というふうなことに新たに取り組んでいきた

いというふうに考えております。 

 具体的には、そこの右にございますとお

り、地域生活支援室を新たに設置すること、

それから児童・思春期入院施設の開設を29年

度を目途にやろうというふうなことで考えて

いるところでございます。 

 また、これらを実現するために、私ども、

今現在行っております診療体制、それから病

棟の役割等についても、新たに内部で検討を

進めてまいりたいというふうに考えておりま

す。 

 なお、私どもの病院、健全な運営というこ

とも別途課せられております。そのため、今

後５年間の中期財政収支計画というものを試

算しております。 

 右のほう、細かい字で恐縮でございます

が、まず、赤字、黒字の問題で起こります収

益的収支の分でございます。 

 経常収益のうち、医業収益でございます

が、こちらにつきましては、そこの表の一番

下、経営目標というのを掲げておりますが、

ここの病床利用率、それから外来患者数等の

目標をもとに試算を行っているところでござ

います。 

 それから、また上のほうに戻っていただき

まして、医業収益以外の医業外収益でござい

ます。これは一般会計の負担金が主なもので

ございますが、一般会計負担金につきまして

は、３つ目の表、一般会計繰入金という表を

ごらんください。こちらのほうで、収益的収

入、資本的収入のうち、一般会計繰入金の見

込みといいますか、その状況を書いていると

ころでございます。24年度に比べますと、25

年度以降、収益的収入の一般会計繰入金、ふ

えるような形になっておりますが、これは、

欄外に記載しておりますとおり、地方公営企

業会計基準の改正に伴いまして、今現在いる

職員全員が退職した場合の退職金は確保して

おくようにというふうに義務づけられており

ます。それを10年かけて積み立てるために、

このような形で増加しているということでご

ざいます。 

 それから、資本的収入につきましては、先

ほど予算のところで御説明いたしましたが、

できる限り内部留保金で対応するということ

で、ゼロということでここには書かせていた

だいております。 

 それから、また上のほうに戻っていただき

まして、費用のほうでございますが、給与費

等につきましては、今後の職員の推移、そう

いったものを踏まえて見込んでおります。そ

れから、経費等につきましても、こちらにつ

きましては、大規模な修繕、そういったもの

につきましても、できるだけ正確に予想を立

てて積算したものでございます。 

 こういったものを踏まえまして、経常利益

につきましては、何とか今後５年間も黒字を

確保できる見込みというところで見込んでい

るところでございます。 

 なお、この計画につきましては、熊本大

学、そのほか民間の有識者によりまして構成

しております運営評価委員会に御意見を伺い

ながら策定したものでございます。今後、３

月末に向けて、策定を進めてまいりたいと考

えております。 

 以上でございます。 

 

○小早川宗弘委員長 報告が終了しましたの

で、質疑を受けたいと思います。 

 質疑はありませんか。 
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○前田憲秀委員 １点だけ。第２次熊本県が

ん対策推進計画についてなんですけれども、

案という形で今御紹介をいただきました。一

昨年に国がピロリ菌が胃がんの原因であると

初めて認めた経緯があって、昨年の国のがん

対策推進基本計画の中にも、後出しでピロリ

菌の除菌が胃がんの予防に有効であるという

のがたしか載ったんではないかと思うんです

が、それを受けて、この本県の推進計画の中

には何かうたわれているものがあるかどう

か、ちょっと確認をしたいんですけれども。 

 

○佐藤健康づくり推進課長 健康づくり推進

課でございます。 

 県計画本体のがんの予防の中に、ウイルス

や細菌感染に起因するがんへの対策というと

ころで、例えば子宮頸がんのヒトパピローマ

ウイルスとか、Ｃ型肝炎ウイルスとか、そう

いうウイルスと並んで、ヘリコバクターピロ

リ菌についても予防対策を講じる必要がある

というふうに記載をしております。 

 以上です。 

 

○前田憲秀委員 ありがとうございます。 

 がん検診の対策推進というのをしっかりう

たってありますし、医療計画の中でも、検診

の上昇が高まるというのは非常に大事な部分

でありますので、年間５万人ほど亡くなって

いるこの胃がんが予防できるんではないか

と、専門家ではありませんのであれですけれ

ども、言われている内容であります。しっか

りうたって、がん検診の検診率のアップにも

しっかり有効活用していただきたいなという

ことを要望させていただきたいと思います。

よろしくお願いします。 

 以上です。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかに。 

 

○鬼海洋一委員 第６次熊本県保健医療計画

について質問をしたいと思います。 

 先ほども救急救命センターの件について質

問をしてお答えいただいたところですけれど

も、これから、特に、地域社会というのは高

齢化を迎えていく中でさまざまの医療ニーズ

が出てくるというふうに思うんですね。特

に、私どもみたいなところは、福祉的な要望

と医療との一体化、これが今後不可欠の課題

だというふうに認識しております。 

 そこで、この２次医療圏での可能な限りの

完結型医療体制への整備というものが今非常

に地域の中では求められている、我々が努力

すべきことだというふうに思っているんです

が、今回、この６次ができました。この５次

から６次に向けて、この内容の特徴的な変

化、特にこの点を今回はこの中で検討してつ

けたというものがあれば、まずお聞かせいた

だきたいと思います。 

 

○吉田健康福祉政策課長 計画全体の話で、

６次計画、５次と比較して内容的にどこが違

うか、特徴かというお尋ねであったかと思い

ます。 

 ４点申し上げます。 

 これまでも若干御説明しておりますが、１

点目には、国の作成指針が改定されまして、

従来の４疾病５事業、がん、脳卒中、急性心

筋梗塞、糖尿病、救急医療、災害、僻地、周

産期医療、小児医療、これらに加えて、精神

疾患についても、医療連携体制、目標値の設

定をしたというようなことでございます。 

 ２点目は、これらの５疾病５事業、精神疾

患を加えまして５疾病５事業、これと同じ程

度に在宅医療につきましても、医療連携体

制、あるいは目標値の設定というのを行った

ということでございます。 

 ３点目、これが認知症についてでございま

すが、国の指針では、精神疾患の一部として

記載することになっておりますが、特に、本

県として、認知症対策に力を入れております
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ので、別項目立てをして詳細に記載しており

ます。 

 それからもう一点は、計画の４つの柱を立

てました。その１つとして、新しく予防とい

う観点から健康づくりというのを設定したと

いうのが大きなものでございます。それらの

特徴に従って、それぞれの事業、疾病ごと

に、当然２次医療圏でも体制整備していくと

いうようなことを記載いたしております。 

 以上でございます。 

 

○鬼海洋一委員 この計画検討の段階で、先

ほどもこれは議論がありましたが、地域計画

をつくる上で私どもも参加をさせていただき

ました。第５次のときには余りなかったんじ

ゃないかなというふうに思っていますが、今

回は、２回ほど地域医療の問題について審議

する機会がありました。医師会の代表の方々

やあるいは関係の方々、非常に大きなさまざ

まな議論をいただきまして、時間も足りない

ような議論をする中で地域計画ができ上がり

ました。これは、恐らくもう上がっているん

じゃないかというふうに思います。 

 そこで、やっぱりこの地域の中では、地域

計画を立てる上で、地域の現状を判断しなが

ら、地域の戦略、医療的な戦略、あるいは、

医療、福祉という意味で、保健という意味で

の戦略に基づく取り組みを決めていくわけで

す。そういたしますと、この県の計画とも関

連するわけですけれども、この地域の中にお

ける可能な限りの完結型医療体制、この整備

というのがどうしても問題になってくるわけ

でして、その際は、中核病院をつくる、中核

病院を育成しようというぐあいになっていく

わけでありますが、こういう地域の地域課

題、地域計画と今回できますこの６次の計画

との、そういう意味での担保というか、県と

しての支援体制、こういうものについてはど

ういうぐあいに考えられているかということ

を２点目としてお尋ねしたいと思います。 

 

○吉田健康福祉政策課長 前半の部分、お答

えいたします。 

 地域計画、今回、６次計画の策定に当たり

ましては、地域計画の作成方針というのを県

のほうでつくりまして、各地域にお示しし

て、特に、それぞれの圏域の特徴的な課題

と、特に重点的に取り組んでいただく施策の

方向性について十分検討していただくように

指導をしてまいりました。 

 その中で、例えば、地域の現状を把握する

指標として、在宅死亡者数、あるいは小児科

の医師数、こういった数字をそれぞれ２次保

健医療圏ごとにデータとして多数保健所のほ

うに提示させていただいておりまして、こう

いったものも参考にしながら、各圏域で特徴

的な課題の把握に努めていただいたんではな

いかというふうに思っております。 

 そうした課題の把握を通して、それぞれの

地域の保健医療の目指すべき姿について、関

係機関の代表者の方に議論をいただいたので

はないかというふうに思っております。 

 それぞれ圏域の保健医療体制の支援につき

ましても、当然本庁としましても、健康福祉

政策課、それから、主には医療政策課が主に

なると思いますが、計画に記載してある事柄

につきまして、いろんな形で具体的な支援と

いうのは行っていくことになろうかと思いま

す。 

 

○三角医療政策課長 医療政策課でございま

す。 

 私どもは、特に医療を中心にお話をさせて

いただきますと、今委員がおっしゃいました

とおり、２次医療圏を中心に医療を完結して

いくというのがまさに理想の姿でございまし

て、その形を目指してこの計画を進めていく

ということが前提になっております。 

 ただ、そうは申しましても、限られた医療

資源、医師の偏在、それから看護師の問題、
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そういった医療資源の偏在は事実としてござ

います。こういったものをどういうふうにう

まく活用していくかということが、今後検討

していく課題になっていくかと思います。 

 それらにつきましては、個別に、また専門

の先生方に入っていただいております委員

会、協議会等ございますので、そういった中

で具体的な取り組みについて検討をしていき

たいと思っております。 

 そういうことで、各事業ごとに医療圏が必

ずしも２次医療圏と一致していない部分もご

ざいますが、なるべくカバーできるような体

制を整えていきたいというふうに考えており

ます。 

 以上でございます。 

 

○鬼海洋一委員 吉田課長のお話しありまし

たように、４つの特徴、例えば、認知症の問

題だとか、それから在宅医療の問題だとか、

これはもう今回の知事のマニフェストの中に

も出てきている問題で、それを具体化すると

いう意味では、非常にタイムリーなことだと

いうふうに評価をしたいというふうに思って

います。 

 ただ、今特徴的なものが今回の第６次の中

心的テーマとして取り組んでいくわけであり

ますが、これを具体的に実効あるものにする

ためにも、先ほど言いましたように、２次医

療圏の体制整備、これをやるということが極

めて現実的になるための手順ではないかとい

うふうに今思っています。 

 さっき西岡委員のほうからも天草の問題が

ありましたけれども、天草は天草なりに、あ

るいは阿蘇は阿蘇なりに、２次医療圏のテー

マというのは、それぞれ少しニュアンスの違

ったものが出てきてしかるべきだというふう

に思うんですが、それぞれの医療圏の特徴を

捉えてもらいながら、特に今回、そういう意

味で私ども宇城の中で議論したわけでありま

すが、地域課題、鮮明にしていく努力をやっ

たつもりでありますし、鮮明にした地域の戦

略課題について、ぜひ県のほうでも、そうい

うものに対する支援をつくるということも、

この基本的な取り組み、認識の中で強めてい

ただけるような対応をしていただきたいとい

うことを改めて――先ほど三角課長のほうか

らお話がありましたように、十分御認識いた

だいている、そういう答弁でありましたが、

改めて、その点を吉田課長にお願いしておき

たいというふうに思います。 

 

○吉田健康福祉政策課長 今御意見いただき

ましたことを踏まえて取り組んでいきたいと

思います。 

 

○小早川宗弘委員長 ほかにありませんか。 

  (「なし」と呼ぶ者あり) 

○小早川宗弘委員長 なければ、これで報告

に対する質疑を終了いたします。 

 次に、その他で何かありませんか。 

 なければ、以上で本日の委員会は終了いた

しました。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会いたします。 

 お疲れさまでございました。 

  午後３時53分閉会 

――――――――――――――― 

○小早川宗弘委員長 なお、最後の委員会で

ありますので、簡単に御挨拶を申し上げたい

と思います。 

 田代副委員長初め委員の皆さん方には、こ

の１年間本当にいろいろな熱心な御審議を賜

りまして、心から感謝を申し上げたいと思い

ますし、執行部の皆さん方にも、１年間丁寧

な対応をしていただきましたことに厚く御礼

を申し上げたいと思います。 

 今、正直なところ、やっと終わったという

ふうなことで、きょうは長丁場だけん、どう

いうふうになるかなというふうに思っており

ましたけれども、４時前に審議を終わったと
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いうふうなことで、ほっとしておりますし、

特にこの厚生の分野は、とにかく莫大な予算

がついていて、事業も多種多様で、制度自体

もなかなか複雑で、私もなかなか頭に入らぬ

だったことが多くて皆さん方にはいろいろ御

迷惑をかけたのかなというふうに思います

が、全９回の委員会、あるいは管外視察、管

内視察を通じて、すばらしい有意義な委員会

になったんではないかなというふうに思って

おります。 

 ぜひ、執行部の皆さん方には、これまでの

委員会で出た意見、あるいは議論、あるいは

視察の成果というものを生かして、今後の新

年度の事業に反映をさせながら、充実をさせ

ていただきたいというふうに思っております

し、ただ単に予算を執行するということでは

なくて、有効に活用するんだと、予算を有効

に使うんだと。いろいろの現場で予算が使わ

れる中で、やっぱり地域のきずなが深まった

り、あるいは地域の力が高まったり、そうい

うふうなことを、活用の仕方とか、使い方と

いうことをしっかりと考えて、新年度の事業

を執行していただきたいというふうに思って

おります。 

 それから、３月をもって退職される林田部

長、それから田端課長、それから佐藤課長、

そして清田課長、中園課長、５人の方だと思

いますけれども、本当に長い間、熊本県のた

めに御尽力いただきましたこと、御貢献いた

だきましたこと、心から感謝を申し上げたい

というふうに思います。これからも、お元気

だと思いますので、健康には十分に注意をし

て、再就職されるというふうに思いますけれ

ども、天下り先ではないと思いますけれど

も、新しい生活の中でも県政発展のためにお

力添えをいただければというふうに思いま

す。 

 最後になりますが、委員の先生方、執行部

の皆さん方には、本当に今後のますますの御

活躍を祈念しまして、委員長としての最後の

御挨拶とさせていただきます。 

 本当に皆さんありがとうございました。

(拍手) 

 続いて、田代副委員長からも一言御挨拶を

お願いします。 

 

○田代国広副委員長 私からも一言御挨拶を

させていただきます。 

 委員の先生方、そして執行部の皆さん方、

本当に１年間充実した議論をいただきまし

て、大変有意義な委員会だったと思います。

心からお礼と感謝を申し上げます。 

 私は、この厚生関係、全く素人でございま

して、初めて委員会に来まして、膨大な予

算、それに関連するさまざまな事業、これは

もうこの厚生部会は一大産業だというふうな

気がいたしております。ここで働く職員の方

々、そしてまた、ずっと枝葉と申しますか、

各自治体にもいっぱいおりますし、この厚生

部会は熊本県最大の産業ではないかなと思っ

たりしておったわけでございます。 

 本当に１年間でございましたけれども、皆

さん方の御協力によりまして何とか務めるこ

とができました。心から感謝とお礼を申し上

げまして、簡単ですけれども、御挨拶とさせ

ていただきます。本当にありがとうございま

した。(拍手) 

 

○小早川宗弘委員長 それでは、終わりま

す。 

 お世話になりました。 

  午後３時57分 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  厚生常任委員会委員長 
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